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第一章 工事概要 
 

１ 工事名称  遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 

  

２ 工事場所 石川県珠洲市三崎町寺家ケ部（遭埼）地内 

  

３ 工事期間 契約の翌日から令和９年３月２２日（完成検査含む） 

 

  

４ 工事概要  直接仮設工事 一式 

 灯塔新設工事 一式 

 外構工事   一式 

  

５ 管理事務所 七尾海上保安部 交通課 

〒926-0015 

石川県七尾市矢田新町二部 173 番地 

TEL 0767-53-7118 

  

６ 発注元  第九管区海上保安本部 交通部 整備課 

  〒950-8543 

   新潟県新潟市中央区美咲町 1-2-1 

          TEL 025-285-0118 

  

７ 注意事項 （１） 工事工程等から電源断等、標識の機能に障害を与えるおそれがある作業を行う場

合は事前に監督職員・管理事務所と協議のうえ実施する。 

（２） 工事の施工は、監督職員と十分連絡を取りながら実施する。 

（３） 工事の施工において仕様等に疑義が生じた場合、請負者のみの判断によらず、監

督職員と協議のうえ対応を決定する。 
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第二章 一般共通事項 
 

１ 適用範囲 （１）本仕様書、関係法令に適合するように施工するものとし、該当事項の無いものには

適用しない。 

（２）特に指示していない一般事項については、法令・条例・関係電力会社の内外線工事

規定・その他諸関係法規等による。 

（３）本仕様書に記載の無い事項でも、自然付帯する事項は請負金額の範囲内で実施する。 

２ 設計図書  設計図書とは、図面及び仕様書（現場説明書及び現場説明に対する質問回答書を含む）

をいう。 

３ 監督職員  監督職員とは、「第九管区海上保安本部長」が任命する職員で、工事請負契約書に規定

する監督職員をいう。 

４ 疑義に対する 

協議 

 設計図書に明記のない場合又は疑いを生じた場合は、一方的な解釈や変更をすること

なく、監督職員と協議し、その指示に従う。 

５ 現場の納まりな

どの関係による

協議 

 現場の納まり、取り合いなどの関係で、設計図書によることが困難又は不都合な場合

は、監督職員と協議する。 

６ 諸届  工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公署その他の関係機関への必要な届出手続

等は速やかに実施し、工事工程に支障を及ぼさないように注意する。また、これに要す

る諸費用も負担する。 

７ 現場代理人及び 

主任技術者 

（１）現場代理人及び主任技術者とは、工事請負契約書に規定する現場代理人及び主任技

術者をいう。 

（２）建設業法第 26 条に定める主任技術者（監理技術者）は、その資格を証明する資料

を監督職員に提出し承諾を受ける。 

８ 工事現場の安全

衛生管理 

（１）工事現場の安全衛生に関する管理は、現場代理人が責任者となり、関係法令等に従

ってこれを行う。ただし、別に責任者を定める場合は、これに協力する。 

（２）工事現場においては、常に整理整頓を行い、特に危険箇所の点検を行うなど、事故

の防止に努める。 

（３）受注者は、作業船等がふくそうしている区域を航行する場合は、見張りを強化する

等して事故防止に努めなければならない。 

９ 災害及び公害の 

防止 

 工事の施行に伴う災害及び公害の防止は、関係法令に従い適切に処置するとともに、

特に下記の事項を守らなければならない。 

（１）第三者に災害を及ぼしてはならない。 

（２）公害の防止に努める。 

（３）善良な管理者の注意をもってしても、なお災害又は公害の発生のおそれがある場合

の処置については、監督職員と協議する。 

（４）気象、海上気象の変化に注意し、事故の防止に努める。 

（５）機械器具等の取り扱いに注意し、事故の防止に努める。 

第三者に対して損害を与えた場合は、受注者は適正な補償をしなければならない。 

10 臨機の処理  災害又は公害が発生した場合及び発生するおそれのある場合は、速やかに適切な処置

をとり、直ちにその経緯を監督職員に報告する。 

11 養生  従来部分、施工済み部分、未使用材料などで汚染又は損傷のおそれのあるものは，適

切な方法で養生及び保護を行う。 

工事中は、施設及び機器の保全のため、各種機器及び既存部分に機能停止等の支障を

与えないように十分な養生及び保護を行う。 

12 工程表  契約後速やかに実施工程表を作成し、監督職員の承諾を受ける。 

13 施工計画書  契約後速やかに施工計画書を作成し、監督職員に提出する。ただし、施工計画書作成

の必要性の少ないものは、監督職員の承諾を受けて省略することが出来る。 

14 施工図、原寸図  施工図、現寸図、見本などは、必要に応じて速やかに提出し、監督職員の承諾を受け

る。ただし、作成の必要性の少ないものは監督職員の承諾を受けて省略することが出来

る。 



3 

 

15 職方への指示  12、13 及び 14 により作成した図書などは、関係する職方に周知徹底させる。 

16 材料 （１）材料は、新品とし、18 により合格したもの又は承諾を受けたものとする。 

（２）材料の品質が明示されていない場合は、均衡を得た品質のものとする。 

（３）設計図書による「JIS （日本産業規格）の規格品」と指示された材料は、JIS マ－

クの表示のあるもの又は JIS の規格証明書の添付されたものとする。 

（４）調合を要する材料は、調合表を監督職員に提出して承諾を受ける。 

17 材料搬入の報告  材料の搬入ごとに、その材料が設計図書に定められた条件に適合することを確認し、

必要に応じ、証明となる資料を添えて監督職員に 27 の工事報告で報告する。ただし、軽

易な材料については、監督職員の承諾を受けて報告を省略することができる。 

18 材料の検査 （１）材料は、種別ごとに監督職員の検査を受ける。ただし軽易な材料については、監督

職員の承諾を受けて省略することができる。 

（２）合格した材料と同じ種類の材料は、監督職員が特に指示する材料を除き、以後の使

用を承諾されたものとする。 

19 材料検査に伴う 

試験 

（１）試験は、下記の場合に行う。 

 ア 設計図書に定められた場合 

 イ 試験によらなければ、設計図書に定められた条件に適合することが証明できない

場合 

（２）供試体は、監督職員の承諾を受けて作製する。 

（３）試験は、公的試験所、その他の試験所、工事現場など適切な場所で行うものとし、

その決定にあたっては監督職員の承諾を受ける。なお、公的試験所で行う場合を除

き、原則として監督職員の立ち会いを受ける。 

（４）試験が完了したときは、その試験成績書を速やかに監督職員に提出する。 

20 施工  施工は、設計図書及び 12、13 及び 14 による監督職員の承諾を受けた工程表、施工計

画書、施工図、現寸図などに従って行う。 

21 技能士  技能士は、職業能力開発促進法による一級技能士の資格を有し、合格証明書等を監督

職員に提出して承諾を受けた者とする。ただし、作業の一部が軽易な場合は、監督職員

の承諾を受けて省略することができる。 

22 施工の確認  監督職員の確認は、下記の場合に行う。ただし、これによることが困難な場合は、別

に指示する。 

（１）設計図書に定められた場合 

（２）監督職員の指定した工程に達した場合 

23 施工の立会  監督職員の立会いは、下記の場合に行う。 

（１）設計図書に定められた場合 

（２）監督職員が特に指示する場合 

24 施工検査に伴う 

試験 

（１）試験は、下記の場合に行う。 

 ア 設計図書に定められた場合 

 イ 試験によらなければ、設計図書に定められた条件に適合することが証明できない

場合 

（２）供試体の作製及び試験所等は 19 による。 

25 他工事との出合  他の受注者によって施工される工事との出合となる場合、監督職員の指示に従い関係

請負間において十分協議を行い、相互に円滑な工事の実施に努めなければならない。 

26 あと片付け 工事完成に際しては、建築物などの内外のあと片付け及び清掃を行う。 

27 工事報告  工事の進捗、材料の搬入、搬出、作業員の作業、気象状況等を記載した報告書を原則

として毎週作成し、監督職員に提出する。 

 ただし、監督職員が指定した工程に達した場合の写真の提示の指示があった場合には、

その都度提示するものとする。 

28 工事写真  工事着工前から工事完成まで工事の施行順に撮影し、各１枚ずつアルバムに整理して

監督職員に提出する。 

 特に工事完成後、地中に埋設される部分や、外部から確認することが出来ない部分の

撮影のもれがないように十分注意するとともに、被写体の寸法が判明できるよう、スケ

ール、ポール及び箱尺等を同時に撮影する。 
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29 竣工検査  現場代理人は検査に立会い、検査又は試験の結果、当該目的物が完成されていない場

合は、検査職員の指示に従い受注者の負担において適切な措置を講じなければならない。 

30 官給品等 （１）本工事において、官給品がある場合、現場代理人は次の処置をとる。 

 ア 官給品の引渡を受ける際には、現場に立会い「官給品受領書」を提出する。 

 イ 官給品の保管場所、保管方法、運搬方法及びに使用状況等について指示を受けた

ときは必要な処置をとる。 

 ウ 官給品の使用が終了した時は「官給品精算書」を提出して確認を受ける。 

（２）本工事において撤去品が発生した場合、現場代理人は次の処置をとる。 

撤去品の保管場所、保管方法、運搬方法及び使用状況について指示を受けたときは

必要な処置をとる。 

監督職員の指示する場所に運搬し「撤去品発生通知書」を提出する。 

31 完成図書 工事完成後、次の内容を A4 ファイルに整理して、2 部を監督職員に提出する。 

提出した施工図及び施工計画書の著作に関わる当該建物に限る使用権は、発注者に移

譲するものとする。 

（１）工事概要 

（２）工事写真（施工前、施工中、完成後の電子データ（JPEG ファイル等含む） 

（３）その他参考資料 

32 発生材の処理 （１） 原則として、すべて構外に搬出し、関係法令に従い、受注者の責任において適切

に処分する。 

（２） 撤去くず処分に伴い、処分場所及び受領証明書等を監督職員に提出し、その写し

を「完成図書」に添付する。 

33 非常の措置 本工事施工中、当庁の業務に支障をきたしてはならない。工事施工上、やむを得ず業

務に支障をおよぼすおそれのある場合は必ず事前に監督職員に連絡し、その指示を得て

施工するものとする。 

 

34 工事実績登録 

  （コリンズ） 

工事費（契約価格）が、500 万円以上の場合、受注者は、受注時は契約後 10 日以内に、

登録内容の変更は変更があった日から 10 日以内に、完成時は完成後 10 日以内に、工事

実績情報サービス（CORINS）に基づき、「工事カルテ」を作成し、監督職員の確認を受け

たうえ、（財）日本建設情報総合センターに登録申請をしなければならない。また、（財）

日本建設情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを監督職員に提出し、「完

成図書」に添付しなければならない。 

35 事故災害報告 受注者は、工事の施工中に事故災害等が発生した場合、直ちに監督職員に通知するほ

か、遅滞なく別に定める「事故災害発生報告書」を監督職員に提出しなければならない。 

36 その他 （１）電子データの提出は、ウィルス対策を実施したうえで提出しなければならない。 

   また、ウィルスチェックソフトは、常に最新データに更新しなければならない。 

（２）第九管区海上保安本部が運用している海の緊急情報の配信サービスでは、津波、気

象及び海上の各警報等について、携帯電話メールによる迅速な入手が可能となり、

本工事の安全管理に有効な手段であるため、左記の二次元コードからアドレスを登

録のうえ、安全対策のツールとして活用する。 
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第三章 特記仕様 

 

図面及び仕様書に記載のない事項は、下記（以下、標準仕様書という）による 

・「公共建築工事標準仕様書」   ：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

・「公共建築改修工事標準仕様書」 ：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

・「国土交通省土木工事共通仕様書」：国土交通省北陸地方整備局 
1. 一般事項 （１）材料等 

 材料の製造所及び製品は、特記されたもの又はこれらと同等以上とする。 

 ただし、同等以上とする場合は、監督職員の承諾を受ける。 

（２）発生材の処理 

 構外に搬出し、再生資源の促進に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、その他関係法令等によるほか、

建設副産物適正処理推進要綱に従い適切処理し、監督職員に報告する。産業廃棄物

処理については、マニフェスト及び搬出入状況写真等により管理し適法に行なう。 

  

2. 直接仮設工事 （１）現場事務所は設けない。 

（２）工事用道路（工事用地内外）は良好なる維持管理を行い、使用後は受注者において

速やかに原形に復旧する。 

（３）電力、用水等について、構内に既存施設は存在しない。 

（４）仮設足場について、足場、桟橋、仮囲いなどは関係法令に従い、適切な材料及び構

造のものとし、適切な保守管理を行う。 

（５）資機材の飛散防止のため、養生シート張りを行う。なお、灯火に影響を及ぼさない

よう注意する。 

（６）工事完了後、清掃および片付けを行う。 

  

3. 灯塔新設工事 新設工事 

 特記仕様書、設計図面による。記載が無い場合は、監督職員と協議する。 

4. 外構工事 外構工事 

 特記仕様書、設計図面による。記載が無い場合は、監督職員と協議する。 

 



電気設備　機器仕様､配線容量図･分電盤､制御盤 姿図

E-002

E-003

E-004

E-005

図面番号 縮尺(A2)図面名称

E-001 工事仕様書（電気設備）

電気設備　各階配線平面図

電気設備　雷保護　立面図

電気設備　雷保護　平面図・機器詳細図

図面リストA-001 遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

－

－

－

－

－

－

特記仕様書（6）

特記仕様書（5）

特記仕様書（4）

特記仕様書（3）

特記仕様書（2）

特記仕様書（1）

A-014

A-013

A-012

A-011

A-010

A-009

A-008

A-007

A-006

A-005

A-004

A-003

A-002

A-001 S-002

S-003

S-004

S-005

S-006

S-007

S-008

S-009

S-010

S-011

S-012

S-013

S-014

敷地求積図及び求積表、面積表・建築面積表

断面図

立面図

各階平面図、屋根伏図

仕上表

図面番号縮尺(A2)

－

図面番号 縮尺(A2)図面名称 図面名称

A-000 図面リスト S-001 構造特記仕様書(1)

構造特記仕様書(2)

鉄骨造 溶接標準図

鉄筋コンクリート造 配筋標準図(1)

鉄筋コンクリート造 配筋標準図(2)

鉄筋コンクリート造 配筋標準図(3)

鉄筋コンクリート造 配筋標準図(4)

ハイベースNEO工法設計施工標準

ハイベースNEO工法　各種寸法及び基礎柱型設計例

敷地配置図、地盤柱状図、杭伏図、杭リスト

基礎伏図、土間伏図、鉄筋コンクリート部材リスト

鉄骨梁伏図、鉄骨部材リスト

軸組図

鉄骨詳細図

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

－

1/30

1/50

1/50

1/30

図示

位置図､案内図､全体配置図､配置図兼外構図､照射想定断面図

遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度

天井伏図

部分詳細図

2026.09



※ 景程度

景以上※

　・

　・

建築特記仕様書（１）A-001 遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

昇降機

適用工事種別特　記　仕　様　書　（建築工事）

・ 備品，什器　　・ 家具（平面図記載以外） ・搬送機　　・通信設備　　・温度管理設備
その指示を受けるものとする。

囲内において施工するものとする。設計図書に明示のない場合は監督員と協議し、

関連法規上、当然必要と認められるものは、監督員の指示に従い、請負金額の範

ものとする。設計図書に記載なくとも、外観上、構造上、設備上、利用者使用上、

本工事の設計図書に関する疑義は、工事契約前に、質疑応答書をもって確かめる32 疑　　義

の増減及び工程等を協議し、監督員の承諾を得たうえで施工するものとする。

設計変更を行う場合、変更内容を明示する図面、仕様書を作成し変更に伴う金額32 設計変更

・上棟式

設計監理：施主：

設計監理：施主：

　　　　・ 製図板、掛時計、寒暖計

　　　　・ 机、いす、書棚、白板

　　数量　・ 監督員の指示による

４ 工事用水

　 工作物の調査

８ 隣接建物又は

７ 危険物の貯蔵

６ 工事用道路

５ 工事用電力

ｍ以内

※ 構内既存の施設　　　　・ 利用できる（有償）　　・ 利用できない

※ 構内既存の施設　　　　・ 利用できる（有償）　　・ 利用できない

ｼﾝﾅｰ等有機溶剤を使用する場合は、特に火災及び盗難について管理を徹底すること。

・ 敷地境界から

低騒音、低振動型建設機械を使用する。

・ 

２
　
仮
　
設
　
工
　
事

着工に先立ち、地下に埋設されたガス管、オイル管、電話ケーブル、給排水管等

防ぐよう留意すること。

及び架設物の調査を関係機関の協力を得て確認し、報告すると共に事故を未然に

２ 設計ＧＬ

３ 監督員事務所

敷地周辺の現況レベルを確認し、監督員に報告すること。

※ 図示　　　　・ 現地平均ＧＬ

　　要に応じて下記の備品等を置く。

２．監督員事務所には監督員の指示を受け、電灯、給排水その他設備を設け、必

　　・ ４号（６５㎡程度）　・ 

　　・ １号（１０㎡程度）　・ ２号（２０㎡程度）　・ ３号（３５㎡程度）

１．監督員事務所の規模、仕上げ、備品など

　　　　・ プリンター、コピー機等の出力機（兼用可）

　　　　・ ﾉｰﾄ型PC

　　　　・ 専用WiFi（光回線）

　　　　・ その他監督員の指示するもの

　　　　・ 湯沸具、掃除具

　　　　・ 冷暖房機器、消火器

　　　　・ ゴム長靴、雨ガッパ、防寒具、保護帽、懐中電灯、安全帯

４
　
地
業
工
事

３
　
土
工
事

５
　
鉄
筋
工
事

参加予定人数

・請負者の負担　・建築主の負担

・請負者の負担　・建築主の負担

・請負者の負担　・建築主の負担

・竣工式　

・地鎮祭31 祭　礼　費

力すること。

請負者は並行して行われる別途工事に対して工事進行が速やかに行われるよう協

　　取合

30 別途工事との

任者を召集し、打合せを行うものとする。

工事の円滑な進行を計るため、監督員の指示により工事期間中定期的に各工事責

　　会議

29 定例打合せ

28 一般工事用

　　建設機械 排出ｶﾞｽ対策型建設機械あるいは排出ｶﾞｽ浄化装置を装着したものを使用すること。

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ（出力７．５ｋＷ以上、２６０ｋＷ以下）を搭載した建設機械は、

５．登記に要する費用。

　　ただし、１～４のうち工事用又は工事施工に起因するものは、請負者の負担とする。

４．近隣との紛争解決に要する費用。

３．工事目的物に含まれる諸設備の基本料金。

２．敷地外の電力、ガス、上下水道等の引込費及び分担金。

１．予測出来なかった大規模な地下埋設物の撤去に要する費用。

び監督員の行う諸手続きに協力すること。

26 軽微な変更

　 手続き

25 官公署等への

　 監理用看板

24 工事現場の

いものとする。

、監督員の 指示に従って行うこと。なお、この場合の請負金額の増減は行わな

施工上の納まりや取り合いで材料、寸法、取付位置等について行う軽微な変更は

なお、これらの手続きの費用は、請負者の負担とする。また、請負者は発注者及

工事の施工に必要な官公署その他に対する諸手続きは、速やかに行うこと。

※ 工事名称，発注者，監修，設計監理者，請負者等の名称を入れた看板の設置

６
　
コ
ン
ク
リー

ト
工
事

下記資材は事前に製造所、資材名を提出し、監督員の承諾を受けること。

４．※ 本工事に含む　　　 ※ キーボックス　　１箱　　　・　

               ・ ＣＡＤデータ　　 　　・ PDF形式データ

３．構造躯体及び建具施工図　　※ ＣＡＤデータ ・ A3版製本　・ PDF形式データ

　 工事材料等

　 対象とする

20 部分払いの

19 主要資材

２．工事完成図　工事が完成した時は、原図・データを修正の上、竣工図を提出すること。

21 保険

　 出備品等

　 図書及び提出

22 完成時の提出 １．11の工事写真

　　その他の保険　　　※ 工事期間中

　　火災保険　　　　　※ 引渡し日より２週間後まで

２．加入期日

　　・ 積立労働災害総合保険　　・ 組立保険

　　・ 火災保険　　・ 建設工事保険　　・ 請負業者賠償責任保険

１．請負契約約款に定める火災保険等は次のものとする。

　　・ 免震装置　　　・ その他監督員の指示するもの

　　・ 杭　　　・ 鉄骨　　　・ 金属製建具　　　・ 防水　　　・ 家具

 部２ 部　　　・ A3版(二ﾂ折)縮小製本１

　　した工事のある場合は、その請負者と連携の上作成するものとする。

　　造所名、連絡先等を記載の上、２部提出する。なお、同工事で設備等別途契約

　　構造、使用上、家具、機器、保安業務等の説明及び清掃の要点、使用材料の製

　　「管理者のための建築物保全の手引き（建設省大臣官房官庁営繕部編集）」に

５．建物保全説明書　　※ 提出する　　　・ 提出しない

４．施工計画書　　・ 提出する　　　※ 提出しない

               ※ 原図版製本

　　・ 鉄骨　　　・ 金属製建具　　　・ 木製建具　　　・ 内装プレハブ

　　・ 家具類　　・ 製作金物　　　・ その他監督員の承諾を得た材料

請負契約約款に定める部分払いの対象とする工事材料は次のものとする。

   工事報告書

17 施工保証

18 下請業者

16 責任施工

及び下請業者の連帯責任とし、連名による保証書を提出すること。

特記事項中、保証年限を明記したもの及び責任施工の表示のあるものは、請負人

外壁漏水（躯体・サッシ・シ－リング等も含む）については請負者の責任に帰属

するものとし、５年間の保証書を提出すること。

書を提出すること。

下請業者の決定については、選定書を提出し監督員の承諾を得たのち、決定通知

15 工事日誌及び

工事状況 写真を添付した工事報告書を月末より５日以内に提出すること。

工事の進捗、労働者就業、材料搬入等の状況を示す日誌を毎日作成するとともに、

４．その他監督員の指示するものを必要部数提出すること。

３．完成時の写真撮影については、原則として竣工時に家具等が全て整った段階する。

　　（原版の所在、版権の所在を明示したものを提出すること。）

（外観） （外観以外）　　　　　　・ 建築撮影業者以外の写真　　※ 建築撮影業者の撮影した写真

２．完成写真は次により、監督員の承諾を得ること。

備    考他  工  事  と  の  取  合  い
工事工事工事工事

空調衛生電気

工事

建築

２次側配管配線

１次側配管配線

２次側配管配線

１次側配管配線

昇降機用インタ－ホン機器及び配線

昇降機電源

ＵＢ（衛生器具、電気等の器具を含む）

昇降路開口部

天井内キャットウォーク

天井内設備大型機器の点検足場

設備機器の屋外基礎（躯体コンクリート）

設備機器の屋上基礎（躯体コンクリート）

電動ルーバーなど
防火ドアー及びトップライト
自動扉、電動シャッター

照明器具幹線等の吊ボルト用インサート

配線ピット及び蓋

テレビアンテナの基礎（コンクリート）屋上

発電機の基礎、配電盤、制御盤等の基礎

簡易間仕切の位置ボックス及びその取付け

天井、壁ボード類の下地補強

埋込分電盤、端子盤及びプルボックスの型枠

埋込分電盤、端子盤及びプルボックスの壁補強

洗面所、手洗所等の鏡

小便器仕切板（陶器製）、タオル掛け（下地共）

下流し、足洗場の給水、排水、玄関の排水

天井、壁、床、点検口、プロパンボンベ庫

排気フード

ステンレス流し台等

床下水槽マンホール蓋

機器の基礎、防油堤

換気扇取付け用枠

外壁取付けガラリ

梁、床、壁、貫通部のスリーブ、壁枠

梁、床、壁、貫通部の補強

13 工事写真等

　 の記録

１．区分による規格、枚数、部数は次による。

・　FRP防水工事作業 

外構工事

10 施工の立会い

　　・ 敷地境界　　　・ 杭打ち　　・ ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄのｽﾗﾝﾌﾟ及び打ち込み

　　・ 主要構造部の配筋及び型枠組立

　　・ ガス圧接試験片の切取り　　　 ・ 屋外タイル接着力試験

監督員の立会いのうえ施工するものは次の工事とする。

　　・ 地縄張り　　　・ 根切り、地盤等の確認　　・ ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ　・ 地盤改良

３．着工前、竣工後特記事項　　※　なし　　・ あり：

　 合い

　 工事)との取り

14 設備工事(別途９ 技能士

項　　　　　目

１
　
一
　
般
　
共
　
通
　
事
　
項

４　建築材料等

３ 提出書類

　 優先順位

２ 設計図書の

１ 適用基準等

７ 施工条件

６ 電気保安技術者

 　の工法

５ 特別な材料

　 廃棄物の処理

８ 発生材及び

※ 建築工事標準詳細図

指定工法による。

公共建築工事標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の

　　理推進要綱を踏まえ適切に処理のうえ、監督員に報告すること。

　　用促進法、廃棄物処理法その他関係法令等に基づくほか、建設副産物適正処

２．上記以外のものは全て工事現場外に搬出し、建設リサイクル法、資源有効利

　　　　再資源化施設等に搬入したうえ、調書を作成し監督員に提出すること。

　　　　・ 種類

　　３）再利用及び再資源化する発生材　　・ 有り　　※ 無し

　　　　・ 処理方法

　　　　・ 種類

　　２）特別管理産業廃棄物　　　・ 有り　　※ 無し

　　　　指示された場所に保管のうえ、調書を作成し監督員に提出すること。

　　　　・ 引渡しを要するもの

　　１）引渡しを要する発生材　　・ 有り　　※ 無し

１．発生材の処理

・ 配置する　　・ 配置しない　　※ 配置するよう努力する

５．その他　　　　・ 

４．資機材置場所　※ 敷地内　　・ 敷地外にて確保

３．工事用車両　　※ 敷地内　　・ 敷地外にて確保

２．施工順序　　　・ 

１．施工日・施工時間　　　・ 

※ 施工条件は、施工計画書及び計画図を作成し、監督員の承諾を受けること。

　　自主検査を行い、報告すること。

３．上記以外の材料については、監督員の承認を受けるとともに材料搬入ごとに

　　・ 木材　　・ 建具材料　　・ 家具材料 　・ 

　　※ 杭　　　・ 型枠類　　　・ 防水材料 　・ ルーフィング類 　・ 石材

　　工事材料は次のものとする。

２．請負契約約款に定める監督員、または補助監督員の検査を受けて使用すべき

　　る場合は、評定書の写しを監督員に提出すること。

　　って所要の品質・性能を有することの評定を受けた材料及び機材等を使用す

　　又、｢建築材料・設備機材等品質性能評価事業｣(社団法人公共建築協会)によ

　　ただし、同等以上とする場合は、監督員の承諾を受けること。

１．建築材料等は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等以上とする。

　使用材料見本（A3版厚紙貼り）　　工事完了届　　引渡書　　保証書

　工事報告書　　施工計画書　　現場試験結果表　　各種試験成績表　　施工図

　工事着手届　　工事工程表　　仮設計画図　　下請業者選定書及び決定通知書

　工事請負契約書（写し）　　工事費内訳明細書　　現場代理人及び主任技術者届

指示による。

下記の書類を監督員に提出し承諾を得ること。提出先及び提出部数は監督員の

設計図書内容に明記のない場合又は相違のある場合は原則として次の優先順位に

よるものとする。

　　　　５．標準仕様書及び標準詳細図

　　　　４．添付の図面及び別冊・別添の図面

　　　　３．特記仕様書

　　　　２．現場説明書

順  位　１．質問回答書（下記に対するもの）

Ⅳ　建築工事仕様

１．図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修、

　　　　　　　　　　 ・ 印と※印のある場合は共に適用する。

　　　　　　　　　　 ・ 印なき場合は、※印のあるものを適用する。

　（２）特記事項は、 ・ 印のついたものを適用する。

　（１）項目は番号に○印のついたものを適用する。

２．特記事項を適用するもの

特　　　　記　　　　事　　　　項

１．建設業法に基づき、施工体制台帳の作成が必要な場合は、台帳を監督員に提出すること。

２．施工体系図を工事関係者が見やすい場所、および公衆が見やすい場所に揚げること。

３．建退協制度に関する標識を現場の見やすい場所に掲示すること。

４．労災保険に関する標識を現場の見やすい場所に掲示すること。

Ⅲ　施工体制

５．別途工事

備 考構 造種 別

４．工事種目

３．敷地面積

２．工事場所

１．工事名

Ⅰ　工 事 概 要

１ 敷地状況の確認

  (特記のない場合)

27 事費以外の費用

配管接続は設備工事

家具図図示以外は設備工事

建築屋根伏図に図示

墨出し・ﾎﾞｰﾄﾞ切込は設備工事

・

※ カラー

・

※ カラー

完 成 時

着 工 前

工 事 中

景程度

※ ﾌｫﾄＣＤ

※ ｻｰﾋﾞｽ版

※完成写真全て

※・ 4ﾂ切ﾊﾟﾈﾙ

※ 　景以上

部　数規　格区　分

※ 24×36

※ ｷｬﾋﾞﾈ版

※ ｻｰﾋﾞｽ版

・ ｶﾗ-ｽﾗｲﾄﾞ

・

・

・

備　　考撮影枚数分　類

※ カラー

・　造園工事作業

・　加熱ペイントマシンマーカー工事作業

・　溶融ペイントハンドマーカー工事作業

・　建築配管作業

・　ボード仕上げ工事作業    ・　壁装作業 

・　プラスチック系床仕上げ工事作業　・　カーペット系床仕上作業

・　建築塗装作業

・　ガラス工事作業

・　金属製カーテンウォール工事作業    ・　ビル用サッシ施工作業 

・　自動ドア施工作業(防熱扉）

・　ビル用サッシ工事作業    ・　ガラス工事作業 

・　左官作業

・　鋼製下地工事作業    ・　内外装板金作業

・　大工工事作業

・　タイル張り作業

・　石張り作業

・　シーリング防水工事作業

・　改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業

・　塩化ビニル系シート防水工事作業　・　セメント系防水工事作業

・　合成ゴム系シート防水工事作業

・　アクリルゴム系塗膜防水工事作業

・　アスファルト防水工事作業　・　ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

・　ＡＬＣパネル工事作業

・　コンクリートブロック工事作業

・　構造物鉄工事作業    ・　とび作業 

・　型枠施工    ・　コンクリート圧送工事作業 

・　鉄筋組立作業

・　とび作業

植栽工事

排水工事

舗装工事

技能検定作業

カーテンウォール工事

石工事

木工事

左官工事

金属工事

タイル工事

屋根及びとい工事

建具工事

塗装工事

内装工事

１．設備工事のＲＣ造部の貫通孔、開口部の型枠（スリーブを除く）およびこれらに要する補強筋は

　　本工事に含む。

章

仮設工事

鉄筋工事

コンクリート工事

鉄骨工事

コンクリートブロック、

ＡＬＣパネル、

押出成形セメント板工事

防水工事

遭埼行者礁照射灯設計

㎡

石川県珠洲市三崎町寺家ケ部（遭埼）　地内

月

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和4年版）

・ 敷地調査共通仕様書 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和4年改定版）

・ 構内舗装・排水設計基準 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成31年版）

・ 公共建築改修工事標準仕様書 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和7年版）

※ 原図版(A2)設計図を製本し、監督員に提出する。　　　　※ ３部

６．その他の費用。　

施主： 設計監理：  人  人

595.49

延 床 面 積 建 築 面 積

工事用道路は良好なる維持監理を行い、使用後は施工者に於て速やかに原形に復旧すること。

９ 騒音振動の防止

23 工事監理用図面

　　公共建築工事標準仕様書（令和７年版）による。

11 見本の提出

　 濃度測定

12 化学物質の

　　　　　　　　　　　　・ ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ　　 ・ ｽﾁﾚﾝ　　・ ﾊﾟﾗｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ

２．測定対象化学物質　　※ ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ　　・ ﾄﾙｴﾝ　　・ ｷｼﾚﾝ

３．測定方法　　　　　　※ パッシブ型採取機器　　・ 

１．測定　　　※ 実施する　　　・ 実施しない　　

　　・ 金属製品　　・ 合成樹脂製品　　・木製建具　　・ 塗装　　・ 屋根材料

　　ただし、掲示が困難な材料等はｶﾀﾛｸﾞ、その他に代える事ができる。

　　現場事務所等に掲示する。

２．監督員が承諾した材料は、証明となる資料と使用個所を付し、工事完成まで

　　・ その他監督員の指示するもの

１．請負契約約款に定める見本は次のものとする。

　　・ 家具及び家具の金物 　・ 畳　 ・ 内外装材料　 ・ その他指示するもの

４．測定対象室（測定箇所数）　

５．測定は下記の時期に行うものとし、監督職員と協議の上決定する。

 　　2） 別途工事又は家具の設置等が行われる前。

　　 1） ほぼ引渡し後の室内空気環境と同程度になった時期。

　　 3） 換気併用の空調設備がある場合は、設備の試運転が終了していること。

　　・ 防水層

　　・ 鉄骨原寸、仮組、溶接試験　　・ 鉄骨建方、ボルト締付け　・ 鉄骨の工場検査

工事記録写真

撮影要領参照

※ 1 部

※ 2 部

※ 1 部

※ 1 部

※ 　部

※ 1 部

※ ｱﾙﾐﾌﾚ-ﾑ入れ ・ 航空撮影

中は現場事務所に１部を保管

Ａ４版に整理の上、工事期間

アルバム(黒表紙文字入れ)

（原版の大きさ60×90）

提出する。

し、工事完成時にＣＤと共に

・ Ａ３に縮小した設計図を製本し、監督員に提出する。　　※ ２部 　 部

　 部

灯塔の新設

新設灯塔 鉄骨造 電気設備工事53.03 13.39

・　内外装板金作業    ・　スレート工事作業

を遵守して災害の防止に努めること。

建設工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編）及び建設副産物適正処理推進要綱10 公衆災害防止等

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

６．完成期日　　令和 年９ ３ ２２ 日

２．設備機器の位置、取り合い及び施工区分は下表によるものとし、施工に支障を来たさないよう施工

　　図を提出して、監督員の承諾を受けること。

11 避雷設備 図番E-004、005に示す避雷設備、接地極を設けること。その際、接地抵抗値を

測定し、その数値について監督職員と協議すること。

構造特記仕様書による。

構造特記仕様書による。

構造特記仕様書による。

構造特記仕様書による。

2026.09
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建築特記仕様書（２）遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

緊急

却水槽
発冷
自家

湧水槽
排水槽

駐車場

水槽
蓄熱槽

補給

水槽排水槽水槽排水槽
雨水槽

消火
中水槽

雑排
汚水槽

厨房

（範囲：樋、屋根外壁取合部、サッシ）      ・　行わない

・　行わない・行う　屋上ピンホール試験

・1次シールおよび2次シール（内部側）施工完了時点

・1次シール（外部側）施工完了時点

シーリング部位の試験実施時期　シール施工完了時点、ただしダブルシール方式の場合は

試験実施数　（　　全域　　）

試験対象部位（トップライト　屋上点検口　　屋根コーナー部　　外壁貫通処理部）

確認する。

散水試験は以下の内容を実施し防水端、建具およびトップライト取合い部などの止水性能を

保証期間は完成引き渡し日より次による
３者連名の保証書を監理者に提出する。

リングの保証

防水、シー9 防水の保証

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

ジッパーガスケット

ストラクチュラルグレージング

成分型ポリサルファイド系2

成分型変成シリコーン系1

成分型変成シリコーン系2

成分型シリコーン系2シーリング

（シーリング以外）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

・（　　　　　　）

合成樹脂塗膜防水

モルタル防水

浸透性塗膜防水

高分子ルーフィング防水その他

改質アスファルト防水

室内防水

露出屋根防水

歩行用屋根防水アスファルト

防水種別

。

　防水工事は専門工事業者による責任施工とし、施工者・専門工事業者・メーカーの

10 外壁などの

防水処理

型わく緊張材には、止水セパレーターを使用する。

コーン部は下記のイ・ロの順序で処理する。

イ.不良部分を取り除き、目地部に高分子系セメント防水剤を塗布する。

ロ.樹脂エマルジョンやゴムラテックスを混入したポリマーセメントモルタルで外壁面

まで埋める。

ハ．幅100ｍｍ以上の範囲に高分子系セメント防水剤を塗布する。

防水のない外部床と外壁の打継部は、ポリマーセメント系塗膜防水で入念に塗り付ける。

金物の切断孔開けに伴い地金が露出した場合は、ローバルにて膜厚を確保し補修すること。

提出し監理者の承認を得る事。

やむを得ず欠き込み等をおこなう場合は、欠損部を考慮した強度を確認の上、施工計画書を

　　　（耐火構造を含む）　　

柱部などのメンテナンス不可能な部分の、内側目地は環状ガスケットとする。

パネル相互の目地は、２重シールとする。

外部に面するパネルの下地取付金物の仕上げは、溶解亜鉛メッキC種以上とする。

　　　　　　・無し耐火性能　　・有り（　　　　　）

F=フラットパネル　D=デザインパネル　T=タイル張りパネル　R=ロックウール充填 

使用する金物の防錆処理は全て溶融亜鉛メッキとする。

工法は、金物無溶接工法とする。

t60

設備基礎天端

断熱工法の断熱材　　厚さ（mm）　・ 100

（範囲：水槽類　　　　　　　　　　　　　）・　行わない

SR-2w15×D10,　MS-2w18×D10,　PS-2・PU-2w20×D12

下表以外は、標仕表9.7.1による。

記載のない事項は、製造所の仕様による他、日本建築学会　JASS8　防水工事　最新版に

施工箇所（雨水貯留槽、EVピット、消火水槽）

・ASＩ－Ｔ1　・ASＩ－Ｊ1

・AS－J2　・AS－T3　・AS－T4

・AS－T1　・AS－T2　・AS－J1シート防水

改質アスファルト

点検口は2箇所／

・型枠状ブロック-20

・空洞ブロック-16

・型枠形状ブロック-20

・空洞ブロック-16

2（N/m　）

厚さ

（mm）

トブロック造

補強コンクリー

　石裏面処理　　　　　　 ・行う（小口共）　　

                                             種類及び面積（床、壁とも２m2程度）

部位（　　　　　　　）

・ 不要・ 要

・ 不要・ 要

製品検査

試験張り

・ ステンレス製化粧ボルトその他8

一般目地、伸縮調整目地　　　・標仕による　　　・図示目地7

階段部については踊場を含め透水管を設置する。

化学現象が現れるおそれのある場合には、白華防止用混和剤を使用する。

裏込めモルタル、目地モルタル、あるいは正面からの透水により、白華現象または他の白華などの防止6

　石裏の補強用モルタル　　・行う

　石材の厚さ　　　　　　　・図示

笠木、甲板等

　裏打ち処理　　　　　　　・行う

　石裏面処理　　　　　　　・行う（小口共）

　石材の厚さ　　　　　　　・図示

アーチ、上げ裏等

石張り

特殊部位の5

屋内のワックス掛け　　　　　　　　　・行う

石張り ※外部および水廻りの裏面処理は行う。

床石張りの裏面処理（小口も含む）　　・行う4 床及び階段の

　内壁で湿式工法を用いる場合は、外壁湿式工法にならう。

　裏込めモルタル　・行う（最下部石裏に高さ200ｍｍ程度まで充填する。）

　裏打ち処理　　　・行う

あと施工アンカーの材質及び形状　・図示

アンカーの材質及び形状　・図示

　・乾式工法（・スライド方式　・ロッキング方式）

　・内壁空積工法（※あと施工アンカー横筋流し工法　・あと施工アンカー工法）

内壁石張り

　工法

　ドレンパイプ　　・ステンレスSUS304

　裏込めモルタル　・行う（最下部石裏に高さ200ｍｍ程度まで充填する。）

　裏打ち処理　　　・行う

　石裏面処理　　　・行う（・小口共）

あと施工アンカーの材質及び形状　　・図示

アンカーの材質及び形状　　　　　　・図示

　・乾式工法（・スライド方式　・ロッキング方式）

　工法

外壁石張り壁の石張り工法3

形状・寸法　　・図示

表面仕上げ　　・本磨き

種石の種類　　・大理石テラゾ張り2

サイズ（mm）厚さ（mm）
石
　
工
　
事

10
施工箇所 種　類 産地・名称 仕上げの種類

天然石張り 石の種類・表面仕上げ1

12 防水の下地

　　　大関科学(パラッテクスEP-NSG-D)

　　　ダイフレックス(ポリテックD-1E工法)

　　　大日化成(D-1工法)

(注)D1種エポキシ樹脂２プライ積層

t>2.40

t>0.20

t>0.70

t>2.00

t>0.45

t>1.30

t>3.00

t>0.60

ノンスチレン型ビニルエステル

自閉性樹脂防水変性エチレン

ノンスチレン型ビニルエステル

（　　　　　　　　　）

専門業者による蓄熱断熱仕様

天井　コンクリート打放し

コンクリート打放し

床・壁　モルタル防水

酢ビ系樹脂モルタル

エポキシ樹脂

塗布２回以上

一
般
防
食
仕
様

種
C

１プライ積層

エポキシ樹脂+補強材

塗布１回以上

ポリウレア樹脂

樹脂塗布２回以上

塗
布
型
ラ
イ
ニ
ン
グ
工
法

２プライ積層(注)

ポリウレア樹脂

エポキシ樹脂+補強材

樹脂塗布3回以上

塗布１回以上種
D1

・

・・

・

・・・

・

・・・・

8 水張り試験等 水張り試験 ・行う　

・行う　散水試験

種別S-F1、SI-F1の場合のPCコンクリート部材の入隅部の増張りは図示による。

目地処理（接着工法）は図示による。

低煙・低臭アスファルト流し張り
改質アスファルトルーフィングシート（JISA6013露出複層用Ｒ種Ⅱ類）

アスファルトプライマー塗り

（JISA6013非露出複合用Ｒ種Ⅱ類）　

ED-1

2kg／m
使用量

1.03

0.3

-

仕上塗料塗り4

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート2

0.2

材料・工法

1

工程

種別

屋根露出防水絶縁工法

※EB-1は、EBI-1の工程6.断熱材を抜いた工法とする。

4.保護コンクリートには、溶接金網を敷き込む。

屋根保護防水絶縁断熱工法

2.立ち上り部は、断熱材及び絶縁シートを省略する。

3.立ち上り部における保護コンクリートの適用及び工法は、図示による。

ポリスチレンフォーム（JISA9511　押出法ポリスチレンフォーム保温板3種b）

断熱材

（ 　アスファルトルーフィング1500）　JISA6005アスファルトルーフィング1500

改質アスファルトルーフィングシート（JISA6013　非露出複層用Ｒ種Ⅱ類）

ルーフィング

1.使用材の材質

（注）下記は、EB-1、EBI-1に適用

冷熱併用工法

　　　　　　　　　　・ 図示

屋上排水溝　　・有り　　・無し

屋内防水密着工法（ E-1 , E-2 ）で保護層を設ける場合は図示による。

・乾式保護材以外（・コンクリート押え　・モルタル押え（屋内））

立上り部の保護

15mm・乾式保護材　　　・押出成形セメント板（厚さ　

絶縁シートの材料　　・ 標仕9.2.2（ｊ）

じまい位置

屋根露出防水絶縁断熱工法の場合のルーフドレイン回り及び立上り部周辺の断熱材の張り

　　　　　　材質　・JIS A 9521  押出法ポリスチレンフォーム3b種（スキン層つき）

・ E-1   ・ E-2

・ DI-1  ・ DI-2

・ D-1   ・ D-2   ・ D-3  ・ D-4

・ A-1   ・ A-2   ・ A-3

・ B-1   ・ B-2   ・ B-3

・ BI-1  ・ BI-2  ・ BI-3

・ AI-1  ・ AI-2  ・ AI-3

９
　
防
　
水
　
工
　
事

サーバー室
・1180 

・2500 

・2350 

・980 

・1180 

・3530 

・2500 

・100 

・100 

・100 

・100 ・有（1）時間 

・有（1）時間 

種E種 　D種 　C・

種B種 　A・

種E種 　D種 　C・・意匠

・平

種F・

種F・

種B種 　A・

構法の種別

・平

・意匠

・平

表面加工

・

・

・125

・

・無

・有（　）時間

・無

・有（　）時間

・無

・床パネル

・屋根パネル

・間仕切壁パネル

種類

・無

耐火性能
単位荷重

・外壁パネル

各部の配筋　　　・図示　　　

８
　
コ
ン
ク
リー

ト
ブ
ロ
ッ
ク
・
Ａ
Ｌ
Ｃ
パ
ネ
ル
・
押
出
成
形
セ
メ
ン
ト
板
工
事

(mm)

・無　・有

・無　・有

・無　・有

・

高さ長さ

備考適用箇所化粧の有無

モデュール呼び寸法
正味厚さ

(mm)

断面形状及び圧縮強さ

による区分

ブロックの種類1

各部の配筋　　　・図示　　　

(表8.3.1)

2

以外の(mm)

・無　・有

・無　・有

・

高さ長さ

備考

適用箇所

化粧の有無

モデュール呼び寸法
正味厚さ

(mm)

断面形状及び圧縮強さ

による区分

ブロックの種類

及び塀

コンクリート

ブロック帳壁

・無　・有

特記なき限り、ＡＬＣ板取付金物及び建具開口補強は、ＡＬＣ工事に含む。

層間変位　　（１/100） 

外部に面するパネルの下地取付金物の仕上げは、溶融亜鉛メッキC種以上とする。 

伸縮目地への耐火目地材の充填　　・適用する　　　　・（　　　　　　　）

　　・20　　　　　　・（　　　10　　　） 

目地巾（mm）

外壁パネルの出隅および入隅のパネル接合ならびにパネルと他部材との取り合い部の

（ECP） 

種B・

種C・
スパンとする

・地下二重壁部

・外壁パネル

・間仕切りパネル

種A・

種B・

種B・

種C・

種　類 表面形状 工法種別）mm ）mm

３

３

３

３

３

３

３

３

3 ALCパネル 

露出柱・間柱・梁・ブレース（図示）

隠蔽柱・間柱・梁（図示）

所要性能及び適用構造部位種　　別

a ・耐火材吹付け ・乾式吹付けロックウール

・半乾式吹付けロックウール

・湿式ロックウール

・

・ラス張りモルタル塗り

・耐火材巻き付け

・耐火板張り

d

c

b

h ）耐火時間（

人がメンテナンスで入るDS、EPSおよびEVシャフトはセメントスラリーを吹付けて、 

飛散しない様にする。

１時間

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

図示

分30

１時間

１時間

１時間

１時間

１時間

分30

種別階数

-

--

-

-

-

-

-

-

-

-

上記以外

延焼部分
非耐力壁

耐力壁

-

-

-

-

外壁

間仕切り

適用箇所

屋根

床

梁

柱

壁

・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・建築基準法施工令第107条の規定による要求性能を有するもの。 

耐火被覆の仕様1 耐火被覆

７
　
鉄
　
骨
　
工
　
事

11 内装仕様（床、壁、天井共）

2

5

7

6

PS-2仕上取合部

MS-2金属取合部

MS-2建具取合部

・屋内防水　　　　

よる。

防水
ケイ酸質系塗布 C-UP　 　C-UI・防水の種別

・適用する　・適用しない

重シーリングとする。2

シーリング

施工箇所 シーリング材の種類（記号）

試験
・

材料

簡易接着性試験　接着性試験

　する。外壁貫通部（とい・配管など）は、つば付きスリーブ打込みとし、外部側周囲は

　防火戸などの耐火・防火認定仕様に用いるシーリング材は当該認定条件に基づく材質と

図示　目地寸法

２成分形ポリウレタン系シーリング材はノンブリードタイプとする。

塗膜防水

・地下外壁防水　　

　・カラー

　・シルバー

仕上げ塗料塗り

の脱気装置1－X

備　考施工箇所種　別

・X－1

・Y－1

・Y－2

・X－2

保護層（モルタル）

箇所）1当たりm   ・設ける　材質（　　　　　　）　　設置数量（　　　　

4

3

F1－SI・

M1－SI・

F2－SI・

M2－SI・

コンクリート部材下地PC

・

厚　さ （　　　　　）

施工箇所

合成高分子系

ルーフィング

シート防水

仕上げ塗料塗り 使用分類施工箇所

・カラー

・シルバー ・非歩行

・軽歩行

種　別

F1－S・

M1－S・

F2－S・

種　別 ）mm厚さ（

M2－S・

M3－S・

・1.2　

・1.5　

・2.0　

・1.5　

・1.2　

ＡＬＣパネル下地には機械的固定工法は使用しない。

2kg／m
使用量

Ⅱ非露出複層用Ｒ種　類）JISA6013（

Ⅱ 1.0
低煙・低臭アスファルト流し張り

露出複層用Ｒ種　類）JISA6013改質アスファルトルーフィングシート（5

0.3仕上塗料塗り6

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

低煙・低臭アスファルト流し張り

1.2
号に規定する密度に適合するもの）2号または1種2

種の硬質ウレタンフォーム保温板B種あるいは9511AＡJIS断熱材（3

-

1.0

4

低煙・低臭アスファルト流し張り
1500アスファルトルーフィング　2

0.2

-1DIE

材料・工法

アスファルトプライマー塗り1

工程

種別

屋根露出防水絶縁断熱工法

２

1

床型枠用鋼製デッキプレートを

使用したコンクリートスラブ

床型枠用鋼製デッキプレートを

　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、ノンフロンのもの。

屋内防水

屋根保護防水

屋根露出防水

使用したコンクリートスラブ

種　別

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

-保護コンクリート8

-絶縁用シート7

-断熱材6

1.0低煙・低臭アスファルト塗り5

1.0

1.0

低煙・低臭アスファルト塗り4

低煙・低臭アスファルト流し張り
改質アスファルトルーフィングシート3

-粘着層付改質アスファルトルーフィングシート2

0.2

EBI-1

材料・工法 2kg／m
使用量

アスファルトプライマー塗り1

工程

種別

駐車場、外構床　図示

屋上部　図示

・

 EB-1・

 EBI-1・

施工場所種　別

エコ対応

施工箇所種　類

）

特記仕様書（構造関係）による。

　・外壁湿式工法（・流し筋工法　・　　　　　　　　　　　　　　　　　）

アスファルト防水

アスファルト防水

・アーキヤマデ　リベットルーフアンカー固定工法　同等品

ﾘﾍﾞｯﾄﾙｰﾌ 厚さ1.5mm　施工箇所　仕上表・屋根伏図参照

押出成形セメント板

保証期間

・ 10年

・ 10年

・ 10年

・ 10年

・ 5年

・ 5年

・ 5年

・ 7年

・ 10年（強度保証を含む）

・ 10年（強度保証を含む）

・ 10年

・ 10年

・ 10年

・ 3年

水槽内部仕上げ

下団仕様による種別

水工法
断熱防

日本下水道事業団の腐食環境条件による分類

Ｄ１種　年間平均Ｈ2Ｓガス濃度が50ppm以上で、硫酸によるコンクリート腐食が極度に

見られる腐食環境

Ｃ種　　年間平均Ｈ2Ｓガス濃度が10～50ppmで、硫酸によるコンクリート腐食が極度に

見られる腐食環境

下地の乾燥状態は建築工事監理指針（令和元年版）9.2.4（1）により、乾燥状態の判断は

監理者の指示による。

直接土に接する面の型わく緊張材にはコーンを使用し、防水処理を施す。ただし、フーチング

の類、地下室のない地中ばり部分は除く。

土に接する外壁、地下室の耐圧版その他で、全面に防水層を施工しない場合は、次の処理を

行う。

幅（厚さ（

600、405

A-002

・D　 　D－R

・F　 　F－R

・

・

・

・

・

・

・

T

F

D

T

F

D

T

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

T

F

D

T

F

D

T

－

－

－

－

－

－

－

R

R

R

R

R

R

R

目地及び隙間の処理　　　　・パネル製作の仕様による           ・（　　　　　　　　　）

パネルの欠き込み等は原則不可とする。

・引張接着性試験 ・行わない

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09



軽量鉄骨壁下地

・研磨なし　・　

遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

施ゆう 無ゆう

吸水率 耐凍害性うわぐすり 役物 色

ｱﾙﾐﾊﾆｶﾑﾊﾟﾈﾙ

とい受け金物　　　・SUS（施工箇所：図示）　　・標仕b13.5.2.）による

100x100

笠木、パネルなどの天端接合部は2重シールとし、排水機能を備えたものとする。

スタッド高さが５ｍを超える場合　　　・C-100x50x20x2.3@303

・　ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰｼｮﾝ(VI)

 13.4.2野地板、瓦桟木、棟補強用心材の材料　　　　・図示　　・標仕

GL+1200まで養生管φ101.6x5.775VU

・HL程度　・鏡面程度　　・バイブロ

　屋外の野縁の間隔は300mm以内とし、耐風圧性能を確保できること。

BB-2種

BB-1種

AC-2種

AC-1種

AB-2種

AB-1種

4 とい

棟の工法　　　　・7寸丸伏せ棟　　・のし積み棟

・SGL t=0.8

・アルミ亜鉛合金メッキ鋼板55%(生地)t=0.6・t=0.8

13 その他 外部鉄部は溶融亜鉛めっきの上塗装を行う。　　・図示　　　・行わない

外部のボルト、ナット　　・溶融亜鉛メッキ　　・ステンレス製

外部のボルト、ナットにはキャップをかぶせる。

海岸近接敷地の場合、SUSには保護用ワックス塗とする。

取付のためのあと施工アンカーの引抜き耐力の確認試験　　・行う　・行わない

・亜鉛めっき処理（亜鉛の付着量：　　　　）
錆止め塗料1回塗り（15μｍ以上）

以上2・表面処理亜鉛めっき鋼板片面90ｇ／m

　クリヤー塗装（20μｍ以上）

・塗装（耐アルカリ性塗料20μｍ以上）

・Ｂ-1種

・塗装（耐アルカリ性塗料20μｍ以上）

・Ｂ-1種

・錆止め塗料2回塗り（30μｍ以上）

2　　　表面処理亜鉛めっき鋼板片面90ｇ／ｍ以上

・塗装（20μｍ以上）

12

　　　　・Ｃ種
　　　　・Ｆ種

（
（
ステンレス

ニウム
アルミ

（
（ ニウム側

アルミ

材料ニウム ニウム側

ニウム側

ニウム

銅 鋼鉄
鋼鉄側

+

銅　側

銅
銅　側 　無処理

ステンレス側　無処理

ステンレス

ステンレス側　無処理

アルカリ性アルミ アルミ

鋼鉄側

鋼鉄

　　　Ｃ種
　　　Ｆ種
・亜鉛めっき処理（亜鉛の付着量：　　　　　　）

アルミ

アルミ

接触腐食防止処理は下表による。

それぞれの側の接触腐食防止処理接触材料

接触腐食の防止

11

・特注品（図示）

・既製品（　　　　　　　　　　同等品）D1200

亜鉛めっき外部　・C種　・内部　・E種　

（・SUS304　・SUS316）

（・ ）

亜鉛めっき　内外部　・C種

（・SUS304　・SUS316）

・B－2種（　　）

・B－1種

表面処理寸法（mm） 厚さ（mm）

（μm）（μm）（JIS表示）

といの防露　・標仕表13.5.3、標仕表13.5.4による　　　

　オーバーフロー塩ビパイプ65φ
0.6ｔ

H300×W450

φ

耐酸被覆鋼板

・図示

・図示

・図示

飾り桝

軒

縦

形状・寸法 施工箇所 特記材種

野地板、桟木の留付け工法　　　　　　　　　・図示

雪止め瓦　　　　・適用する　　　・適用しない

役物瓦　　　　　・適用する　　　・適用しない

屋根葺工法　　　・図示

40・ ・かんむり瓦・そで瓦・半瓦　Ｆ形

・かんむり瓦・そで瓦・半瓦49B・49A・　Ｓ形

・かんむり瓦・のし瓦・そで瓦・軒瓦・53A・Ｊ形

寸法による区分 役物瓦の種類 産地瓦の種類施工箇所

重ね形折板の変形防止材・ステンレス鋼製　　・鋼板（上塗り材　　　　　　　）

屋根葺工法　　　・図示

3・有り（種別：グラスウール10kg/ｍ　厚さ：100mm）　・無し

形状（mm）

・設置する（図示）雪止め　　

・重ね形　　・はぜ締め形　　・かん合形

・有り　　・無し軒先面戸板

（規格等）

断　熱　材

材　　　料

形　　　式

耐火性能 分耐火　　・無し30・

2 折板葺

雪止め　　・設置する（図示）

　　　　　　　　　　　（・一般タイプ　　・複層基材タイプ　　・粘着層付タイプ）

　　　　　　　　・改質アスファルトルーフィング下葺材

　下葺工法　　　・アスファルトルーフィング９４０　・（　　　　）

屋根葺工法　　　・図示

・立はぜ葺

・平葺

・心木なし瓦棒葺

・0.4

（製品名　）

板厚（mm）

　鋼板及び鋼帯（CGLCCR－20－AZ150）

　塗装溶融55％アルミニウム－亜鉛合金めっき

・JIS G 3322・横葺

屋根葺形式 長尺金属板の種類13 長尺金属板葺1

ＷＣ

200x200ボーチ

タ
　
イ
　
ル
　
工
　
事

11 1 陶磁器質タイル タイルの種類

200x200風除室

よる
区分

用途に

寸法

形状

（mm）
箇所

施工

ありなしⅡ Ⅲ あり 特注標準なし
備考

Ⅰ

役物：標準的な曲がり（小口、標準、二丁、屏風）の役物は一体成形とする。

タイルの見本焼き  ・行う（　　　　　　　　　）　・行わない 

見本の作製方法（　　　　　　　　　　）

　　　試験張り　　・行う（　　　　　　　　　）　・行わない

　　　製品検査　　・行う（　　　　　　　　　）　・行わない　　　　　　　　　

2 張り付け用材料

曲げ強さ長さ変化率単位容積質量 接着強さ（N/mm   ）

0.60以上 0.40以上 0.20以下 4.0以上

2

2

既製調合モルタル

保水率

（％） 標準時 温冷繰返し後 （％） ）N/mm   （ｌ） kg/（

以上70.0 程度1.80

有機質接着剤のホルムアルデヒド放散量　　・規制対象外　　・第三種

3 壁タイル張り

の工法

内装タイル　　・内装壁タイル接着剤張り　　・改良積上げ張り

内装タイルの入隅部にシールを用いる場合は弾性シールとする。

外装タイル　　・密着張り　・改良積上げ張り　・改良圧着張り　・乾式工法（仕様は図示）

　　　　　　　・外装壁タイル接着剤張り

内装タイル以外のユニットタイル　・マスク張り　・モザイクタイル張り

　　　　　　　　　　　　　　　　・外装壁タイル接着剤張り

　躯体表面の処理　・行わない　　・行う（施工範囲　・図示　・　　　　）

　躯体表面の処理方法　・MCR工法　・目荒し工法

　下地モルタル塗り　・標仕15.2.2～15.2.5

　タイルの試験張り　・行わない　　

　　　　　　　　　　・行う（・外壁タイル　・　　　　）

　ＡＬＣパネル及びＥＣＰを下地とする場合はタイル及び下地の製造所の仕様による。

4 陶磁器質タイル

型枠先付け工法 ・標仕6.8.3［材料］（b）（2）又は

・桟木法

・目地桝法

適用タイル タイル型枠先付け面のせき板

・小口タイル

・二丁掛タイル

大型タイル

　金属製タイル先付け用パネル

・

種　別

・タイルシート法

5 目地 一般目地、伸縮調整目地　　　　　　・標仕による　　　・図示

6 その他 受注者の責任により適切な工法を用いてタイル貼りの品質を確保すること。

タイル貼りの品質を確保するために施工要領書を作成し、施工指針を確認し、責任体系を

定めて施工管理を徹底すること。

金
　
属
　
工
　
事

　　　　　体積比割合が10％以上であること。。

　防腐処理　・行う（・標仕　12.2.8（Ｃ）による　　・図示　　　　　　）

屋
　
根
　
及
　
び
　
と
　
い
　
工
　
事

表18.3.1による
錆止め塗料は18.3.2

鉄線の３種を標準とする

使用線材は全てJISG3532

呼称肉厚（mm）

以上

以上

以上

・発砲ポリスチレンシート（厚さ　・5ｍｍ　・　　ｍｍ）

タラップ

手すり及び

笠木

アルミニウム製

・グラスウール（厚さ　・10ｍｍ　・　ｍｍ）（密度　・３２kg/ｍ　・　　kg/ｍ　）33
・グライト（厚さ　・3ｍｍ　　・5ｍｍ）

野縁等の種類　　　屋外（・ 25形　・ 　）　屋内（・ 19形　・　　　）

鋼製ボルト類等

特記なき板厚６ｍｍ以上の外部鉄部、外部金属下地

亜鉛めっき

鉄鋼の

表面処理
ウム合金の
及びアルミニ
アルミニウム

表面仕上げ
ステンレスの

見え掛かり全て

SUS304金網張り12.0メッシュ　　線径0.7平織程度（　W　　×D　　×H 　　　　）

屋上

寸法
（mm）

（mm）厚さ（mm）

厚さ（mm）

（mm）

寸法
（mm）

化粧薄板の厚さ（mm） 寸法
（mm）

（mm）厚さ（mm）

木
　
工
　
事

12

（

3

2

1

7

6

3

2

1

10

14

笠木・水切・庇
フッ素静電
ウレタン静電
アクリル電着

フッ素静電
ウレタン静電

・

・

－－－化成皮膜の上に塗装種C・

－

－

6

6

AA6着色陽極酸化皮膜・

AA6無着色陽極酸化皮膜・

－5
複合皮膜
着色陽極酸化塗装    B・・

アクリル電着   B・
複合皮膜
無着色陽極酸化塗装・ －5

メインエントランス

・

Ｇ

Ｇ

8

5

4

種D・

　・規制対象外　　　・第三種

による。

）（・

・

防振仕様　　　・有　・無

・鉄

・ステンレス

（製品名）

・アルミダイキャスト

タラップ

・アルミ

（鉄線）による亜鉛めっき

適用

40

16

25

網目

3.2

3.2

0.9

2.6

2.6

線形

・溶接金網（長方形）

・溶接金網（正方形）

・きっ甲金網

・クリンプ金網

・ひし型金網

施工箇所種別
金網類

・図示

　（　　　　）

種　類 表面処理

又は1－A・

種1－B

種2－B・

形100・

形300・

形250・

形350・

隅角部及び突当たり部等の

固定間隔 備　　考

固定方法及び
間隔は品質計
画で定めた

役物は、本体製造所の仕様

種　　類 製　法 材　種

・

・ロール

・押出し

・

伸縮調整継手　　・設けない　　・設ける（施工箇所は図示）

・鉄

（製品名）

手すり

種　　類 材料の種別 表面処理

・ステンレス

7

1.6

1.8

2.0
もの

・図示による。

・防露処理材　施工範囲は図示による。

製品検査　　　　・要（部位　　　　　　　　）・不要

製作金物9

固定金具の固定方法　　　・図示

裏打仕様

屋外の軒天井の補強は、各位置の外壁風圧と同等補強とする。

を超える場合の補強　　　・図示3m天井ふところが

を設ける。

・コンピューター関連室は電気亜鉛メッキにウイスカ対策を行う。

屋外軒天井及びピロティ天井補強　　・あり（図示）

耐震補強　　・あり（図示）

 以上の大空間も天井ふところが1.5ｍ以上の場合と同等の補強を行う。※500m

浴室など、湿気が有る部分の、天井下地材はステンレス製とし、天井裏換気扇（設備工事）

　屋外天井の野縁受、吊りボルト及びインサートは耐風圧性能を確保できること。

　補強方法　・図示
　適用室　　・図示

　計算ルート　　・仕様ルート　　・計算ルート（　　　　）　・大臣認定ルート

号による特定天井　　・あり　　・なし771国交省告示第

Ｄ種：屋外塗装下地　Ｅ種：屋外錆止め程度　Ｆ種：屋外）

種別　（Ａ種：海岸　　　　　Ｂ種：工業地帯　　　　Ｃ種：都市部　

めっきの上に塗装）

電気亜鉛めっき

溶接接合個所、めっき面の補修

溶接接合個所、めっき面の補修

常温亜鉛めっき

常温金属溶射 工法MS・

工法ZRC・

表面処理方法 種　別 施工箇所

種A・

溶融亜鉛めっき 種B・

種C・

種D・

種E・

種F・

（屋外においては

　　　　）色合　（・アンバー　・ブロンズ　・ブラック系　・ステンカラー　・　　　　　

　　　（１種：無着色　　　　　　　　　２種：着色）

Ｃ種：カーテンＢＯＸ内装　　　Ｄ種：内部成形板・屋根材）

種別　（Ａ種：メタルカーテンウォール　Ｂ種：アルミサッシ外装　

施工箇所

－15AA15着色陽極酸化皮膜・

封孔－15AA15・ 無着色陽極酸化皮膜

備　考種別

陽極酸化・複合皮膜の表面処理

図示以外は下記による。

・　

・　エッチング

・　ダル

施工箇所

・　鏡面仕上げ

程度No2B・　

程度HL

種類

塗りかえを行うことが出来ないため、面材への使用はさける。

焼付塗装の表面処理

以上の塗装を行う。m

遮熱タイプはフッ素とする。

ソリッドとする。8Hセラミックは低汚染タイプで表面硬度

低汚染タイプはフッ素とする。

（注意事項）

加算する（メタリックは全品種可）mμ15～10メタリックの場合は

メタリック仕上げは、塗料の目立ち差異により、むらを生じやすく、補修塗料や、容易に

その他の仕様 遮熱タイプメタリック 低汚染タイプ

（パネル）

以上のパネル）4mm（型材または

以上mμ30

以上mμ25

合計膜厚

セラミック樹脂

陽極酸化皮膜 mμ12～6

上塗り（ソリッド）

・セラミック樹脂焼付 下地処理

以上mμ40

以上mμ35

合計膜厚

フッ素樹脂

陽極酸化皮膜 mμ12～6

上塗り（ソリッド）

・フッ素樹脂焼付（中温） 下地処理

以上mμ30

以上mμ25

合計膜厚

フッ素樹脂

陽極酸化皮膜 mμ12～6

上塗り（ソリッド）

・フッ素樹脂焼付（高温） 下地処理

mμ12～6

以上mμ35

以上mμ40

陽極酸化皮膜

ウレタン樹脂

合計膜厚

下地処理

上塗り（ソリッド）

・ウレタン樹脂焼付

（ソリッド）

・アクリル樹脂焼付塗装 mμ12～6

以上mμ25

以上mμ30

陽極酸化皮膜

アクリル樹脂

合計膜厚

下地処理

上塗り

　コンクリート・モルタル・プラスター等アルカリ性材料と接する部分には厚さ

コンクリート接触部

軒天井等外部で雨がかりでない個所に使用する場合無色樹脂塗料

（注意事項）

合金発色グレースーパー硬質アノダイジング

一次電解発色電解研磨処理マット処理その他の仕様

・ステンレスシート防水

備考
（耐火性能等）下地材質仕上種類品名

・アスファルトシングル

・無石綿スレート

・トップライト

形状・寸法

　　・規制対象外　　　・第三種

　ロックウール保温筒及びグラスウール保温筒のホルムアルデヒド放散量

8

・散水・通水試験（　範囲：軒樋、縦樋　全域　）

・ルーフドレンは原則として防塵カゴをかぶせる。

・鋳鉄製のものはエポキシ系樹脂による電着又は紛体塗装とする。

鋳鉄製

鋳鉄製

鋳鉄製

鋳鉄製

呼び

　差し込み式

　ねじ込み式

　ねじ込み式

　差し込み式

　ねじ込み式

・バルコニー用

・バルコニー中継用

・ろく屋根用横型

・ろく屋根用縦型 鋳鉄製

防水仕様材質種類 施工箇所

：溶融亜鉛めっき鋼板ST-G　：硬質ポリ塩化ビニル管　　VP　 　 　 　

：排水用リサイクル硬質ポリ塩化ビニル三層管RS-VU　 　 　 　

：アルミAL：ステンレス　　　　SUS：配管用炭素鋼管　　　　　SGP凡 例 　

掃　除　口　　　　・有り（図示）　　　　　・無し

　防露材のホルムアルデヒド放散量　　・規制対象外　・第三種

粘土瓦葺

・構造用パネル

級4級 　3級 　2級 　1・

等級厚さ
）mm（施工箇所

3・難燃

2・難燃

DC・

DO・DV・

VS・VN・

RS・RN・

P・

M・

U・

・

8・

13・

・

接着剤による
区分曲げ強さ区分表裏面の状態

による区分

15・

厚さ
）mm（

難燃性による施工箇所 区分

）5908AJIS・パーティクルボード（

化粧単板練付造作材出隅部は厚ツキ板を使用すること。

洋式造作材が素地仕上の場合は、原則としてクリアー仕上を行うこと。

防蟻剤）はクロロピリホスを含有しない非有機リン系の薬剤とする。 ･ 　　木材保存剤（防腐

　　表面処理用木材保存剤（防腐・防蟻剤）は監理者の承諾するものとする。

　防腐、防蟻処理の種類、品質

　　　　　または持続可能な森林経営であることを第三者機関が認定した森林からの木材の

合板のホルムアルデヒド放散量　　　・規制対象外　　・第三種

接着剤6 接着剤に含まれる可塑剤は、難揮発性のものとする。

接着剤のホルムアルデヒドの放散量

7 行う箇所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

D、C・

等級接着の程度

・しない

・する

級2・

級1・

類1・

・特類

表面板の
樹種

12.0

防虫処理

・（床）

厚さ
）mm（

間伐材施工箇所 の適用板面の品質

・防炎処理

・難燃処理

・しない

・する

D、C針 葉 樹 　

接着の
程度

等2・等1広 葉 樹

類2・

類1・

類2・

類1・

表面板の
樹種

・しな

・ラワン

5.5

（壁、天井）

その他の
処理防虫処理

床張り用合板等5

・（床）

構造用合板

厚さ
）mm（

間伐材施工箇所 の適用

普通合板

板面の品質

その他8 間伐材等：間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材または小径木、

・

間伐材等
の適用

・適用しない

・適用する

防虫処理

・無し（　　　　　　　）

・有り（加工　　・天然木加工・塗装加工）

厚さ
）mm（

施工箇所

・「単板積層材の日本農林規格」以外の造作用単板積層材

表面の化粧加工

・

間伐材等
の適用

・適用しない

・適用する

防虫処理

・無し（等級：　　　　）

・有り（加工　　・天然木加工・塗装加工）

造作用単板積層材4

厚さ
）mm（

施工箇所

・「単板積層材の日本農林規格」による造作用単板積層材

表面の化粧加工

・

見付け材面の
品質

化粧薄板の

・

間伐材等の
の適用

化粧薄板の
樹種施工箇所 樹種

等同等2・

等同等1・

寸法

・「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり構造用集成材　

・

見付け材面の
品質

化粧薄板の

・

間伐材等の
の適用

化粧薄板の
樹種施工箇所 樹種

等同等2・

等同等1・

・「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材　

・

・

間伐材等の施工箇所 の適用

等同等2等 同 等 　 　1・

見付け材面の品質樹種

・

・

化粧薄板の 見付け材面の
品質

化粧薄板の
樹種

・

間伐材等の施工箇所 の適用芯材の樹種

化粧薄板の
樹種

・

・「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材

・

・

等2等 　1・

・「集成材の日本農林規格」による化粧ばり構造用集成材

寸法 間伐材等の施工箇所 の適用芯材の樹種

・「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材

寸法 間伐材等の施工箇所 の適用

等3等 　2等 　1・

・「集成材の日本農林規格」による造作用集成材

見付け材面の品質樹種

3 造作用集成材

・

・適用しない

・適用する

樹種

・適用しない

・適用する

種B・

種A・

造作材の材面
の品質 防虫処理寸法

）mm（
間伐材等施工箇所 の適用難燃処理

・「製材の日本農林規格」以外の製材

製材

種D・

種C・

種B・

適用箇所表面仕上げの程度

種A・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・「製材の日本農林規格」による製材

・間伐材等（間伐材、林地残材又は小径木）を適用する箇所（　　　　　　　　　　　　　）

等級　　Ｓ：無節　Ａ：上小節　Ｂ：小節

（化粧単板厚等）

木材の含水率　・Ａ種　・Ｂ種

・

・

・

・

・

表面仕上げ

による。12.2.3・樹種　・標仕表

・代用樹種を適用しない箇所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

S

なげし

備考等級
集成材国産材樹種材部分区 輸入材

BA
柱・つか

敷居・かまち

畳寄せ

鴨居・付鴨居・廻縁

床かまち

床柱

下枠

その他
窓枠

落し掛

造作材
洋式

造作材
和式

沓摺

その他口枠
出入

膳板
額縁

巾木

防腐・防蟻処理

の適用
再生材料

・緩衛材による絶縁（合成樹脂パッキンなどの押入）

・陽極酸化被膜（9μｍ以上）+クリヤー塗装（7μｍ以上）

塗装の厚さ
透明合成樹脂

皮膜の厚さ
陽極酸化

等級・種類
皮膜の

Ａ種を除く特記なき板厚3.2ｍｍ以上の外部鉄部、外部金属下地

耐火性能（部位および性能　　　　　）

断熱材料（　　　　　　　　　　　　）

結露防止

5 ルーフドレン
フロアドレン

その他の材料

散水・通水試験

その他

12 μ

Ａ、Ｂ種を除く特記なき板厚1.6ｍｍ以上の外部鉄部、外部金属下地

2

20（

12（

12（ ）

）

）#

#

#

50

50×

×50

100

SUS304）
SUS316）

SUS304
SUS316）

）

A-003 建築特記仕様書（３）

・リブ形

・角波形

・ガルバリウム製

・プレス

取付け用下地　　・標仕14.4.2.～14.4.4による　　　　・図示

・0.5

・指定する特殊錠

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

山高（85）　山ピッチ（500）　板厚・0.6　・0.8

軽量鉄骨天井

下地

2026.09

6 外壁鋼板張り

（外壁準用）
スタッド、ランナーの種類　　　　　　・SSC-100x50x10x2.3@303　　・図示



作図年月

10

・フリーアクセスフロア（パネル工法）範囲

EP-G以外　　・A種

　 種 別 　

建築特記仕様書（４）遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考縮尺工事名 図面名称図番 標識名

・ブラウン系　・ブラック　・ステンカラー　・シルバー

　表面処理　・BA－1種・BA－2種（・ブラウン系・ブラック・ステンカラー・シルバー）

　　　　　　　部位（　CW-1　　　　）

　　　　　　　部位（　　　　　）

シリコーン

（映像調整を行う場合はガラス厚6mm以上とする。）

耐火性能　　　・適用しない　　・適用する（　　1時間、施工箇所：図示）

  以上及び負圧1,500N/m　　　　　・正圧1,500N/m

外部建具

耐風圧性能　　強さによる区分　　　・50　・75　・100　・175

・スライデイングドア(防熱扉）

6 鋼製建具

・廊下・　10ｍｍ

JIS R 5201の試験において 鋼板　・亜鉛めっき鋼板（JIS G 3302又はJIS G 3313）

　・SUS304

引戸装置
自閉式上吊り 材料　　　・ステンレス鋼板（SUS304、SUS430J1L、SUS430）、

　・標仕表16.10.1による。

耐風圧性能（2500N/m2）

N/m2耐風圧性能（　　　　　）

標仕にない仕様は（社）日本建築学会　JASS1８による。

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・A種・B種

・1種・2種

EP-G　　　　・C種

　亜鉛めっき鋼面錆止め塗料　　EP-G以外　　・A種（鋼製建具）　・B種（鋼製建具以外）

EP-G　　　　・B種

・モルタル面・スレート面

C種

B種

A種

A種、C種以外

塗
　
装
　
工
　
事

鋼製の建具及び、2液形ポリウレタンエナメル塗り、常温乾燥形ふっ素樹脂

製品の寸法許容差　・標仕表17.3.1による。

　下記以外は標仕表9.6.1による。　

設計基準強度（Fc） 所要スランプ（cm）

　・下表による。ただし、下表以外は標仕17.3.2による。

　・標仕17.3.2による

・±（1/200）×h以上　

層間変位量（h＝支点間距離）
・±（1/100）×h以上　

　　　　　　　　垂直方向（KV）　・0.5　　
　設計用震度　　水平方向（KH）　・1.0　　

22　　　　　・正圧　　　N/m 以上及び負圧　　　N/m 以上に対して安全であること。　　　

　　　　　　定められた風圧力に対して安全であること。

　性能値　・建築基準法施行令第82条の4及び平成12年建設省告示第1458号に

耐風圧性能

設計図書による規定の他、特記無き事項は（社）日本建築学会JASS 14による。PCカーテン

ウォール

2

・着色塗膜 塗装材料（　　　　　　　　）焼付け方法（　　　）コート（　　　）ベーク

無着色種　　　　　1－B種 　 　1－A・

種2－B種 　 　2－A・

種　　別 色彩等

製品検査　　　・要　　　　・不要

アルミニウムの表面処理

　　　　　　　　　・製造所標準製作規定寸法許容差による。

製品の寸法許容差　・標仕表17.2.1による。

　　　　　　　　　　（形状：　　　　　寸法：

　　　　　　　　　・適用する（種類：　　　　　　　　厚さ（mm）：　　　　　　　）　

断熱材　　　　　　・適用しない　

構造用ガスケット　・適用しない　　　　・適用する

　下記以外は標仕表9.6.1による。

　・小型パネル組み合わせ方式（・ノックダウン方式　　・ユニット方式）

　・スパンドレル方式

　・バックマリオン方式（・単純2辺支持構法　・SSG構法）

・標仕16.2.3のアルミニウム製建具の材料による。

耐温度差性　　・60℃　　・70℃　　・80℃

遮音性　　　　・T-3　　・T-4　　・T-5

製造所、性能の確認方法及び判定方法が確認できる適切な資料を提出し監理者の承認を受ける。

断熱性　　　　・H-2　　・H-3　　・H-4　　・H-5

映像調整　・行わない　・行う（建具表による。）

層間変位量（h＝支点間距離）

・±（1/200）×h以上　

・±（1/100）×h以上　

　　　　　　　　垂直方向（KV）　・0.5　　
　設計用震度　　水平方向（KH）　・1.0　　

かつ絶対量20mm以下

・±（1/150）×h

設計図書による規定の他、特記無き事項は（社）日本建築学会JASS14による。

22

　性能値　・建築基準法施行令第87条及び建設省告示第1454号に定められた風圧力に

19 ガラス

スクリーン

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・・

工法SSG・

・併用工法）

・吊下工法・ガラスバックマリオン工法　（

・ガラスリブ工法

備考（性能等）法工 適用箇所（建具番号）

工法MPG・

工法DPG・

詳細は製造所仕様に基づき監理者の承認を受ける。

フィルム

ガラス用20
適用箇所

（建具番号）

・SC-A／SF-A　・SC-B／SF-A

・SF-A

・SC-A／GS-A,B　・SC-B／GS-A,B

・GS-A,B

・

・

・

・ガラス貫通防止フィルム

備考（性能等）名　　称

・ガラス飛散防止フィルム　　

品質　JIS A 5759による。

21 ガラス安全対策

製品検査

　この製品の保証期間は１０年とする。

・完成後、異物混入などにより自然破損した場合は、無償で交換する。

　立会い、その検査報告書を監理者に提出し確認を受けること。

・海外製品強化ガラス、倍強度ガラスを使用する場合は、受注者はヒートソ-ク処理に

・強化ガラスは全てヒートソ-ク処理を行うこと。

・飛散防止フィルムは熱伸び計算を実施すること。

・強化ガラスを手摺等に用いる場合はフィルムを工場接着貼りとし枠にのみこませる。

・DPG工法、MPG工法は強化ガラスと固定金具間に飛散防止フィルムを挟みこまないこと。

・強化ガラスは原則として飛散防止フィルム貼りとする。

・衝突の恐れのある部分、不特定多数が利用する部分、および住宅などのガラスは（財）

・建具工事以外のガラス工事にも適用する。

　日本建築防災協会策定「安全・安心ガラス設計施工指針」（平成23年）による。または

ポリカーボネート板とする。

22 製品検査 ・要

・不要

カー

テ
ン
ウ
ォー

ル
工
事

17

　・パネル方式

シーリング材及びガラス取付け材料

ガラス

石、タイル

ガラスガラス

金属

施工箇所：・図示　・　　　　　）

耐風圧性能

主成分による区分記　号 耐久性による区分
被着体の組合せ

 以上に対して安全であること。

・

・アルミニウム製

・

カーテンウォール方式

　・方立方式

規格等種　　類

カーテンウォールに使用する金属材料の種類

主要部材のたわみ

・

・各部の破損、残留変形有害な変形

　が起こらないこと。

耐震性能

建物の構造種別 状　　態

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

・

・

・部材の脱落、ガラスの破損及び主要

　部材に有害な歪みが起こらない。

鉄骨造

以下　4m・

を超える4m・

気密性　　　　・A－3　　・A－4　　　

水密性　　　　・W－4　　・W－5　　　

）h支点間距離（ たわみ量 状　　態

1

シーリング材の種別

　　　　　　対して安全であること。

　シーリングは補修程度

ドア

オーバーヘッド

（SUS304、SUS430J1L）

2
　耐風圧性能　　（　　　　　）N/m

　ガイドレール等　・鋼板製　・ステンレス製SUS304（厚さ1.5mm）

（塗装溶融亜鉛JISG3318-5％アルミニウム合金めっき鋼鈑及び鋼帯）

（塗装溶融亜鉛めっき鋼鈑及び鋼帯）又は　スラット　材質　・JISG3312

ブロック積み

ガラス

　　シーリング材の種類は9-6による。

厚さ（mm）呼び寸法（mm）

（社）日本建築学会　JASS 17ガラス工事「3.1納まり寸法標準」によるほか、

　　標仕16.14.3 以外のアルミニウム製建具及び板ガラスの場合は

・シーリング材　・ガスケット（FIX部はシーリング材）

及び溝

ガラス留め材

　　　　　　　・JIS G 3317（溶融亜鉛５％アルミニウム合金めっき鋼板）　　

鋼板　　　　　・JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板）　　

耐震ドアセットの適用及び面内変形追随性の等級は建具表による。

断熱ドアセット、断熱サッシの適用及び断熱性の等級は建具表による。

防音ドアセット、防音サッシの適用及び遮音性の等級は建具表による。

簡易気密型ドアセットの適用は建具表による。

　・アルミニウム製建具による　　　　　・建具表による

外部に面する建具の耐風圧性

5 樹脂製建具

表面色　　・標準色（白）　・特注色（・ブラック　・ブラウン　・シルバー）

断熱ドアセット、断熱サッシの適用及び断熱性の等級は建具表による。

防音ドアセット、防音サッシの適用及び遮音性の等級は建具表による。

種B・

種C・

種A・

4－A 建具表による

種別 耐風圧 水密性 備考

4－S 4－W

5－S
5－W

6－S

）mm枠見込み（気密性

　形　　式　・外部可動式　・固定式　　・折りたたみ式

　網の種別　・ステンレス製（SUS316）　・ガラス繊維入り合成樹脂製　・合成樹脂製　

防虫網

耐震ドアセットの適用及び面内変形追随性の等級は建具表による。

断熱ドアセット、断熱サッシの適用及び断熱性の等級は建具表による。

防音ドアセット、防音サッシの適用及び遮音性の等級は建具表による。

　　　　　　・建具表による。

　　　　　　・AC－2種　　　・BA－2種　（・ブラウン系　・ブラック　・ステンカラー）

　表面処理　・AC－1種　　　・BA－1種　　　

屋内建具

　　　　　　・建具表による。

4－A種B・

種C・

種A・

・ ・ ・

種　別 耐風圧性 水密性 施工箇所

・図示3－A・4－S

4－A

4－W・

5－S

5－W6－S 100・

70・

）mm枠見込み（気密性

3

製建具

アルミニウム 外部に面する建具

・適用あり（図示）防犯建物部品2

・特殊な建具の仮組（建具符号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（建具符号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・建具見本の製作見本の製作等1

建
　
具
　
工
　
事

16

防火材料の指定

　・屋内の壁、天井の仕上げ材は防火材料とする。

　　複層塗材Ｅ仕様にはふっ素系上塗材の適用はしない。

現場試験塗　　　　　　・要　　・不要　　　種類及び面積

接着引張試験　　　　　・要　　・不要　　　種類及び面積

塗料塗り

5 マスチック 種別　・A種　・B種（仕上材塗り：EP-G　・A種　　・B種）

プラスター塗り

せっこう6

吹付け

ロックウール7 ・ホルムアルデヒド放散量（接着剤共）　

・規制対象外　　　・第三種

仕上吹付け厚さ　　・図示

・防水形複層塗材RS

・防水形複層塗材RE

・防水形複層塗材E

・防水形複層塗材CE

・複層塗材RE

・複層塗材E

・複層塗材Si

・可とう形複層塗材CE

・内装薄塗材W

・内装薄塗材Si

・内装薄塗材L

・内装薄塗材C

・外装薄塗材S

・防水形外装薄塗材E

・可とう形外装薄塗材E

・内装薄塗材E

・外装薄塗材E

・可とう形外装薄塗材Si

・外装薄塗材Si

・複層塗材CE

3mにつき7以下

平たんさ（mm）

1mにつき10以下

下表以外は標仕表6.2.5及び標仕15.4.2による。

防水剤の種類　建築用のモルタルに用いるセメント防水剤（JISA1404による試験）

の直均し仕上げ
床コンクリート

材料

モルタル塗り

左
　
官
　
工
　
事

18

15

・外壁用シャッター

・倉庫

4

5

4

3

2

1

17

16

13

12

11

18

15

14

8

7

4

1

　　　・ＳＵＳ４３０Ｊ１Ｌ　・ＳＵＳ４３０（屋内）

1ＪSUS443　・SUS316鋼 板 　

耐震ドアセットの適用及び面内変形追随性の等級は建具表による。

断熱ドアセット、断熱サッシの適用及び断熱性の等級は建具表による。

防音ドアセット、防音サッシの適用及び遮音性の等級は建具表による。

簡易気密型ドアセットの適用は建具表による。鋼製軽量建具

・

塗料塗りの場合も含む

床目地　　　　・図示（工法：・押し目地　・　　　　）　・設けない

・　　ｍｍ

3

せっこう系

セメント系

備　考所箇工施厚さ種　類

既製目地材　　・有　（形状　・図示　・　　　　　　）　・無

吸水調整材

防水剤（防水モルタル塗りの混入剤）

9の試験R5201JIS安全性　膨張性のひび割れおよびそりがないこと。

セメント重量の

混合割合 曲げ及び圧縮強度比 吸水比 透水比

時間以上1始発　

2

％以下5

％以下95

時間以内10終結　

％以上70 ％以下80

施工箇所 備　考

塗料塗りの場合も含む

凝結時間

LE

塗料の種別

屋内：コンクリート面

屋外：鉄製品

屋内：鉄製ダクト内面・

・

・

・

・

（水系）

-

2-XE

AIP

VE

EP-M

EP-G

WP

EP-G

EP-T

EP

UC

CL

OS

NAD

SOP

種別略号塗料の種類 施工箇所

　・鋼板　　・SUS鋼板　　・アルミニウム合金の押出形材　　

召合せ、縦小口包み板等の材質

塗料の種類

塗料の種類

略号

略号

・

・

・

等　級

略号

・・厚付け仕上塗材

建具の加工、組立時の含水率　　　・標仕16.7.1　　　　

ポリウレタン樹脂塗料

アクリルシリコン樹脂塗料

ふっ素樹脂塗料

種　別

コンクリート面及び押出成形セメント板面の耐候性塗料塗りの種別

ポリウレタン樹脂塗料

アクリルシリコン樹脂塗料

ふっ素樹脂塗料

亜鉛めっき鋼面の上塗り塗料の等級

塗料の種類

ポリウレタン樹脂塗料

アクリルシリコン樹脂塗料

ふっ素樹脂塗料

・

・

・

等　級

鉄鋼面の上塗り塗料の等級

塗料種別

　　　　　　アルミニウム製等　防錆性能を有するもの。

　・標仕表16.8.2　

　種類

　・標仕表16.8.1　

　種類

ふすまの縁の仕上げ　

　・塗り縁　　　・生地縁（・素地　・ウレタンクリヤー塗装）

かまち戸の樹種　　かまち（　　　　　　　　　）　　鏡板（　　　　　　　　）　　

断熱材　　　　　　・適用しない

耐火目地材　　　　・適用する　　　　　・図示

）　　：施工箇所　・図示）mm　厚さ（　　　　　　　　　・適用する　（種類：　　　

　危害防止機構　・電池式障害物感知装置（自動閉鎖型）・シャッターの二段降下方式

カーテンウォールの仕上げ　（　　　　　　　　　　　　　　　　）PC

　　　　　　　　　・製造所標準製作規定寸法許容差による。

　塗材

　　化粧目地モルタルの色（　　　　　　　　　　　　　）

材料

　　　　　・製造所標準仕様による。

耐風圧計算書および熱割計算書を監理者へ提出すること。

　　金属製化粧カバーの材質、寸法、形状は図示による。

壁用金属枠及び補強材は図示による。

ガラス

板ガラスをはめ込む溝の大きさ

ステンレス製 ・シーリング材

・シーリング材

　　性能値が確認できる資料を監理者に提出する。

・建具表による。

防火性能

・有り

・無し

表面形状

・長方形

色調

・クリア

ガラス留め材

　防火戸のガラス留め材は建築基準法に基づく防火性能を有するものとする。

材　　　種建具の種類

鋼製及び鋼製軽量

アルミニウム製

・正方形 ・ ・

監理者の承認を受ける。
その他、建具表に記載されている以外の詳細は製造書仕様に基づき
・電動式　・手動式

・建具表による　・ステンレス　・アルミ　
開閉機能

材料・グリルシャッター

基づき監理者の承認を受ける。
その他、建具表に記載されている以外の詳細は製造書仕様に
　・電動式　・手動式

　・建具表による　・ステンレス　・アルミ　
開閉機能

材料・グリルシャッター

重量シャッター

　一般重量シャッターのシャッターケース　　・設ける　・設けない　　

・一般重量シャッター

シャッターの種類

・屋内用防火シャッター

性能等

　　　　　・製造所標準仕様による。

・押ボタンスイッチ　・ペダルスイッチ

・多機能トイレスイッチ

排煙窓開閉装置

マスターキー　・製作する　・製作しない

・凍結防止措置（適用箇所は建具表による）

センサの種類開閉方法

・スイングドア

・マットスイッチ　　・光線（反射）スイッチ

・熱線スイッチ　　　・音波スイッチ　・光電スイッチ

・電波スイッチ　　　・タッチスイッチ　

　　　　・ポリウレタン系

　　　　・ふっ素系

備考

　　　　・アクリルシリコン系

仕上塗材仕上げ

・薄付け仕上塗材

種　　類 呼び名 仕上げの形状等

・凹凸状（・吹付け　・こて塗り）

・着色骨材砂壁状（・吹付け・こて塗り）

・平たん状

・さざ波状

・砂壁状じゅらく

・複層仕上塗材

上塗材

・凹凸模様・ゆず肌状・凸部処理

・溶剤系　溶媒　・水系　

　樹脂　・アクリル系　

　　　　・シリカ系

　外観　・つやあり　・つやなし

　　　　・メタリック

耐候性　・3種　

・吹付用軽量塗材

・こて塗用軽量塗材

・軽量骨材仕上 砂壁状

防水形の増塗材　・適用する　・適用しない

平たん状

・砂壁状

・ゆず肌状（・吹付け　・ローラー塗り）

・京壁状じゅらく

　　吸放湿性　　・適用する　・適用しない

　　耐湿性　　　・適用する　・適用しない

建物内部に使用するユリア樹脂等を用いた塗料のホルムアルデヒド放散量

　・規制対象外　　・第三種

　　　　　　　・寸法（　　　　　）　　・許容差（±　　　）　　

構造ガスケットを用いる場合のアンカー溝　

先付けゴンドラ用ガイドレールは図示による。

コンクリートの種類及び品質

コンクリートの種類

取付け用金物の表面処理（鉄の亜鉛めっき）及び材質

鉄筋　　・SD295A　　

レベル調整ボルト

版打込み取付けボルトPC

取付けボルト

版打込み金物PC

・E種　　

・

・E種　　

・E種　　

・E種　　

・E種　　

種　　・　A・

・

種　　・　A・

種　　・　A・

・ステンレスボルト

種　　・　A・

金物種類及び部位 内　　部 外　　部

上記以外はカーテンウォール製造所の仕様による。

シーリング材料

主成分による区分

シーリング材の種別
施工箇所

記　号 耐久性による区分

カーテンウォール板間目地

耐火材料

施工部位 種　　別 規格等

・パネル目地部

・層間ふさぎ

・取付けブラケット

・ファスナー部

次ファスナー2

耐震性能

・

・

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋コンクリート造

建物の構造種別 状　　態

　ガラス等の破損もない。

　シーリングは補修程度。

材料 屋内の壁、天井仕上げ材は防火材料とする。

亜鉛めっき面の素地ごしらえの種別

建物内部に使用するユリア樹脂等を用いた塗料のホルムアルデヒドの放散量

せっこうボード及びその他のボード面の素地ごしらえの種別

下塗りに変成エポキシ樹脂塗料を塗装する場合

エナメル塗りの場合

種　別 施工部位及び塗料種別

・規制対象外　　・第三種

鉄骨造

製品検査　　　・要　　　　・不要

曲げ加工　・角出し曲げ（補強あり）　・普通曲げ
表面仕上　・建具表による

耐震ドアセットの適用及び面内変形追随性の等級は建具表による。

断熱ドアセット、断熱サッシの適用及び断熱性の等級は建具表による。

防音ドアセット、防音サッシの適用及び遮音性の等級は建具表による。

簡易気密型ドアセットの適用は建具表による。

　・アルミニウム製建具による　　　　　・建具表による

外部に面する建具の耐風圧性

　　　・ビニル被膜鋼板　　・カラー鋼板

網戸

木製建具

ふすまの上張り　　

フラッシュ戸の表面材の合板　　　・標仕16.7.2（b）　　

9

　・新鳥の子又はビニル紙程度（押入等の裏面は除く）　　・鳥の子

建物内部の木製建具に使用する表面材及び接着剤のホルムアルデヒドの放散量

・規制対象外　　・第三種

金物の種類及び見え掛り部の材質は建具表による。建具表に記載のない事項は標仕による。建具金物

軽量シャッター 開閉形式　　　　・手動式　・上部電動式（手動併用）

・ファイバーグラスタイプ

・アルミニウムタイプ

・スチールタイプ

・電動式

・バランス式

・チェーン式

・バーチカル形

・ハイリフト形

・溶融亜鉛めっき鋼板

・ステンレス鋼板

・スタンダード形

・ローヘッド形

セクション材料 開閉方式 収納形式 ガイドレール

　　　　　　形状　・インターロッキング形　　　・オーバーラッピング形

・手動式（　　　　　）　　　・空気式　　　　・その他（　　　　　）

SUSHL・標準色　　・指定色　　

・露出型　　・隠ぺい型

操作ボックス

駆動方式

形式

（サッシュ納まり）

開閉機能　　　　・上部電動式（手動併用）　・上部手動式　

建具番号（　　　　　　　　　　）

・部材が損傷せず、破損脱落もしない。

ラッカーエナメル塗り

（屋内水系塗料塗り）

つや有合成樹脂エマルションペイント塗り

構造用さび止めペイント

アルミニウムペイント塗り

塩化ビニル樹脂エナメル塗り

多彩模様塗料塗り

木材保護塗料塗り

つや有合成樹脂エマルションペイント塗り

合成樹脂エマルションペイント模様塗料塗り

合成樹脂エマルションペイント塗り

クリヤーラッカー塗り

合成樹脂調合ペイント塗り

ウレタン樹脂ワニス塗り

アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り

オイルステイン塗り

・日射調整フィルム／ガラス貫通防止フィルム

・日射調整フィルム／ガラス飛散防止フィルム

・屋内用防火防煙シャッター

セルフレベリング材
塗り

自動ドア開閉装置

ステンレス製建具

A-004

A 種 　B種（施工箇所：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　鉄鋼面錆止め塗料

1級

級2

級3

級1

級2

級3

DP（A）

DP（B）

DP（C）

・A種

・B種

・C種

DP（1）

DP（2）

DP（3）

DP（1）

DP（2）

DP（3）

耐候性塗料塗り
（DP） 施工箇所

施工箇所

施工箇所

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

ウォール
メタルカーテン

素地

ごしらえ

錆止め塗料

塗り

2026.09



建築特記仕様書（５）遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

スプリングチェーン

ウイスカ対策品

ウイスカ対策品

・ ・・ポリエステル・綿 ・

・普通合板（難燃処理）

12.5（不燃）

・

塗布量

ビニル床シートとビニル床タイルの特殊機能

帯電防止

耐動荷重

耐摩耗性試験、層間はく離強度試験（発泡層のあるビニル床シートのみ）

JIS A 1454による、へこみ試験、残留へこみ試験、滑り性試験、

及び耐キャスター性試験等の試験後、異常がないこと。

・

・接着剤に含まれる可塑剤は、難揮発性のものとする。

壁紙施工用でん粉系接着剤、ユリア樹脂等を用いた接着剤のホルムアルデヒドの放散量

　　・規制対象外　　・第三種

接着剤

特殊機能床材

・視覚障害者用床タイル

備　　考床材の種類材　　種

・帯電防止床タイル

・耐動荷重性床シート

・耐薬品床シート

・帯電防止床シート ・・

・・

・・

・・

ビニル床シート

備　　考JIS種　　類

・置敷きビニル床タイル

・コンポジションビニル床タイル

・薄形置敷きビニル床タイル

・複層ビニル床タイル

・単層ビニル床シート

・単層ビニル床

TS

FS

・発泡複層ビニル床シート

・クッションフロア

HS

KS

・発泡層なし

・発泡層あり

・2.5

・

・

ビニル床タイル

備　　考種　　類

KT

TT

FT

FOA

・

・

FOB ・

種　類 仕　様 備　考

・粘着剤付ビニルシート

・人工木材

タイルカーペットの点字鋲は樹脂製の誘導ブロックとすること。

コンクリート用塗下地工法を採用する。

ウレタンフォーム類を室内または排煙チャンバーとしている天井内に露出して使用する場合

は防火コートを施す。
サッシ周りは、モルタル充填を完全に行った上断熱材を枠または額縁まで施し、断熱材の欠

ロックウール保温板及びグラスウール保温板で片面にアルミクラフト紙などの防湿層付きを
用いる場合は、防湿層は高温・高湿側とし、切れ目なく完全に防湿層を形成する。
蓄熱水槽の断熱は、床仕上の結露防止のため連通管にも行う。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・セメント系床仕上材

無機質系塗床

プライマー塗りのうえ主剤

・防滑仕上げ

・平滑仕上げ

備　考塗布量仕上の種類種　　別

・

・500×500

備　考

・エポキシ樹脂塗床材

・弾性ウレタン塗床材

合成樹脂塗床

備　考

備　考

・4　　　

ユリア樹脂等を用いた塗料のホルムアルデヒドの放散量

　　　・規制対象外　　　・第三種

9

・第二種

・第一種

種　類

・5～7　

・4～6　

・全面接着工法

パイル形状

・カット、ループ併用

・カットパイル

・ループパイル

・レベルループパイル

・カット、ループ併用

・カットパイル

パイル形状

8

仕上げの種類種　　別

・薄膜流し展べ仕上げ

・平滑仕上げ　・防滑仕上げ　・つや消し仕上げ

・防滑仕上げ　　

・樹脂モルタル仕上げ（・平滑　・防滑）　　

・厚膜流し展べ仕上げ（・平滑　・防滑）　

　耐電性　・適用する（人体帯電圧　　　　kV以下）・適用しない

・タイルカーペット

・ループパイル

・織じゅうたん

・C種

・グリッパー工法

・

工　　法

・タフテッドカーペット

・無地

色柄等 備　考

・

・柄物（標準品）

種　別 パイル形状

・B種

・A種 ・カットパイル

・ループパイル

・カット、ループパイル併用

カーペット敷き

ロックウール、グラスウール、フェノールフォームを使用した断熱材の

壁紙の種類

防火性能

・不燃・準不燃・難燃

・不燃・準不燃・難燃

・不燃・準不燃・難燃

・不燃・準不燃・難燃

・不燃・準不燃・難燃

・不燃・準不燃・難燃

施工箇所

素地ごしらえ

幅（mm ）

・300

・200

・100

・100

表面仕上げ 性　能材　質 備　考

・硬質塩ビ製

・アルミニウム製

・木目調

・塗装品

・アルマイト処理品

・焼付け塗装品 準不燃品

標準品とする。

とし、製造所の

回り縁は樋付き

市販品

製造所　建設技術評価「建築物の断熱材兼用型枠工法

浴室天井材

品質等

・40以下

・25

・25

断熱抵抗

施工箇所

・

・壁（図示の範囲）

・

・断熱材補修部分

・接地部分

・

・

・一般部

・　

ノンフロンのもの

・　

・プラスチック系

・コンクリート系

（スキン層付）

種　類

・断熱材兼用型枠

・現場発泡断熱材

　フォーム

　ポリスチレン

・押出法

　断熱材

断熱材

壁紙張り

　　・適用する　　　　・適用しない

　　・規制対象外　　　・第三種

合板類、繊維板、及びパーティクルボードのホルムアルデヒドの放散量

軽量鉄骨下地ボード遮音壁の遮音シール材

ノンフロンのもの

　取付け用付属品　　見切り、押え金物　　材質・　　　　　　種類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　形状（　　　　　　　　　　　）

種　　別

・コーティング

仕上の種類

備考

階段手すり

・集成材

種　　別

黒板及び

色　彩種　類

・ほうろう

備　　考

・焼付け

・ホワイト

　ボード

・黒板 ・緑　・黒

・緑　・黒

・白

寸法（mm ）

・ビニル製

衝突防止表示　表示

9 鏡

スラットの材質形　式

・クロススラット

・アルミスラット

・

・アルミニウム合金製・横型

・縦型

電動

・操作棒式

片引 電動引分

・1本操作コード

・2本操作コード

・25

・100

・80

ブラインド

ロールスクリーン

カーテン

・煙突用成形ライニング材

・キャスタブル耐火材　　工法　　　・こて押さえ

　　適用安全使用温度　　・400℃　　・650℃　　

　　適用安全使用温度　　400℃

・ギヤ式　　・コード式

・図示

煙突ライニング

種　類

・・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・

・

・

床目地棒

・図示

　布地およびシート材は防汚加工とし消防法に定める防炎性能を有すること。

　布地およびシート材は防汚加工とし消防法に定める防炎性能を有すること。

　布地は防汚加工品とし消防法に定める防炎性能を有すること。

移動間仕切

遮音性能 表面材 表面仕上げ

・一般タイプ

・

・

・鋼板

・鋼板

3

・遮音タイプ ・焼付け塗装

・壁紙張り

・焼付け塗装

・壁紙張り

・手動式　　　・電動式

・部分電動式

・手動式　　　・電動式

・部分電動式

操作方法

2回塗りとし、総塗布量は
0.25kｇ /m　以上とする2

水性アクリル

主剤２回塗り、総塗布量は
（ローラー刷毛塗り） ｇ 　以上とする /m2

仕上の種類 塗布量種　　別

フローリング張り

・B種　　

・C種　　ポリスチレンフォーム床下地

畳の種別

畳敷き

下地の種類

ポリスチレン

厚さ（mm ）、規格等種　　類

・硬質木毛セメント板

・普通木毛セメント板 ・15　　・20　　・25　　

・15　　・20　　・25　　

NW

HW

せっこうボード

合板類の貼付け　　　　・Ａ種　　　　・Ｂ種

可動間仕切2

空調用吹き出しパネル　・無し

　　　　　　　　　　　・有り（・固定式　　・可変式　：施工箇所は図示）　　　

配線用取り出しパネル

構造形式
パネル部の 表面材種

表面仕上げ 防火性能

・パネル式

・スタッド式

・スタッドパネル式

・

　アクリル樹脂焼付け

・メラミン樹脂又は

・　 ・なし

・あり ・あり

遮音性能

（　　）

・鋼板

・なし・

屋根と壁、壁と床・地盤面など、外断熱と内断熱の重なる部分は、結露防止のため、熱橋

損を防ぐ。

計算を行い監理者に報告すること。この時、内外断熱の重ね巾は最小とする。

　　　ホルムアルデヒドの放散量　　　・規制対象外　　　・第三種

備　考

（ノンフロン　　）

・A種ノンフロンのもの

樹種工　法種　別

・単層フローリング

天然木化粧複合フローリング

板幅

板長さ

（　　）

・CL　　

操作方法

・

材　種 遮光等級

・図示

形　式

・・

・・

・・

開閉操作方法

外枠形　式材種

・アルミニウム製

・

・450×450 ・一般形

・密閉形

天井点検口

内枠

・屋内外用・屋内用

・600×600

形　式

寸法

材種

・アルミニウム製

・ステンレス製

・一般形・450×450

・結露防止形

床点検口

・張物用

・充填用

・屋内外用

・屋内用・600×600

・鋼製

寸法

・鋳鉄製

・密閉形

・ ・張物、充填兼用

天井点検口

表面仕上材

・メラミン化粧板

・ポリエステル樹脂系化粧板 ・支柱

・幅木 ・ステンレス製 ・標準

・R

・アルミニウム製

・ステンレス製・

・表面材と同材

脚　部 ドアエッジ

形状 材　質　材　質形状
表面材の材質

・なし

　　ビニルタイヤ入り ・ ・なし

材　種 端部フラットエンド

階段滑止め

取付け工法

点検口の裏面には、使用用途を明記する。

床点検口

リノリウム床シート
　スクリーンの色見本を監理者に提出すること。

ビニル巾木

ゴム床タイル

厚さ（ｍｍ） 備　　考種　類主　成　分

・天然ゴム

・合成ゴム

4

厚さ（ｍｍ）

ゴム床タイル張り

種類

・リノリウム床シート

5 リノリウム床シート

・2.5

備　　考

水平力

適用地震時
備　考工　　法施工箇所

・パネル工法

表面仕上げ材

・帯電防止床・1.0G ・3,000N

材　種　・アルミニウム製　　・ステンレス製カーテンレール

　　　　・消音型

　　・無し

・可動式

・

・回転降下式

　（巻取り型）

・垂直降下式

鋼板製又はアルミ製

（不燃認定品）

・

・不燃布

　・天井材張り

　・可動式（天井収納型）

　・固定式（壁埋込型）

ガイドレール

表面仕上げ

種　　類 材　　質 備　　考

降下機構　　煙感知器連動及び手動開放装置（埋込型）

・500

・500

・800

・

・線入り磨板ガラス

・網入り磨板ガラス ・アルミ製枠付き

・

・500

防煙垂れ壁 ・固定式

材　　質 備　　考

視覚障害者用

（誘導用及び
注意喚起用床材）

・

・6.8

床タイル

・免震落下防止機能付

張り

樹脂塗床材
（防塵用塗料塗り）

フォーム床下地材

　　　　の開発」において、評価を取得したもの

　タイルカーペット

・タイルカーペット・溝工法 ・0.6G ・5,000N

・パネル工法 ・帯電防止床・1.0G ・3,000N

・タイルカーペット・溝工法 ・0.6G ・

・パネル工法 ・1.0G ・帯電防止床・3,000N

・タイルカーペット・溝工法 ・0.6G ・

　ホワイトボード

　きれ地の色見本を監理者に提出すること。

せっこうボードの目地工法　　・継目処理工法　　・突付け工法　　・目透し工法

　　　　　　　　　　　　　　　施工箇所（　　　　　　　）

プレキャスト

コンクリートの設計基準強度　　　・標仕による　　　

配筋　　　　　　　・図示　　　　・標仕による

取付け方法　　　　・図示

・手すり　　・段板　　・ルーバー　　

を設ける。

ポリエステル化粧合板

　パーティクルボード

　（木目）

　ファイバーボード

・化粧せっこうボード

・インシュレーション

・ハードボード（素地）

・単板張り

・ミディアムデンシティ

・メラミン樹脂化粧板

A級（・Ｔ級　・Ｓ級　）

・9　　・12　 ・15 　・18　

・研磨板　R

・未研磨板　RN

12.5

IB

HB

MDF

GB-D

堅木練付化粧合板

火山性ガラス質積層板
（VSボード）

・天然木化粧合板

・難燃処理　　・防虫処理　　・防炎処理

化粧板の樹種名（　　　　　　）

・特殊加工化粧合板 ・オーバーレイ　・プリント　・塗装　

・難燃処理　　・防虫処理　　・防炎処理

・けい酸カルシウム板 0.8FK

・硬質木片セメント板 ・12　　・15　　・18　　・21　　HF

・せっこうボード

・ロックウール化粧吸音板

GB-R

DR

・不燃積層せっこうボード GB-NC

1.0FK

・素地ＭＤＦ（ＲＳ）

（・天井仕上　・内装仕上　 ）

・せっこうラスボード

・強化せっこうボード

・シージングせっこうボード

9.5

GB-S

GB-F

GB-L

　ボード

・普通木片セメント板 NF ・30　　・50　　・80　　

表面性能・　　　　厚さ

厚さ

・・防滑性床シート ・

・2.0

備考樹種工　法種　別

・あり

・あり

・あり

・A種

・B種

・C種

種別 仕上塗装

　　　　　　　　　　　　　　　・オイルステインのうえワックス塗り

接着工法の裏面緩衝剤　　　　・合成樹脂発泡シート　　

現場塗装仕上げ　　　　　　　・行う（施工場所　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　・ウレタン樹脂ワニス塗り

　　　　　　　　　　　　　　・行わない

　　　　　　　　　　　　　　　・生地のままワックス塗り

ホルムアルデヒドの放散量　　・規制対象外　　　　　　・第三種

3.0

ABC商会セラミキュア同等
（浸透性表面強化材）

2

1

3

7

6

1

4

5

6

7

8

・図示

・スチール製

図示

20

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

18

17

19

20

13

14

15

11

12

10

内
　
装
　
工
　
事
　

ビニル床シート

張り

厚さ（mm）JIS記号

ビニル床タイル

張り

工法　　・熱溶接工法　　・突付け（施工箇所：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

厚さ（mm）

　または、体積電気抵抗値（JIS A 1454）11×10 ～10　Ω程度

・帯電防止性能評価値（JIS A 1445）1.2以上～3.2未満
7 10

建築工事監理指針19.2による

パイル長（mm）

　耐電性　・適用する（人体帯電圧　　　　kV以下）・適用しない

・ニードルパンチカーペット　厚み　　　・　　mm　・　　mm

　耐電性　・適用する（人体帯電圧　　　　kV以下）・適用しない

下敷き材　　・反毛フェルト（JISL3204）の第2種2号　呼び厚さ8mm　　

弾性ウレタン
樹脂塗床材

（mm）

厚さ
大きさ 仕上塗装 備　考

・75・90

・100・110

・無塗装品

・塗装品

・塗装品

・無塗装品

・塗装品

・無塗装品

・あり

・あり

・あり

・あり

・あり

・あり

間伐材等

の適用

（　　　　）

・303×303

・303×303

・15・18

・12・14

・15・18

・12・14

・15・18

・10・12

・15・18

・12・15

・18

・6・8・9

・

・

・

・

・

・

・なら

・なら

・なら

・なら

・なら

（mm）

厚さ
大きさ

（　　）（　　）
×

（　　）

処理

防湿

・あり

・なし

フローリング類　　厚さ（mm）　・80　・95（不燃）

畳下地　　　　　　厚さ（mm）　・40　・65　・80　　（不燃）

JISの記号

タイプ2（無石綿）（・6　・8　・　　）

・化粧ボード（・・　　・　　）

・フラットタイプ（・9（不燃）・12　・　　）

・15.0（不燃）・12.5（不燃）・9.5（準不燃）

（不燃）幅440mm程度

模様（・柾目　・板目）専用下地材付き

・生地、透明塗料塗り（ラワン合板程度）

・不透明塗料塗り（しな合板程度）

・難燃処理　　・防虫処理　　・防炎処理

・化粧ＭＤＦ（・ＤＶ・ＤＯ・ＰＣ）

・3　　・7　　・9　　・12　

・無研磨板VN　　・研磨板VS

・10　 ・12　 ・15　 ・18　

（・スタンダード・テンパード）

Ｓ（・スタンダード　・テンパード）

・2.5　・3.5　・5　・7

化粧単板0.3mm以上　UC塗装

　モルタル、プラスター面　　・B種　　・A種（施工箇所：　　　　　　　　　　）

　コンクリート面　　　　　　・B種　　・A種（施工箇所：　　　　　　　　　　）

　せっこうボード面　　　　　・B種　　・A種（施工箇所：　　　　　　　　　　）

壁紙のホルムアルデヒドの放散量　　　　・規制対象外　　　・第三種

厚さ（mm）

＝厚さ/熱伝導率

＝0.676以上
　（m ・k/w）2

難燃性・3級　・2級

・2種b

・3種b

・Ａ種1

・木質系

ユ
　
ニ
　
ッ
　
ト
　
及
　
び
　
そ
　
の
　
他
　
の
　
工
　
事

フリーアク
セスフロア

（mm）

高さ 所定荷重

（N）

表面仕上げ材の品質・規格等は、19章内装工事による。

構成材の材質　　　　　　　・アルミニウム製　　・鋼製　　

スロープ及びボーダー　　　・製造所の標準仕様　　・図示

コンセント等の取付け対応　・製造所の標準仕様（コンセント本体は別途設備工事）

　　　　　　　　　　　　　　コンセントの箇所数は図示

　配線取り出し開口：パネル1枚につき40mm×80mm程度の開口1ヶ所以上

　フリーアクセスフロア全体面積に対する設置割合　　・20～30％　　　　

厚さ（mm）総厚さ（mm）

（・0.6・0.8）（・内蔵　・露出）

厚さ（mm）

　（36db以上）

　表面仕上げの壁紙張りの品質は19章内装工事による。

　遮音性能はJIS A 6512の遮音試験に準拠する。

トイレ

ブース

・ステンレス製（SUS304） ・約35

幅（mm）

・あり（・ビニル製・ステンレス製）

・ 溶融亜鉛めっき

・45φ・60φ

・34φ・40φ

・幅40・幅50

・図示

・ステンレス製パイプ,FB

サイズ（mm） 施工箇所仕上げ

床仕上材が異なる部分にはステンレス製目地棒（SUS FB-6×12）

寸法（mm）・図示　　

厚さ（mm）・図示　　・5mm

　　・図示（市販品　・ステンレス製　径約30mm　　・ＥＳＲロゴシール
　　　（・両面　・片面）

表示標識、案内用図記号についてはJIS Z 8210による。

誘導標識、非常用進入口表示等は市販品とし、その他は図示による。

スラットの幅（mm）

施工箇所寸法（mm）

・1級・2級・3級

シングル 手引
ひだの種類

きれ地の種類
施工箇所

形　式　・片引き　　・引分け（・暗幕用は300mm以上の召合せの重掛けとする。）

形　状　・角形　　　・H形（中間吊レール）　　　　・（　　　　　）

・市販品（アルミニウム製　押出し型材）ブラインド
ボックス及び
カーテン

ボックス

コンクリート 補強鉄線の径　　　・3.2φ　　　・図示

高さ（mm）厚さ（mm）

高さ（mm）

ブロックパターンはJIS T 9251による。

屋　内　・塩化ビニル製（厚さ7mm・　　　）・磁器質タイル（・300角・　　　）

ボード張り

その他の

厚さ（mm）

・複層ビニル床シート（旧NC）

・ルースレイタイル

タイルカーペットの場合は、Ｒなし巾木とする。

・　6.5

総厚さ（mm）寸法（mm）

床コンクリートが十分乾燥していない状況でエポキシ樹脂塗床を施工する場合は、剥離若齢

標仕表12.5.1による床組　

・化粧有（トラバーチン模様）

・9.5（不燃）　　　　　　化粧無（下地張り用）

吸音材16

グラスウールボードを壁・天井などに張り付ける場合は、固定用断熱型ボタンワッシャーで

・25　　　　　　　　

・25　　

GW－B

RW－B

種　　類

　　　（ガラスクロス包）

・ロックウール吸音ボード1号

・グラスウール吸音ボード32K

縦横＠300内外に取付ける。

JISの記号 厚さ（mm）

・　100

・　 50

100

500

3階全面

2階物流本部

1階倉庫事務

ｻｰﾊﾞｰ室

6,000N

封緘室
ﾌﾟﾘﾝﾀｰ室

6,000N

100

　塩ビタイル

　塩ビタイル

階段

色彩は周辺床材色に準ずる。

　　　　・レジンコンクリート製（厚さ　　mm）　・ステンレス製誘導マーカー

市販品くつふきマット

種　類

・つり戸棚

・水切り棚

・流し台

・

・1200

・1200

・

・1200

・600 ・700

・600

・

・900

規格・品質等適用内容

トラップ付き

バックガード・有り

・優良住宅部品

ステンレス製

流し台ユニット

・900

　　　　・ステンレス製誘導マーカー

22

23

屋　外　・レジンコンクリート製（厚さ　　mm）　・磁器質タイル（・300角・　　　）

寸　法　・300×300　　　

材　質　・塩化ビニル製（コイル状ステンレス製受枠）・ビニル製（ステンレス製受枠）

・ＩＨ台

寸法（L＝2700,3600mm）

900 600

ユニオン：UY202CH

・・・・ガラス,PVC ・図示

畳表及び畳床はVOC含有量が少ないものとする。

Ｇ

・凹凸タイプ（・12（不燃）・15(不燃)・19・）

12.5（不燃）15.0（不燃）21.0（不燃）

JIS K 6903による　厚さ3.0

休養室

・ H.L

休養室

　　表面処理　　　　　・B－1　・B－2（・ブラウン系　・ブラック　・シルバー）

900

　　　　・硬質アルミニウム製（受枠とも）　　　　・ステンレス製（受枠とも）

高さ（mm）　・60　・75　　　　厚み（mm）　・1.7　

サーバー室

・　5.0

2.0

・5.0 倉庫事務室・ｼｽﾃﾑ部

・　6.8

　耐電性　・人体帯電圧（・1.0kV以下　　・　　　　　　　）

ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ充電ｽﾍﾟｰｽ

0.15k
水性ｱｸﾘﾙ
樹脂塗床

EPS・機械室

・ケイ酸塩系コンクリート表面強化材

・ＯＡフロアー下のコンクリート面には、ケイ酸塩系コンクリート表面強化剤を施す。

商会シリケートハードナーJP同等ABC

大同塗料：水系ボージンコート同等

・ｽﾁｰﾙ焼付

　　溝幅×深さ（mm）　・90×150　・120×80　・120×150  ・150×80  ・150×150　

・フローリング

・モザイク

　ボード

　ブロック

　パーケット

・フローリング

・接着工法

（直張り）

・釘留め工法

（根太張り）

・釘留め工法

・接着工法

・モルタル

　埋込み工法

・接着工法

・接着工法

・埋込み工法

・平面　・曲面　・スクリーン付引分

・平面　・曲面　・スクリーン付引分

ダブル 品質、特殊加工等

・

電算室対応の場合、ウイスカ発生のおそれのある電気亜鉛メッキが施された構成材を使用しない。

（セクショナルキッチンⅠ型）

㈱馬印

・複合2種フローリング

・複合3種フローリング

・複合１種フローリング ・釘留め工法

（根太張り）

・釘留め工法

（直張り）

・接着工法

・なら

・

・

・なら

・無塗装品

・塗装品

の適用

間伐材等

プラ
紙

繊維
（織物）（ビニル）（化学繊維）

その他
無機質

ひも引

・額縁タイプ

・目地タイプ

・額縁タイプ

・目地タイプ

19
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遭埼行者礁照射灯 原紙：A2第九管区海上保安本部　交通部整備課図示建築特記仕様書（６）

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

・T－25用

・T－8用

・鋼製(ﾒｯｷ処理)

・T－25用

（・締め固めた土・乱さない土）

（トラック待機場・車路）路床締固め度の試験　　　　・行わない

路床土の支持力比試験　　　・行わない

消火器据置台

高さ（m）　・0.9・1.2・1.5

クリアランス　　・50　・100　・150　・300　・600

　　粗骨材の最大寸法（　20　ｍｍ）

横断歩道、停止線の路面標示材は、ジスラインスーパーメガルクスとする。

備　考種　類 仕　様14 その他の材料

手摺　小便器用

多機能トイレパック

450

有効土層の厚さ（cm）

・コンクリート平板舗装（コンクリート平板はJISA5371の平板）

2

構成と厚み　　　　・標仕表22.5.1による　　　・図示

・密粒度アスファルト混合物（13F）

・細粒度ギャップアスファルト混合物（13F）

・粗粒度アスファルト混合物（20）

・細粒度アスファルト混合物（13）

・密粒度アスファルト混合物（13）

　添加量　　120kg/m　（目標CBR　・5以上　・　　　　）

ガソリントラップ

グリーストラップ

    S鋼製ユニット床組

天井裏

床下換気口

アルミ庇

・ステンレス製（上下式鎖内蔵型）　径114.3mmt＝2.5mm　H＝GL＋700mm

材質　　　　・アルミニウム　　・ステンレス 　・樹脂ゴム製

厚さ（mm）

・舗石舗装（石材はJISA5003の２等品）

・保水性ブロック（M）

・透水性ブロック（P）

・普通ブロック（N）

厚さ（mm）

・保水性平板（Ｍ）　・擬石平板

・普通平板（Ｎ）　　・カラー平板

・透水性平板（Ｐ）　・洗出平板

寸法（mm） 厚さ（mm）

11

孔または凹を設ける

誘導、注意喚起用は黄色系とする

施工方法

・小舗石（花こう岩）　　 　・　100～80・

基　層

・

種　　類

・ ・アスファルト舗装

・うろこ張り ・コンクリート舗装

・

100　・80・

　・　80車 道 部 　

　・　15060歩 道 部 　

角300・ 60・

色彩及び表面加工等種　　類

・

・標準品

・植生ブロック

・インターロッキングブロック舗装

・誘導、注意喚起用ブロック

目地材種　　類

・砂　　

・ ・モルタル

ブロック系舗装

舗装の平坦性は、歩行に支障となる段差（3mm）がないものとし、目視により確認する

12 砂利敷 種　別　　　・A種（通路部）　　　・B種（建物周囲その他）

JISK5665A種（通路部）　　　・B種（建物周囲その他）

幅（mm） 塗布厚さ（mm）

13

（半たわみ舗装部）

黄 ・

1.0・

適用 揮発性有機溶剤の含有率色施工種類

塗料総質量に対して

％以下5・

150・

・

・白液状

溶融

加熱

常温

号1種3・

種2・

種1・

路面標示用塗料 （路面標示用塗料）による

粉体状

4 試験

砂の粒度試験　　　　　　　・行わない　・行う

-11.5×10 cm/Ｓec以上　　　　　透水係数　　　

　　　　　引張強さ　　　98N/５cm（10kgf/５cm）以上

　　　　　厚さ（mm）　0.5～1.0

2　　　　　単位面積質量　60g/m　以上

・ジオテキスタイルによる安定処理

3
　　　　・生石灰（・特号・1号）　・消石灰（・特号・1号）

　種類　・普通ポルトランドセメント・フライアッシュセメントB種　・高炉セメントB種

・添加材料による安定処理

3 路床安定処理 路床土の設計CBR値が2.0以下の場合、路床安定処理を行う。

・　　　　　　　　　　　　歩道部　厚さ・ 50mm      ・（　　　　　　　　）

・透水性舗装フィルター層　車道部　厚さ・150mm　　　・（　　　　　　　　）

厚さ　　・150mm　・（　　　　　　　　）

・凍上抑制層　　　・再生クラッシャラン　　・クラッシャラン　　・切込砂利　　・砂　

ただし、その差が150mm未満の場合、150mmとする。

を比較し、置換え深さが大きい場合、路盤下に、その差だけの厚さの凍上抑制層を設ける。

凍結融解の恐れのある寒冷地方の場合、必要置換え深さ（10年確率凍結深×0.7）と舗装厚

　　　　　　　　　厚さ　・150mm　・（　　　　　　　　）

・遮断層　　　　　・川砂、海砂又良質な山砂　　

路床土の設計CBR値が3.0以下の場合、遮断層（厚さ150mm）を設ける。

2 路床の構成

及び仕上り

・建設汚泥から再生した処理土舗
　
装
　
工
　
事

22 1 盛り土に用いる材料 ・A種　　・B種　　・C種　　・D種

3

4

埋戻し土

浸透管及び浸透桝

・B種　　

・図示　製造所

その他の材料5 備　考仕　様種　類

　　　　　・タイル用　　・ILB用　　・（　　　　　　）

材質 附属 形状メインバーピッチ種類 適用荷重

・・・ ・ ・

・スリット付化粧ふた

・

・歩行用

・T－2用
・T－6用

・T－14用

・T－20用

・チェーン付

　・図示

・凹凸形・細目字溝用U・　・なし

・かさ上げ用ボルト固定

・平形・普通目・ステンレス製 ・桝ふた用　・（　　　）

・凹凸形・細目

材質 形状附属 メインバーピッチ種類 適用荷重

・溝ふた用・受枠付き

・グレーチングふた

植
栽
お
よ
び
緑
化
工
事

排
　
水
　
工
　
事

シーリング材（見え掛かりのみ）

・幅20×深さ10　

枠の材質　　・アルミニウム製　　　　・ステンレス製　　　　　・木製（塗装仕上）

市販品　　　形式　・40組用×２個　・60組用　・120組用　

・4種　・5種　・6種

・1種　・2種　・3種

・杉、ひのき又はから松（皮はぎもの、間伐材）　　　　・加圧式防腐処理

　アルカリ分（現物）　　　　：15％以下（ただし、土壌の酸度を矯正する目的で使用する

　りん酸全量（現物）　　　　：1.0％以上

　窒素全量（現物）　　　　　：0.8％以上

　水分　　　　　　　　　　　：50％以下

　炭素窒素比（C/N比）　　：20以下
　有機物の含有量（乾物）　　：35％以上

　　加里全量（現物）　　　　：0.1％以上

　　窒素全量（現物）　　　　：0.5％以上

　　りん酸全量（現物）　　　：0.2％以下

　　幼植物試験の結果　　　　：生育阻害その他の異常を認めない

水分　　　　　　　　　　：55～65

pH

　　陽イオン交換容量（乾物）：70meq/100g以上

　　炭素窒素比（C/N比）　：35以下

工法D種以外の工法で、現状地盤高と計画地盤高が同一でない場合は、計画地盤高からを有

・3未満

・3以上～7未満

・7以上～12未満

・12以上

樹木の樹高（m） 有効土層の厚さ（cm）

土壌の水素イオン濃度（pH）及び水溶性塩類（ＥＣ）の試験

厚さ（mm）

舗装厚さの許容差は、標仕表22.4.2（c）による

コンクリート舗装のコンクリート　　　・標仕表22.5.2による

基層　・50mm　

車道部（mm）

・クラッシャラン（C-40）、クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-40）

路盤の材料　・再生クラッシャラン（RC-40）　

　　　・砂基礎（地業厚さ20cm以上　材料　山砂の類）

・あり・T－2用

・T－14用

　普通鋳鉄ふたは、用途を示す鋳出文字のマーク入とする。

　（ILB:インターロッキングブロック）

・ILB用

・タイル用

・RＦ－VＰ

・RＳ－VU

　　・VU

・外圧管（・1種・2種） ・B形（ゴム接合）

伸縮目地　　　材質　・樹脂発泡体　・　　　　　　厚さ　・10mm　　

　　　　　　　質量による区分　・A（350kg以上）　・B（350kg未満）

　　　　　　　コンクリートの調合（容積比）　　　　　　セメント1：砂2：砂利4程度
　　　　　　　で根巻きして建込む。建込みは監理者の立会いのもと行う。
設置方法　　　根切り底を突き固めたうえ、厚さ60mmの砂利地業を行い、コンクリート

　　　　　　・プレキャストコンクリートブロック既製品
基礎　　　　・コンクリート布基礎（図示）

操作方法　　・ハンドル式　・ロープ式
地上高さ（m）　・6　・8　・10　・12

材　　質　　・アルミニウム合金製

JIS S 1039の規格による。

ホルムアルデヒドの放散量　　　・規制対象外　　・第三種

奥行き（mm）　・約450　　・約600
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36
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31
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27

26
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7

7

6

5

4

3

2

123

10

13

12

11

10

21

宅配ＢＯＸ

　（免震）

2

1

壁面緑化

　　　・行わない　　・行う

芝等の枯保証

場合はこの限りでない。）

整備

舗装

舗装

舗装の厚さ

基層　　　　－

表層　・30mm　表層　・30mm　

歩道部車道部（基層あり）車道部（基層なし）

表層　・50mm　

基層　　　　－

・40mm

・50mm・加熱アスファルト混合物　　　　　

・排水性舗装用アスファルト混合物　

舗装の平坦性は、著しい不陸がないものとする

・

カラー舗装の下　　　・アスファルト舗装　　　・コンクリート舗装

・自然石（　　　　）

・着色骨材（樹脂皮膜）

・有色骨材（焼成）

・歩道部

・塗布工法

種　類

　・基層なし　　・基層あり

・ニート工法

材　料部　位

・加熱系

・常温系 ・樹脂系混合物

・車道部

8 カラー舗装

・なし

鍵

効土層とする。

その他の材料
考備様仕類

定礎

種

定礎箱

郵便受箱

・中ふた付密閉形（テーパ・パッキン式）

・簡易密閉形（パッキン式）

かん水装置

新植、移植樹木、

屋上緑化

　　　・支柱の形状は図示による。

　　　・添え柱形　・鳥居形　・八つ掛形　・布掛形　・ワイヤ掛形　・地下埋込形

・支柱形式

・真竹　　（良質な２年生以上）

アスファルト混合物の種類

排水性アスファルト舗装

基層

表層

部位

・図示　　　・（　　　　　　　　　）

透水性アスファルト舗装にもちいる場合は透水性の高いもの。

9 ・コンテナ栽培品　（　　　　　　　　　　　　　）地被類

種子の種類　・洋芝類　・クローバー　　

・筋芝張り　　

・べた張り　　・目地張り　　

・目地張り　　・べた張り　　平地

工法

盛土法面

切土法面

8 吹付けは種種子等

植栽地の確認

・ワイヤー（防錆処理品）

　　　・行う　（・暗きょ　・開きょ　・排水層　・縦穴排水　・図示）

植栽基盤に浸透した雨水の排水をするための設備

　　「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」の別表第一の基準に適合する
　原料を使用したもので、植害試験の調査の結果、害が認められないものとする。

　施工箇所　・植栽範囲　　・図示

芝張り

幹巻き用材料

支柱材

種類　・こうらい芝　　・野芝

・幹巻き用テープ　・わら及びこも

％以上70　　有機物の含有量（乾物）　：

・下水汚泥コンポスト

・バークたい肥

・適用する

芝及び地被類

・植栽範囲　　・図示

樹木の植栽基盤

・B種　　・行う　・行わない ・20　　

整備範囲工　法適　用

工　法 整備範囲

・80　　　

・60　　　

・50　　　

・100　　

土壌改良材

植込み用土

ただし、計画地盤高が現状地盤高より高い場合は、計画地盤高まで植込み用土で盛土を行う。

・現場発生土の良質土　　　・客土（・畑土　・黒土　・真砂土　・　　　　）

種A・

種D・

種B・

種C・

・葉張りの範囲

・図示

　ただし、低木は植栽範囲

樹木

・ストレートアスファルト　　　　　・図示30mm・

透水性アスファルト舗装

アスファルト舗装の厚さ

歩道部

　　・真空コンクリート工法（・円形溝　　・横溝　　　・溝なし）

転圧コンクリート舗装の表面仕上げ

・100　　・150　　・250　　

・100　　・150　　・250　　

・100　　・150　　・250　　・350　　

排水性アスファルト舗装

路盤の締固め度試験　　　　・行う　　・行わない

舗装の種類

アスファルト舗装

カラー舗装

・100　　・150　　・250　　・350　　

路盤の厚さ　・図示　　　　　　　　・下表による

形　式

・化粧鋳鉄ふた

・普通鋳鉄ふた

シャワーユニット

転圧コンクリート舗装のコンクリート

寒冷地の縁部立ち下がり寸法

車両の通行が多く、切土等の通常の支持地盤に管路を敷設する場合以外の工法は図示による。

9

アスファルト混合物の抽出試験　　・行わない　　・行う　

　　・ポリマー改質アスファルト　型　　　　

アスファルト混合物排水性アスファルト

アスファルト混合物の抽出試験　・行わない　・行う

コンクリート舗装

透水性アスファルト

早強セメント　　　・使用しない　　・使用する　

注入目地材料　　　　　・低弾性タイプ　・高弾性タイプ　

溶接金網　　　　　・有り　　　　　・無し　

厚さ試験　　　　　・行わない　　　・行う　

・行う　アスファルト混合物の抽出試験　　・行わない　　

シールコート　　・行わない　　　・行う（施工範囲：　　　　　　　　　　）　

アスファルト　　・再生アスファルト　　　　・ストレートアスファルト

・寒冷地域

基層

区分

表層

・一般地域

アスファルト舗装

加熱アスファルト混合物の種類

路盤材料

　　　・図示

VP・・硬質ポリ塩化ビニル管

種　　類 適用荷重

・密閉形（テーパ・パッキン式）

・鋳鉄製マンホールふた

・水封形（防臭型）

排水桝及びふた

車道部の排水管の敷設

管の種類材　　種 管形状（接合方法）

・遠心力鉄筋コンクリート管

排水管用材料排水管

洗面化粧台

メッシュフェンス

コーナーガード

洗濯パン

避難器具

消火器収納箱

間知石　　　　材質　

　　　　　　・アルミ押出型材（焼付塗装）
　　　　　　・鋼管フェンス

　　　　　　・樹脂塗装メッシュフェンス

間知ブロック　種類　・長方形　・正方形　・正六角形

耐震スリット仕様は構造関係特記仕様による。

種　花崗岩製（文字記号入）　　A　　　　　　
種　コンクリートブロック製（市販品）　　B材料　　　　敷地境界石標

ブロック積み

　　　　　　　　　　　　　　　　積み方　・谷積み　・布積み
コンクリート間知
間知石および

　　　　　　　　　　　　　　　　　・スプリング付　　・スプリング無し

旗竿
形　　式　　・テーパー型　・同一断面型

固定方法　　・埋込式　・ベース式　・バンド式　　　製造所（　　　　　　　　　　　　）

　・ジョイント金物
エキスパンション

防水型　　　　・外部　適用する　　・内部　適用しない
耐火性能　　　　・有り（　　　時間）　・無し

車止め支柱

屋外掲示板

フェンス

旗竿受金物 材　種　　　・ステンレス製SUS304　　　

施錠　　　・有り　・無し　　　　　　　　　　製造所（　　　　　　　　　　　　　　　）
照明器具　・有り　・無し

材　種　　　・ビニル被覆エキスパンドフェンス

止水版
寸　法　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造所（　　　　　　　　　　　　）

耐震スリット

形　状　・据置式　　・壁張式　　・差込式

シーリング材（内外とも）

・幅20×深さ10　）mm目地寸法（

目地材

目地 内　壁

寸法　　　

外　壁

材質・形状・寸法　　　　　　　・図示

屋内掲示板

材　　種　　　　・メラミン樹脂化粧板張り（心材：集成材）　　・人工大理石

表面の材質　・塩ビ発泡シート張り　　

かぎ箱

鋼製書架及び物品棚 耐荷重による種類規格等種　類

・鋼製書架

・鋼製物品棚

：5.5～7.5

pH ：8.5以下

ツヅキ

PTWC-HC101R1A1AWWL

人大ｺｰﾘｱﾝｴｺﾌﾟﾘﾓ(EPDWﾊﾟｳﾀﾞｰﾎﾜｲﾄ)W680

ｴｯﾁﾝｸﾞ色入れ
SUS t5 ﾋﾞｰｽﾞﾌﾞﾗｽﾄ
390x270

HB-2918-01

ＦＮフェンスＡ型

693288

600×250248
ユニオンUFB－3F－2500程度1箇所

ユニオンUFB－1F－3025程度25箇所

(株)ナスタ

程度×

　同等
ユニオン

同等
LIXIL

ステンレス製

　同等
朝日スチール工業

190
全埋込

図示

・リサイクル硬質ポリ塩化ビニル三層管
・リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管

程度××

　　　縁材、舗装材、水抜き管、マルチング材等　　　・図示

　　　芝および地被類の樹種ならびに種類等　　・図示　　・（　　　　　）

・屋上緑化軽量システム

　　　樹木の樹種、寸法、株立数、寸法等　　　　　・図示　　・（　　　　　）

　　　植込用土　　　　　　　・改良土　　　　・人工軽量土

　　　排水層　　　　　　　　・軽量骨材（層の厚さ：　　　　）　・板状成型品

　　　土壌層の厚さ　　　　　・図示　　　・（　　　　　　　）

植栽基盤および材料

・設置する　（工事区分は図示による。）

移植樹木の枯損処理を行う期間　　・引渡しの日から1年　　　・無し

　　　・引渡しの日から1年　　・無し

新植樹木（芝張り、吹付けは種および地被類を含む）の枯保証の期間

かん水装置

　・設置する（工事区分は図示による。）　・設置しない

　・図示　　・（　　　　　　　　　　）

植物の種類、株数、配置及び密度、寸法等

　　　　・繊維マット＋緑化補助メッシュ

　　　　・緑化補助ワイヤー

　・将来緑化型：緑化補助システム

　　　　　　　・プランター単体

　　　　　　　・プランター＋緑化補助ワイヤー

　　　　　　　・プランター＋ユニットフレーム（緑化補助メッシュ）

　　　　・ユニット式壁面緑化工法

　　　　　　　・緑化パネルタイプ

　　　　　　　・植栽ポットタイプ

　・早期緑化型

　　　　・基盤型壁面緑化工法

壁面緑化の工法

　　　かん水装置　　　・設置する（工事区分は図示による。）　・設置しない

　　　支柱　　・設置する　　　（種類　　　　　　・図示　　　　・　　　　）

・工法

・屋上緑化システム

　　　・自動　　・手動

洗面カウンター24

収納家具25

　　・荒仕上げ　　　・平坦仕上げ　　　・粗面仕上げ　　・箒目

A-006

コンクリート舗装

　　設計基準強度（　21　N/ｍｍ　）

　　スランプ（　15ｃｍ）

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09
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【照射想定断面図　S=1/2000】

新設 既存

備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯A-007

【案内図　S=1/40,000】
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既存ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装すり付け

【全体配置図　S=1/500】

④：既存　コンクリート舗装

③：新規　すき取り、砂利敷きの上、転圧(近隣車両通行用）
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車両通行用整備境界
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②：新規　埋戻しの上、転圧（既存照射灯解体工事範囲）

④

②

③

至県道28号

【配置図兼外構図　S=1/200】

位置図、案内図、全体配置図、配置図兼外構図、照射想定断面図

Co

レベル（測量図より）

①：新規　土間コンクリート　境界部：ブロック敷設(面取り)

既存照射灯

境界ブロック

伸縮目地

①

5,
80
0

5,800

①

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

施工場所：石川県珠洲市三崎町寺家ケ部（遭埼）地内

2026.09

①：新規　土間コンクリート16.81㎡　境界部：境界ブロック敷設(面取り)24.4ｍ

②：新規　すき取り、砂利敷きの上、転圧(近隣車両通行用）

③：既存　コンクリート舗装



備考作図年月縮尺工事名 図面名称図番 標識名

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 図示敷地求積図及び求積表・建築面積表・各階面積表A-008
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【敷地求積図　S=1/400】
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C 新規取得敷地

既存敷地

小　計新規取得敷地

地　番
測　点 Xn Yn (Xn+1 - Xn-1)Yn 距　離

45B

A1 166904.733 16238.915 71499.942745 4.50

A8 166905.737 16234.525 -26868.138875 2.72
F22 166903.078 16233.923 -71477.962969 4.56
A5 166901.334 16238.138 26874.118390 3.48

倍　面　積 
面　積 
地　積 ㎡

27.959291

地　番
測　点 Xn Yn (Xn+1 - Xn-1)Yn 距　離

44-1B
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A2 166908.076 16224.291 22957.371765 0.94
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A3 166893.451 16220.948 -234603.570924 15.00
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H26耐震補強工事既存図より
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折板素地、面戸板

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09仕上表A-009

コンクリート打放し 素地　H200

キャビネット基礎

手　摺

立上り（4階）

灯器台ベッド

コンクリート打放し 素地　H150

コンクリート打放し 素地　H150

犬走り

天井（4階）

柱

梁

床（4階） コンクリートスラブt180　金ごて押え

床（1階） コンクリートスラブt220　金ごて押え（水勾配1/100 4方向）

屋　根

■　仕上表

外　壁（4階）

軒　裏

仕　　　　　　　　　上部　　位

鉄骨（構造図参照）溶融亜鉛メッキ仕上、保護根巻：コンクリート打放し 素地  H200

はしご

ＳＳ400　溶融亜鉛メッキ

折板素地

背かご付きＳＵＳタラップ、侵入防止板、特殊錠

鉄骨（構造図参照）溶融亜鉛メッキ仕上

折板葺き　85高　働き500　GL鋼板　面戸板、ケラバGL鋼板包

角波　GL鋼板　ｔ0.5　両面張

1階床～周囲1.3mまで　土間コンクリートｔ150 仕上げ：箒目　D10タテヨコ共＠200、路盤：再生クラッシャラン（RC40）t150、伸縮目地10㎜＠3000以下及び照射灯周囲4辺



　　　＠455
胴縁：100x50x2.3

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09各階平面図、屋根伏図A-010 1/30

部分詳細図 S=1/10

シーリング位置を示す
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メーターボックス
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GL±0

FH=24.3

X2X1

4,100

220 220

手摺 FL+1,100

(電気設備工事)

床：ｺﾝｸﾘｰﾄ金ごて押え

ｺﾝｸﾘｰﾄ金ごて押え

4階平面図　S=1/30

1階平面図　S=1/30

2階平面図　S=1/30

3階平面図　S=1/30 屋根伏図　S=1/30

鉄骨柱

犬走り床：土間ｺﾝｸﾘｰﾄ 箒目

125

215

90

配管ﾗｯｸ

配管ﾗｯｸ

下部：あと施工ｱﾝｶｰ 溶接固定
上部：GPL-9 M12ﾎﾞﾙﾄ固定
横材：SUS PL-6x75@900 溶接固定
縦材：SUS L-75x-75x6

360背かご付はしご

360背かご付はしご360背かご付はしご
最下部昇降禁止板

720

72
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3
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00

3,500

外壁：角波ガルバリウム鋼板15
　　　両面張

間柱：100□
　　　溶融亜鉛メッキ

ｺﾝｸﾘｰﾄ立上りH400

受光部
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ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し
灯器台ベッド

□600x600xH150

PF28×2
ｽﾗﾌﾞ埋設

折板葺き　t0.8　85高　働き500　GL鋼板　面戸板、ケラバGL鋼板包



屋根：

立上り：

コンクリート打放し

外壁：角波ガルバリウム鋼板15
下部水切同材

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09立面図A-011
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南立面図　S=1/50

最高高さ(GL+10,500)
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立上り：

コンクリート打放し

保護根巻：コンクリート打放し
天端水勾配

9
,3
0
0

手摺

コンクリート打放し 受光部：

▽ 2F

▽ 3F

立上り：
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0外壁：角波ガルバリウム鋼板15

外壁：角波ガルバリウム鋼板15

300300 300

勾配 1/70 勾配 1/70

スリブ　VP75

　　　下部水切同材

　　　下部水切同材

300

梁：鉄骨 溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ

屋根：

GL鋼板　面戸板
ケラバGL鋼板包

85高　働き500
GL鋼板　面戸板
ケラバGL鋼板包

85高　働き500
屋根：

GL鋼板　面戸板
ケラバGL鋼板包

85高　働き500
屋根：

GL鋼板　面戸板
ケラバGL鋼板包

85高　働き500

最下部昇降禁止板
背かご付はしご

最下部昇降禁止板
背かご付はしご

灯器台（別途工事）

折板葺き　t0.8 折板葺き　t0.8 折板葺き　t0.8 折板葺き　t0.8



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09断面図A-012
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床型枠用フラットデッキ 床型枠用フラットデッキ床型枠用フラットデッキ

手摺　SS400　溶融亜鉛メッキ

背かご付はしご
最下部昇降禁止板
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標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09天井伏図A-013
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等辺山形鋼　L65

梁下溶接留め
溶融亜鉛メッキ
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標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08図示
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b)重要度係数

構造特記仕様書（１）
４－４．品質管理および検査§１　一　般　共　通　事　項 §２　土　工　事 §４　鉄　筋　コ　ン　ク　リ　ー　ト　工　事

（７）寒中コンクリート（４）提出書類
（１）コンクリート工事４－１．　コンクリートの種類および品質①　施工に先立ち以下の書類を工事監理者(以下監理者と略す)に１－１．　建築物の構造内容と構造設計条件 ２－１．　埋戻し及び盛土

・適用期間　　提出し、承諾を得ること。なお、下記の書類提出に先立って、 レディミクストコンクリート 構造体ｺﾝｸﾘｰﾄ
（１）計画供用期間の選定（１）工事名称 材　料 締固め工法 備　考 ＪＡＳＳ５による。 製造者（プラント） 工事施工者実施者　　「総合施工計画書(躯体工事関係)」の提出を行うこと。

建築場所 山砂の類 水締めまたは機器 短期(30年) 標準(65年) 長期(100年) 超長期(200年)耐久設計 ・適用期間は、監理者と協議の上決定すること。 ・使用するコンクリートの ・構造体コンクリートとしての品質基準ﾁｪｯｸ欄 日付工種別施工計画書等 検査目的（２）工事種別 新築 増築 増改築 改築 掘削土中の良質土（砂質土） 機器 基準強度 (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)18 24 30 36 ・調合管理強度は ２４ N/mm2以上とする。   調合管理強度の確認   強度の確認土留工事 　/
（３）構造種別 他工事発生土中の良質土（砂質土） 機器

　荷卸し地点または打込み地点杭工事（基礎施工士の免許証も添付すること） 　/
採取場所 荷卸し地点木造 鉄骨鉄筋コンクリート造 鋼構造 埋め戻しは３０ｃｍ毎に十分効果のある機械転圧を行うこと。 （２）レディーミクストコンクリートの製造 　(工事監理担当者に確認する)F.T.Pile工事・杭頭補強工事 　/ （８）暑中コンクリート

鉄筋コンクリート造 壁式鉄筋コンクリート造
レディーミクストコンクリート製造工場は原則ＪＩＳ規格の認定を地盤改良工事 　/ ２－２．　残土処理 ・打込み工区ごと、打込み日ごと、かつ（※）150ｍ3・打込み工区ごと、打込み日ごと、かつ（４）階  数 ・適用期間取得している。土工事 　/ 又はその端数ごとに１回とし、１回を１検査ロット（※）150ｍ3またはその端数ごとに場外搬出 場内搬出 場外仮置き地下 階 地上 階 搭屋 階 試験期間日平均気温の平均値が２５℃を超える期間 とする。圧コンクリート工事 　/ １回とし、３回を１検査ロットとする。

（５）主要用途 および（３）コンクリートの材料 ＪＡＳＳ５による。
コンクリート品質管理試験要領書 　/ ・供試体は適当な間隔をあけた任意の運搬車３台から

（６）屋上付属物 供試体数・１回の供試体は、任意の運搬車１台 ２個ずつ計６個採取する。そのうち４週用に３本をコンクリートは原則 JIS A5308 規格品とする。鉄筋工事 　/ ・適用期間は、監理者と協議の上決定すること。
縮広告塔 高架水槽 屋外機 避雷針 から３個採取§３　地　業　工　事 用いる。　　骨材による種類　Fc：普通　　Fc1：石灰岩　　最大寸法：25mm　 ・構造体補正強度Ｓは ６ N/mm2とする。型枠工事 　/

煙突 キュービクル 充電器 自家発電機
(比重=2.3) (比重=2.3) ・混和剤にＡＥ減水剤（遅延型）を使用すること。鉄骨製作要領書 　/ ３－１．　砕石、捨てコンクリート地業 ・標準養生とし材齢は 28 日 ・標準養生 X ≧ Fm   材齢28日（７）構造設計条件 強　　　　　　　　　　Lc1：軽量１種　　Lc2：軽量２種　　ロボット溶接施工要領書 　/ (mm) １回の試験結果は、 ・現場水中養生 X ≧ Fm   材齢28日(平均気温20℃以上)地業厚さ１．架構計画・計算ルート
(比重=1.85) (比重=1.55)(溶接工技技量付加試験実施要領書含む) 養生方法 調合管理強度の0.85 倍以上 ・現場水中養生 X ≧ Fq+3 材齢28日(平均気温20℃未満)施工箇所 砕　石 捨てコン 備　考　　Ｘ方向 ，ルート

度４－２．　鉄筋工事鉄骨現場工事 　/ および　　要求性能による種類 ３回の試験結果の平均値は、 ・コア X ≧ Fq   材齢91日50 100 50 100基礎下　　Ｙ方向 ，ルート
判定基準(建方,現場溶接,ﾃﾞｯｷ,ｽﾀｯﾄﾞ,BPL下ｸﾞﾗｳﾄ含む) 調合管理強度以上 ・強度管理材齢が28 日を超え91 日以上のn 日（１）鉄筋の種別および継手工法　　　Ａ：基本　Ｂ：高強度　Ｃ：高流動　Ｄ：水中　Ｅ：プレストレスト100基礎梁下・耐圧盤下 50 50 100２．標準せん断力係数

（材齢28 日の試験については監理者の指導による）　　　Ｆ：水密　Ｇ：海水作用　Ｈ：凍結融解作用　Ｉ：遮蔽用　Ｊ：無筋150１Ｆスラブ下 50 50 100　　一時設計 コンクリート配合報告書 鉄筋は原則JIS G3112規格品とする。 ●印のついたものを適用する。
　現場封かん養生 X  ≧ Fq x 0.7 材齢28日50 150土間コンクリート下 2) 3)（調合管理強度の根拠となる資料も添付) 　/　/ SD295A SD345 SD390 SBPDN1275700N/mm2級1) 2)基準強度コンクリート

1） 　現場封かん養生 Xn ≧ Fq + 3 P.11,55W/C Wスランプ　地肌地業とする場合では、すきとり掘削によりていねいに床付けし、床コンクリート施工要領書 　/ 継手工法使用箇所施工箇所 の種類 備　考備　考(N/mm2) D10～D16 D19～D25 D29～D41 S16以下 Ｕ12.6以下 ・構造体コンクリートの強度検査用供試体採取時（以下）（以下）(cm)　床付け面を乱さないようにする。緩み部分が発生した場合は、目つぶ ・圧縮強度試験用供試体採取時地盤改良室内配合試験報告書 　/ 骨材 性能 設計 呼び
・打込み中の品質変化が認められた時　し砕石で補修して締め固める。 ・打込み中に品質変化が認められた時試験時期A主　筋 ス②　施工中適切な時期に下記の書類を監理者に提出し、承諾を得ること。 杭 ・水中コンクリートは、杭１本または壁体１エレメント

フープ ラ　　提出時期は監理者と事前に十分打ち合わせる事。 毎に最初の運搬車について行う直接基礎下砕石転圧は、地耐力に応じた重量のﾊﾞｲﾌﾞﾛｺﾝﾊﾟｸﾀｰを使用すること。 A基　礎 ン浅層混合攪拌処理工法施工結果報告書 　/
長期地耐力 50kN/㎡ 100kN/㎡ 200kN/㎡ 350kN/㎡以上 指定スランプ（cm） 許容範囲（cm）A耐圧版 プ深層混合攪拌処理工法施工結果報告書 　/ 判定基準
重量(kg) 100kg 150kg 300kg ≒400kg 基 5 及び6.5 ⇒ ±1.5 8 以上18 以下 ⇒ ±2.5 21 ⇒ ±1.5B,C,D主　筋杭施工結果報告書（地中梁配筋前までに提出） 　/ 礎Fc A地中梁底の砕石地業も同様に転圧すること。 スタラップ梁コンクリート工事施工結果報告書 　/ ・圧縮強度試験用供試体採取時 ・構造体コンクリートの強度検査用供試体採取時

試験時期B,C,D主　筋コンクリート強度試験報告書 　/ 空 ・打込み中に品質変化が認められた時 ・打込み中に品質変化が認められた時柱３－２．　基礎形式 フープ鉄骨製作工程写真(全鋼種外観写真含む） 　/ 気
普通コンクリート　　　　　　　　　　　　4.5± 1.5％直接基礎 B,C,D主　筋鉄骨検査報告書 　/ 量梁 混和剤を使用した普通コンクリート　　　　4.5± 1.5％判定基準①　基礎の種類 スタラップ(寸法,溶接,入熱パス間管理,トレサビリティ含む)
軽量コンクリート　　　　　　　　　　　　5.0± 1.5％独立基礎 布基礎 べた基礎 A,B小　梁各種工事の施工写真 　/

塩②　地盤改良 ・海砂など塩化物を含む恐れのある骨材を用いる場合は打込み当初および150ｍ3毎に１回以上Aスラブ 試験時期・諸官庁への届出書類は遅滞なく提出すること。
・その他の場合は１日に１回以上化A壁,立上

・各試験の供試体は公的試験機関にて試験を行い工事監理者に報告すること。 種　類 施工箇所 備　考 物A土　間
・必要に応じて記録写真を撮り保管すること。 コンクリート中に含まれる塩化物含有量は塩化物イオン量として0.30ｋｇ／ｍ3以下判定基準ラップルコンクリート 量１）継手工法 Ａ：重ね　Ｂ：圧接　Ｃ：機械式　Ｄ：突合せ溶接

ブロック状地盤改良工法
 　　　　　　 Ｃ，Ｄは日本建築センター評価済工法（Ａ級継手）とする。 ・ただし、 単位（ N／mm2）深層混合攪拌処理工法

Fm：コンクリートの調合管理強度 　 機械式または突合せ溶接を使用する場合は、工法名、適用部位、鉄
浅層混合攪拌処理工法

Fq：コンクリートの品質基準強度(JASS5),設計基準強度(共通仕様書) 　 筋径、メーカー等について監理者の承諾を得ること。１－３．　設備関係
X：１回の試験における３個の供試体の圧縮強度の平均値２）降伏点強度700N/mm2級は高強度せん断補強筋を示し、大臣認定品とする。既成杭（８）施工にあたっての留意点

特記以外の梁貫通孔は原則として設けない、設ける場合は設計者の承諾を
Xn：材齢n 日の１回の試験における３個の供試体の圧縮強度の平均値　　Ｓ○○はその呼び名を示す。コンクリート系既製杭得ること。設備機器の架台及び基礎については工事監理者の承認を得るこ

ﾘﾊﾞｰﾎﾞﾝ785(JFE) ﾊﾟﾜｰﾘﾝｸﾞ685(東京鉄鋼) ※：軽量・高強度ｺﾝｸﾘｰﾄは100m3と読みかえる。①　杭の種類（JIS規格品または大臣認定品）と。床スラブ内に設備配管等を埋込む場合はスラブ厚さの 1/3以下とし管
・構造体コンクリート圧縮試験結果を工事監理担当者に提出し、確認を得る。３）降伏点強度1275N/mm2は高強度せん断補強筋を示し、大臣認定品とする。PHC杭 （ Ｂ種 Ｃ種 種)Ａ種

の間隔を5cm以上とする。
・工事施工者はレディーミクストコンクリートの試験結果を確認すること。　　Ｕ○○はその呼び名を示す。PRC杭 （ Ⅰ種 Ⅱ種 Ⅲ種 Ⅳ種)

○令第129 条の２の３の事項 Ｂ種 Ｃ種)Ａ種摩擦杭 （ ・型枠支保工の存置期間計画書を監理者に提出し、確認を得ること。ﾘﾊﾞｰﾎﾞﾝ1275(JFE) ｳﾙﾎﾞﾝ1275(ﾈﾂﾚﾝ)
・建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、 ②　工法の種類

レディーミクストコンクリートの検査機関　以下の構造方法による。 プレボーリング工法 セメントミルク工法 （２）溶接金網
製造者 第３者検査機関建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金 プレボーリング拡大根固め工法 溶接金網は、JIS G3112,G3551 規格品とする。 構造体コンクリートの検査機関大臣認定工法 　物は、腐食又は腐朽のおそれがないものとすること。

網目形状鉄筋径 製造者 第３者検査機関　　　 公的試験機関工法名：屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するもの 使用箇所 備　考
（タテ×ヨコ）（呼び名） 軽量コンクリート単位容積質量検査　（以下「屋上水槽等」）は、支持構造部又は建築物の構造耐力上 鋼管杭　

仕上げコンクリート φ6.0 150x150 骨材試験 　部分に緊結すること。また、支持構造部は、建築物の構造耐力上 ①　杭の鋼種・管径（JIS規格品または大臣認定品） デッキコンクリート φ6.0 150x150 試験練り　（部位　　　　　　） 　主要な部分に、緊結すること。 STK400 STK490
防水押えコンクリート φ3.2 100x100 打設試験　（部位　　　　　　）煙突の屋上突出部の高さは、れんが造,石造,ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造又は ②　羽径鋼種・径

土間・スラブ モックアップ製作　 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、90 ㎝以 SS400 SM490A
１－２．　一般事項 （３）ガス圧接

　 下とすること。 ③　工法の種類 （２）鉄筋工事
　　ガス圧接工は、JIS Z3881による有資格者とし作業可能範囲は下記による。１. 特記仕様書、共通仕様書およびＪＡＳＳの試験は、原則として第３者機 煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するｺﾝｸﾘｰﾄのかぶり厚さを5cm 中堀最終打撃工法 中堀拡大根固め工法

材料試験（鋼材規格証明書がある場合、監理者の承諾を得て、　　関とし、適宜公共試験機関で行うものとする。その決定にあたっては工 １種 ２種 ３種 ４種技量資格種別大臣認定工法　 以上とした鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造又は厚さが25cm以上の無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造,れん
免除することができる。）ＥＡＺＥＴ（旭化成建材） D51以下D25以下 D32以下　　事監理担当者の確認を受けること。 作業可能範囲 D38以下　 が造,石造若しくはｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造とすること。

ガス圧接完了後の検査ＡＴＴコラム（旭化成建材・テノックス）２. 工事監理担当者の検査を受ける事項は、検査予定日の一週間前までに連 建築物に設ける給水、排水その他の配管設備(給湯設備を除く)は、
外観検査　　　（全数検査）　　絡すること。     　風圧・土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して

（４）配筋 超音波探傷試験（第３者検査機関による抜取検査）３. 本工事の施工に先立ち、各工事別に施工計画書および施工図を作成し、 　 　 安全上支障のない構造とすること。
　　　配筋は配筋指針に準拠し、特に地中梁配筋時は配筋架台を@     以下に2000 引張試験　　　（　第３者検査機関　　施工業者）　　工事監理担当者の承諾を受けること。       建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通

３－３．　許容地耐力 　　配し、主筋が波打たない様注意して施工すること。また、スペーサーの 引張試験の調査数は、同一作業班が同―日に施エした圧接箇４. 施工図・工作図は承諾の最低2週間前には提出のこと。 　　  部分に配管ｽﾘｰﾌﾞを設ける等有効な管の損傷防止のための措置
　　サイズはふかし等の寸法を踏まえ設定し、ドーナツは必ず垂直に設ける。 所ごと（200箇所を超えるときは、200箇所ごと）に１回行い、５. 工事が完成したときは、工事監理者の指示により下記を作成し、提出す 　　  を講ずること。 直接基礎 （基礎深さ：設計GL- m　）
　　スラブ上筋のスペーサーは塩ビ系のキャップを脚部に有したスチール製と １回試験は５本以上とする。　　ること。  　管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれが ・支持層　：
　　し、片持ちスラブはバー型スペーサーを全長に渡り隙間なく設置すること。 機械式及び溶接継手の検査（評価報告書に記載された設計　　１)竣工図  各階伏図・軸組図・各断面リスト 　　  ある場合において、伸縮継手又は可撓継手を設ける等有効な ・長期許容耐力 kN/m2

　　　　　　　　　　　　　施工仕様書による。）　　２)施工図  総合仮設計画図・躯体図・鉄骨工作図 　　  損傷防止のための措置を講ずること。
m　）浅層混合攪拌処理工法 （改良深さ：設計GL-（１）設計図書優先順位は次の通りとする。 　 管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防

（３）コンクリート打設４－３．　型枠工事・支持層　：①　質疑回答書・設計指示書 　　  振ゴムを用いる等有効な地震その他の震動及び衝撃の緩和の
・長期許容耐力 kN/m2 　ポンブ打ちコンクリ－トは、打ち込む位置にできるだけ近づけて垂②　特記仕様書 （１）一般事項　　  ための措置を講ずること。

直に打ちコンクリ－トの自由落下高さは、コンクリ－トが分離しない③　設計概要書を含む設計図 法第20条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上水槽等あっ m　）深層混合攪拌処理工法 （改良深さ：設計GL- 　　　  型枠工事はJASS-5による。規定にない種類の型枠の材料・設計・加
範囲とする。ポンプ圧送に際しては、コンクリ－ト圧送技士または同④　各標準図 　 ては、建設省告示第1389号により、風圧並びに地震その他の震動 ・支持層　： 　　　  工・組立および取外しは、必要事項を定めて監理者の承諾を得る。
等以上の技能を有する者が従事すること。なお、打ち込み継続中にお⑤　日本建築学会各工事標準仕様書および施工指針（最新版)  　及び衝撃に対して構造耐力上安全なものとすること。 kN/m2
ける打継ぎ時間間隔の限度は、練り混ぜ開始から打込み完了まで外気（２）特記仕様は■印のついたものを適用する。 （２）支保工存置期間給湯設備は、風圧・土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝

m　）杭基礎 （杭先端深さ：設計GL- 温が25℃未満の賜合は120分、25℃以上の場合は90分以内とする。（３）図面および本特記仕様書に記載されていない事項は、すべて下記の 　 撃に対して安全上支障のない構造とすること。 　　　　支保工の存置期間はJASS-5による。支保工除去後その部材に・支持層　： 　コンクリ－ト打設にさいし、高周波バイブレータによる突き固め要　　　日本建築学会発行の図書等の最新版による。  　満水時の質量が15kgを超える給湯設備については、地震に対して 　　　　加わる荷重（打設時荷重など）が構造計算書における設計荷重を・長期許容耐力 kN/本 員には、十分作業手順・再バイブレーション間隔について教育する事。建築工事標準仕様書・同解説 　 安全上支障のない構造として、平成12年建設省告示第1388号第5 　　　　上回る場合は、計算により有害なひび割れを生じないことを施工
コンクリート打設要因が変わる場合でも上記教育を徹底すること。JASS-1 (2002) 一般共通事項 　 に規定する構造方法によること。 　　　　支持層深さに差異が認められる場合は、監理者・設計者と協議 　　　　者が確認し、監理者の承諾を得る。土工事および山留め工事

　　　　の上、杭先端深さその他の指示を受ける。※「給湯設備」:建築物に設ける電気給湯器その他の給湯設備で屋上地業および基礎スラブ工事
（４）構造体コンクリートのかぶり厚さの検査鉄筋コンクリート工事 　　　　　　 　水槽等のうち給湯設備に該当するものを除いたもの

JASS-6 (2018) 鉄骨工事 　せき板外し後、各階毎に非破壊検査にて監理者の指示する個所数の
JASS-10(2013) プレキャストコンクリート工事 ３－４．　試験・検査項目

かぶり厚さを計測し報告すること。JASS-18(2013) 塗装工事
１－４．　特定天井下地等(国交省平成25年告示第771号) ※　調査・試験位置は構造図による。

鉄筋コンクリート造配筋指針・同解説　SI単位版
追加地盤調査（設計者の指示による。）１)吊り天井鉄骨工事技術指針(工場製作編・工事現場施工編)
平板載荷試験（　ヶ所） 深さ　GL- m在来工法 システム天井 その他鉄骨精度測定指針

最大荷重 kN/m2
鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準・同解説 ２)施工箇所 屋内 屋外

試掘・試験杭（地盤調査数） 本杭として使用可突合せ継ぎ手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル 居室 廊下 人が日常立ち入る場所
　　試掘にて支持層確認手法を確立し、試験杭で再現すること。場所打ちコンクリート杭のコンクリートに関連する施工指針・同解説 天井高さ 天井水平投影面積

高力ボルト接合設計施工指針
天井面構成部材・単位面積質量

鉄筋のガス圧接工事標準仕様書（日本圧接協会発行）
３)設計ルート日本住宅性能表示基準・評価方法基準　技術解説

仕様ルート(仕様規定) 計算ルート(水平震度法)ステンレス建築構造設計基準・同解説

計算ルート(簡易ｽﾍﾟｸﾄﾙ法) 計算ルート(応答ｽﾍﾟｸﾄﾙ法)コンクリート充填鋼管(CFT)造技術基準・同解説

 2025.12.1  改訂(有限会社 宮坂設計)
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標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09S-001
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～4階床
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328.2

凝灰岩

■

遭埼行者礁照射灯設計業務

照射灯

■

■ ■

■ Ｎ-ＥＣＳパイル工法（三誠）
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石川県珠洲市三崎町寺家地内
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■ 管径　φ190.7

羽径　φ605.4

27

Fc A

基礎・基礎梁 Fc A

土間コン Fc A

60 1801階床

60 180

21 21 15 60 180

24

24

27

27 15

単位ｾﾒﾝﾄ量杭 Fc D
330kg/m3

柱脚無収縮モルタル 45 J14ﾛｰﾄ 8±2秒

捨てコン Fc J 18 18 15

押えコン Fc A 18 18 15

軽微なもの犬走り等 60 180Fc A 18 18 15

27 30 21 55 180

（kg/m3）１）水セメント比（％） ２）単位水量

（４）セメントおよび混和材料

１．セメント

ポルトランドセメント

普通 早強　（部位：　　　　　）

高炉セメントＢ種　（部位：　　　　　）

２．混和剤

ＡＥ減水剤　　　（ 標準形 遅延形 促進形 )

高性能ＡＥ減水剤（ 標準形 遅延形 )

膨張材　　　　　（添加部位　床）

ただし関係者の承認の基、乾燥収縮に対するひずみ試験
-6(JIS A 1129)を行い、乾燥収縮ひずみが500～650×10

※1以下　であることを確認する場合にあってはこの限り

ではない。

※1「鉄筋コンクリート造建築物の収縮ひび割れ制御設計

　　施工指針(案)」日本建築学会で定める高級仕様

分離低減剤　　　（添加部位　鋼管内）

（５）その他の種類

マスコンクリート（適用箇所：部材断面が大きくセメント水和熱

による温度上昇で有害なひび割れが入るおそれがある部位）

流動化コンクリート

プレキャスト複合化コンクリート

（６）構造体強度補正値Ｓ
（JASS5　P.235）

ｺﾝｸﾘｰﾄの打込みからの28日までの期間の
セメントの種類

予想平均気温θの範囲(℃)

早強ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ０≦θ＜５ ５≦θ

普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ０≦θ＜８ ８≦θ

中庸熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ０≦θ＜１１ １１≦θ

低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ０≦θ＜１４ １４≦θ

構造体強度補正値 Ｓ ６ ３

■

■ □

□

■ ■ □ □

□ □ □

□

□

□

□

□

〇

〇 〇

0.25(各層における柱一本当たりの軸力負担割合

が20%以上となるため0.2を1.25倍している。)

　　二次設計 1.0

３．層間変形角（一次設計時）

　　Ｘ方向(最大) 1/200以下 1/150以下 1/120以下

　　Ｙ方向(最大) 1/200以下 1/150以下 1/120以下
４．層間変形角（二次設計時）

　　Ｘ方向(最大) 1/100以下 1/75以下 1/50以下

　　Ｙ方向(最大) 1/100以下 1/75以下 1/50以下

５．地震荷重　a)地震地域係数

６．積雪荷重　a)地域 b)垂直積雪深度 c)比重

m/s７．風 荷重　 a)地表面租度区分 b)基準風速Vo　Vo=

８．積載荷重
(N/m2)

室　名 床　用 小梁用 架構用 地震用 備　考

□

□ □

□ □

□ □ □

□ □ □

■

■

1.0

多雪 150cm 30

30Ⅰ

2900 2900 1800 -各　階

■

18

JASS-3 (2022)
JASS-4 (2022)
JASS-5 (2022)

構造特記仕様書(1)

1.0



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09

首下寸法
（ボルト長さ）

座金厚さ

締め付け長さ

ナット高さ

余長
（ねじ山３以上）

ねじの

呼び

M16

M20

M24

M22

40

35

30

25

S10T

30

35

40

45

S8T,F10T
S14T S12T

35

40

45

50

締め付け長さ
に加える長さ

(丸柱)

主柱

主柱

(H形)

(ﾎﾞｯｸｽ)

□ SS400 □ SN400B □ SN490B □ SM490B

□ STKN400B □ STKN490B

□ 溶接工技量付加試験

※AW検定合格者は監理者の承諾を得て、免除することができる。

§５　鉄　骨　工　事

 2025.10.21  　改訂(有限会社 宮坂設計)

項目

ｸﾞﾚｰﾄﾞ
適用範囲

２種（動力工具）

ABR400

大臣認定グレード

　　工場グレード

（１）鉄骨製作工場：鉄骨加工業者は、下記の認定工場とする。

・Ｈ－　　　：ロールＨ形鋼　

・ＳＨ－　　：ＪＦＥスーパーハイスレンド

・ＨＹ－　　：日本製鉄ハイパービーム

・ＳＨＹ－　：外法一定Ｈ形鋼

・ＢＨ－　　：ビルトＨ形鋼

・ＳＨＴＢ　　：超高力ボルト S14T,F14T

・ＧＨＴＢ　　：亜鉛メッキ高力ボルト F8T

・ＧＳＨＴＢ　：亜鉛メッキ高力ボルト F12T

（２）略号

S H以上 M以上 R以上 J以上

（１）塗装をしない部分

共通仕様書：

（２）素地調整

　　　膜厚 30μm/回　使用量 0.10kg/㎡/回

（３）下塗り用塗装

（４）塗装回数

(基本は1回目赤さび色・2回目ねずみ色とし、仕上げに支障がでる場合

（１）適用箇所

（２）素地調整（JASS-6による。）

１種Ｂ

（６）ゲージ

・本締めに使用するボルトと仮締めボルトの兼用はしてはならない。

・トルシア型が使用できない部分は、F10Tを用いる。

・高力ボルトはトルシア型を標準とする。

・摩擦面に塵埃・油分が付着した場合は除去・脱脂を適切に行うこと。

・締付けに使用する機器はよく調整されたものを使用すること。

・スプライスプレートも同様の処理とする。

・締付け順序は部材が十分密着するよう１次締めを注意して行い、マーキングを施し、

　２次締めを行う。

・摩擦面の処理は、摩擦面全面の黒皮をディスクグラインダ等を用いて、完全に除去した

　後、薬剤発せい又は自然発せいさせた赤さび状態を確保すること。

（２）摩擦面の処理

（３）高力ボルトの締付け

・高力ボルト孔あけ加工は、ドリル孔あけとする。

ABR400

（４）アンカーボルト

（３）ボルトの種類

形　状
による等級

機械的性質
すべり係数

0.45

0.45

0.45

S10T

F10T

10T-SUS

4T

0.45F14T

0.40

0.40F8T

F12T

トルシア型高力ボルト

高力ボルト(ｽﾃﾝﾚｽ六角ﾊｲﾃﾝ)

トルシア型超高力ボルト

中ボルト(D-LOCKを用いること)

溶融亜鉛メッキ高力ボルト

溶融亜鉛メッキ高力ボルト

（６）その他の材料

（５）デッキプレート

（１）接合部の形式

（３）めっきの種類と膜厚（JIS H 8641 による。）

５－１．　一般事項

５－４．　高力ボルト

５－５．　塗装

５－６．　溶融亜鉛メッキ

５－１０．　鋼材メーカーリスト

５－９．　鉄骨製作所別のグレード別適用範囲と溶接条件制限事項

高力ボルト

ボルトの使用構造材料一覧表

間柱用 他

アンカーボルト用定着板
※印は千鳥打ちとする。

(mm)

B g1 g2
最大
軸径

Ａある
いはＢ

g1 g2 g3
最大
軸径

40

45

50

60

65

70

75

80

90

100

125※

130※

150※

175

200 60

60

55

55

50

50

50

45

40

35

30

25

22

40

35

35

40

55

70

90 24

24

24

24

24

24

24

22

22

20

20

16

16

12

1024

30

35

40

45

50

40

55

400

350

300※

175

200

150

250

100

125

60

75

90

105

120

150

150

140

140 90

70

40

24

24

24

24

24

22

12

16

22

g2g1g2
B

B

A

g3

B

g2g1

g1
A

スタッド溶接する梁の上端

密閉となる部分

コンクリートに埋め込まれる部分および接触する部分

高力ボルト摩擦接合部の摩擦面

外部階段 外部露出鉄骨

ＪＡＳＳ18：

・発せい剤はヒットロックBを用いる。それ以外を使用する場合は、使用する塗剤の性能が

　分かる資料を提出の上、監理者の承諾を得ること。

・締付け後の検査は、各締付け工法別に適切な締付けが行われているか全数検査すること。

・本ボルト挿入から本締めまでの作業は、同日中に完了させること。

・ＨＴＢ　　　：高力ボルト S10T,F10T

アンカーボルト仕様（ナットはダブルナットとする。）

アンカーボルト仕様（ナットはダブルナットとする。）

・溶接基準図を参照のこと。

（１）接合部の形式

５－３．　溶接

　　電炉鋼材の機械的性質

降伏比　ＹＲ（％）
シャルピー吸収

エネルギー　ｖＥｏ（Ｊ）

≦　８０

≦　８０

≧　７０

≧　７０

≦　８０ ≧　１００

SS400,SN400B

SM490A,SM490B

SN490C

鋼種

　　柱・梁主材に電炉材を使用する場合には、監理者の承諾を得ること。

　　鋼材は全てJIS規格適合品又は、建築基準法37条二項による大臣認定品とする。

※下記の鋼種は４０mmを超える板の場合、ＴＭＣＰ鋼とする。

（１）鋼材の種類

５－２．　材料

鋼材の使用構造材料一覧表

備　考鋼　材使用箇所

大梁

主柱

間柱

耐風梁

水平ブレース

軸ブレース

胴縁・母屋 等

開口補強

ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ

通しﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ

内ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ

片持梁

SS400 SN400B SN490B

BCR295 UBCR365 BCP325

SNR400 SS400

SSC400 STKR400

STKR400

SN490C

SN490B

SS400 SN400B SN490B SM490A

SM520B-SNC BT-HT355C

SS400

SS400

SN490BSN400BSS400

SNR400 SS400

SM490A

BCP325T

SM490B

STKR400

SM490A

STKR400 STK400 BCR295

　・ＳＮ４９０Ｂ　⇒　ＴＭＣＰ３２５Ｂ　・ＳＮ４９０Ｃ　⇒　ＴＭＣＰ３２５Ｃ

（２）電炉鋼材

　・広幅平鋼、鋼板に電炉鋼材を使用する場合、板厚は40mm以下とする。

　　電炉鋼材の化学成分　　（％）

鋼種 Ｃ ＳＩ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｃｒ Ｓｎ Ｐｃｍ

SS400 - - - - - -≦0.03 ≦0.36 ≦0.26≦0.015

Ｃｅｑ

≦0.008 ≦0.29≦0.44≦0.40≦0.30≦0.40≦0.02≦1.60≦0.40≦0.18SN490C

≦0.29≦0.44≦0.40≦0.30≦0.40≦0.03≦1.60≦0.40≦0.18SN490B

SM490A ≦0.18 ≦1.60 ≦0.03≦0.40 ≦0.30≦0.40 ≦0.40 ≦0.44 ≦0.29

≦0.013

≦0.013

※0.010

※0.010

　　※は、鋼板の場合を示す。

≦0.03SN400B ≦0.20 ≦0.35 ≦1.40 ≦0.015 ≦0.40 ≦0.25 ≦0.36 ≦0.26

炭素当量Ceq(%) = C+Mn/6+Si/24+Ni/40+Cr/5+Mo/4+V/14
溶接割れ感受性組成Pcm(%)= C+Si/30+Mn/20+Cu/20+Ni/60+Cr/20+Mo/15+V/10+5B

　・柱及び大梁端部等の完全溶込み溶接を行う部材に電炉鋼材を使用する場合は、下記の化学成分

　　及び機械的性質を満足させること。

主柱用

≦0.04

現場溶接を行う箇所および隣接する両側それぞれ100 mm以上、

かつ超音波探傷試験に支障をきたす範囲

HDZT 49

めっき記号の適用例

HDZT 49：厚さ1mmの素材、直径 12mm 以上のボルト・ナット及び厚さ 2.3mm を超える座金

（４）溶融亜鉛メッキ高力ボルト摩擦面の処理

摩擦面はりん酸塩処理によりすべり係数値0.4以上を確保すること。

なお、事前に摩擦面サンプルとすべり係数試験結果を監理者に提出すること。

　　既製品は、大臣認定品及び日本建築センター評価品の下記とする。

・鉄骨建方時の安全性の検討は施工者の責任で行うこと。

・梁貫通補強の既製品

５－８．　その他

（注）使用製品の選定については、補強要領および計算書を監理者に提出し、承諾を得る。

（１）試験・検査項目

５－７．　検査等

（２）溶接技能資格

検査抜取率

※現場完全溶込み溶接部は全数検査とする。

検査抜取率

・ブラスト処理のみは認めない。

（４）表示記号、及びピッチ、縁端距離

　　　３．特記なき限りピッチは標準ピッチとする。

　　　２．Ｍ１２は、中ボルトとする。

　　　　　に３本以上並ばない場合とする。

（注）１．はしあきｅ１の（　）内は、引張材においてボルトが応力方向

ね　じ　径

穴　　　径

標　準

最　小

はしあき
ｅ１

ｅ２
へりあき縁端距離

標　準

ピッチ

P

M12

13.0

50

30

25(30)

25 30

35(40)

40

60

18.0

M16 M20 M22 M24

26.0

90

60

50(60)

4540

45(55)

55

24.022.0

50

40(50)

35

(mm)

60 60

（５）ボルト長さ

　　　４．アンカーボルト穴径は、ねじ径＋５mmとする。

（注）長さが5mm単位とならない場合は、2捨3入する。

合成床

SDP1T(1.2mm) SDP2(1.6mm) SDP2GA

型枠用

SDP1T SDP1GA

頭付きスタッド　JIS B1198 規格品とする。

ターンバックル JIS A5540 規格品とする。( 割枠式, パイプ式)

・ 工場溶接 現場溶接

・ 摩擦接合 引張接合

Ａ種

１種Ｂ（ブラスト処理）

Ｂ種

JIS K5674 1種　鉛・ｸﾛﾑﾌﾘｰさび止めﾍﾟｲﾝﾄ(F☆☆☆☆品）

２回　　（ 工場２回 工場１回・現場１回）

吹付耐火被覆材が接着する部分（ 外周面の柱・梁を除く。）

は監理者と調整すること）

取合部受入検査

材料試験

現寸検査

組立開先検査（本溶接を１箇所実施しておく事）

製品検査

付属金物類受入検査

溶接部の受入検査

スタッド溶接部受入検査

建方検査

高力ボルトすべり係数試験

高力ボルト現場軸力導入確認試験

高力ボルト締付け後検査（マーキング確認）

JIS Z 3801,WES 8201 手溶接技術者

JIS Z 3841,WES 8241 半自動溶接技術者

JIS Z 3821,WES 8221 ステンレス鋼溶接技術者

Ａ・Ｂ級エンドタブ溶接技能者

ＡＷ検定技能者

溶接工技量付加試験合格者(判定基準はＡＷ検定と同基準)

寸法精度の受入検査(計測個所数300個以下を1検査ﾛｯﾄとする)

特記事項（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

高力ボルト接合部

工作

工事現場施工(柱-柱溶接部等)

外観受入検査

高力ボルト接合部

軸ブレース仕口 溶融亜鉛メッキ湯抜き孔

書類検査１（合否判定はJASS6による。） 書類検査２

対物検査１ 対物検査２ 対物検査３

受入（第三者）検査（CIW認定を受けた業者による。）

超音波探傷試験（完全溶込み溶接部）

外観検査

社内検査（超音波探傷試験、外観検査共全数検査）

仕上がり高さ及び傾き検査（抜取検査）

外観検査（全数検査） 打撃曲げ検査（抜取検査）

JASS6による。 全数検査

完全溶込み溶接部の３０％抜取り（AOQL=4％）

超音波探傷試験と同数 全数

フリードーナツハイリング

□ □

構造特記仕様書（２）

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□□

□

□□ □

□ □

□

□ □

□

□ □ □ □

□ □

□

□

□ □

□ □ □ □

□

□

□

□ □ □

□□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ □ □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ □

□

□ □

■

■

■

□

□

■

■

■

■

□

□

■

■

■

□

■

■

■ ■

■

■

■

■

■

□

□

■

■ □

丸一鋼管（株）

ＤＰＬ

その他

厚

高炉メーカー 電炉メーカー

日鉄建材（株）

ＪＦＥグループ
ＢＣＲ

ＢＣＰ

主柱用
日鉄建材（株） 佐々木製罐工業（株）

（株）セイケイ

２次部材用
日鉄建材（株） 丸一鋼管（株）

大梁
日本製鉄（株）

ＪＦＥスチール（株）

電炉メーカー

日本製鉄（株）

ＪＦＥスチール（株）
外法一定

高炉メーカー 電炉メーカー

高炉メーカー 電炉メーカー

小梁等

片持梁

プ

ＪＦＥスチール（株）

日鉄建材（株）

（株）クギン

（株）富士昭サンマテック

ＪＦＥ建材（株）

日鉄ボルテン（株）

神鋼ボルト（株） 帝国製鋲（株）

日本ファスナー工業（株）日亜鋼業（株）

ユニタイト（株）

Ｈ

日本製鉄（株） （株）神戸製鋼所

成

形
角

形

間

冷

鋼

管

形

鋼

板

レ
｜
ト

デ
ッ
キ

ボ
ル
ト

高
力

Ｈ
形

ビ
ル
ト鋼 □ 全国ビルトH工業会 会員 ( 認定区分    A      AA      AAA )

（３）ロボット溶接オペレータ資格

建築鉄骨ロボット溶接オペレータ 特別教育

建築鉄骨ロボット溶接オペレータ 技術検定専門級資格者

ＡＷ検定ロボット溶接オペレータ

□

□

□

□ □ □ □

□ □ □

□

ABR490 ABM400 ABM490

ABR490 ABM400 ABM490

SS400 SM490A

HDZT 56 HDZT 63 HDZT 70 HDZT 77　

① 全ての鉄骨溶接構造である。

② 使用する鋼種及び溶接材料に適合した適切な作業条件を自主的に計画し、適切な

品質のものを製作できる体制を整える。

①

鋼材である。ただし、開先加工を施さない通しダイヤフラム、ベースプレート及

びノンダイヤフラム形式柱梁接合部の厚肉パネルの鋼種及び板厚は、６０ｍｍを

超えることができる。

②

Ｓ

Ｈ
ＳＡ-３Ｈ及びＳＡ-３Ｖ又はＡ-３Ｆ、Ａ-３Ｈ及びＡ-３Ｖとする。

作業条件は下向、横向及び立向姿勢とする。溶接技能者の資格はＳＡ-３Ｆ、

鋼種と溶接材料の組み合わせによる入熱及びパス間温度の管理値は、①の範囲内

で「別記２」による。

溶接方法、鋼種及び板厚の組み合わせよる予熱温度の管理値は、①の範囲内で

「別記３」による。

④

Ｍ

①

②

③

④

鉄骨溶接構造の４００Ｎ及び４９０Ｎ級炭素鋼で板厚４０ｍｍ以下の鋼材である。

ただし、開先加工を施さない通しダイヤフラム、ベースプレート及びノンダイヤ

フラム形式柱梁接合部の厚肉パネルの鋼種及び板厚は、４０ｍｍを超えることが

できる。

作業条件は下向及び横向姿勢とする。溶接技能者の資格はＳＡ-３Ｆ及び

ＳＡ-３Ｈ又はＡ-３Ｆ及びＡ-３Ｈとする。

鋼種と溶接材料の組み合わせによる入熱及びパス間温度の管理値は、①の範囲内

で「別記２」による。

溶接方法、鋼種及び板厚の組み合わせよる予熱温度の管理値は、①の範囲内で

「別記３」による。

① 鉄骨溶接構造の　５階以下　の建築物（延べ面積３，０００㎡以内，高さ２０ｍ

以下のもの）である。

② ４００Ｎ及び４９０Ｎ級炭素鋼で板厚２５ｍｍ以下の鋼材とする。ただし、開先

加工を施さない通しダイヤフラム、ベースプレート及びノンダイヤフラム形式柱

梁接合部の厚肉パネルの鋼種及び板厚は、「別記１」による。

③ 作業条件は原則下向姿勢，溶接技能者の資格はＳＡ-３ＦかＡ-３Ｆとする。ただ

し、横向姿勢を用いる場合、溶接技能者の資格はＳＡ-３Ｆ及びＳＡ-３Ｈ又は

Ａ-３Ｆ及びＡ-３Ｈとし、横向姿勢による完全溶込み溶接部の超音波探傷検査は

全数とする。

④ 鋼種と溶接材料の組み合わせによる入熱及びパス間温度の管理値は、②の範囲内

で「別記２」による。

① 鉄骨溶接構造の　３階以下　の建築物（延べ面積５００㎡以内，高さ１３ｍ以下

かつ　軒高さ１０ｍ以下のもの）である。

② ４００Ｎ級炭素鋼で板厚１６ｍｍ以下の鋼材である。ただし、開先加工を施さな

い通しダイヤフラム、ベースプレート及びノンダイヤフラム形式柱梁接合部の厚

肉パネルの鋼種及び板厚は「別記１」による。ベースプレート及びノンダイヤフ

ラム形式柱梁接合部の厚肉パネルの鋼種及び板厚は「別記１」による。

③ 作業条件は原則下向姿勢，溶接技能者の資格はＳＡ-２ＦかＡ-２Ｆとする。ただ

し、横向姿勢を用いる場合、溶接技能者の資格はＳＡ-２Ｆ及びＳＡ-２Ｈ又は

Ａ-２Ｆ及びＡ-２Ｈとし、かつ溶接管理技術者は溶接管理技術者２級又は鉄骨製

作管理技術者２級あるいは管理の実務を資格取得後３年経験した２級建築士の資

格保有していること。また、横向姿勢による完全溶込み溶接部の超音波探傷検査

は全数とする。

④ 鋼種と溶接材料の組み合わせによる入熱及びパス間温度の管理値は、②の範囲内

で「別記２」による。

Ｊ

別記１ 開先加工を施さない通しﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ,ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ及びﾉﾝﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ形式柱梁接合部の

溶接方法

CO2ｶﾞｽｼｰﾙﾄﾞｱｰｸ溶接

低水素系被覆ｱｰｸ溶接

低水素系以外の被覆ｱｰｸ溶接

鋼　　種 板厚 備考

400N級炭素鋼

(SS400を除く。)

TMCP鋼*1

SS400

490N級炭素鋼

(TMCP鋼を除く。)

400N級炭素鋼

490N級炭素鋼

400N級炭素鋼

75㎜以下

50㎜以下

50㎜以下

40㎜未満

32㎜未満

25㎜未満

*1：国土交通省大臣認定品

かつ降伏点325N級の鋼材

鉄骨溶接構造の４００Ｎ、４９０Ｎ及び５２０Ｎ級炭素鋼で板厚６０ｍｍ以下の

③

別記２ 入熱・パス間温度

鋼材の種類

400Ｎ級炭素鋼

(STKR,BCR及び

BCPを除く。）

490Ｎ級炭素鋼

(STKR及びBCPを

除く。）

520Ｎ級炭素鋼

400Ｎ級炭素鋼

(STKR,BCR及び

BCPに限る。）

490Ｎ級炭素鋼

(STKR及びBCP

に限る。）

注)ロボット溶接の場合、(一社)日本ロボット工業会による建築鉄骨溶接ロボットの型式認証条件に従うものとし、

 　別記２はロボット溶接には適用しない。

別記３　予熱管理

①溶接方法、鋼種及び板厚の組み合わせによる予熱温度は、下表による。

CO2ｶﾞｽ

溶接方法

ｼｰﾙﾄﾞ
ｱｰｸ溶接

低水素系
被覆ｱｰｸ
溶接

低水素系
以外の被
覆ｱｰｸ溶接

400N級炭素鋼

490N級炭素鋼

TMCP鋼*1

SS400

520N級炭素鋼

490N級炭素鋼

(TMCP鋼*1を除く。)

規格

(JIS Z)
溶接材料

3312

3313

3211

3214

3315

3312

YGW11,YGW15

YGW18,YGW19

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

引張強さ570MPa

以上のものを除く

引張強さ570MPa

以上のものを除く
G490AOU-CCJ

G490AOU-NCC等

入熱

(kJ/cm)

パス間温度

(℃)

40以下

30以下

40以下

30以下

350以下

450以下

350以下

450以下

40以下 350以下

YGW11,YGW15

YGW18,YGW19

30以下 250以下

40以下 350以下

3313

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

30以下 250以下

40以下 350以下

40以下 350以下

引張強さ570MPa

以上のものを除く

引張強さ570MPa

以上のものを除く
G490AOU-CCJ

G490AOU-NCC等
3315

3214

3211

3312

3313

YGW18,YGW19

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

30以下 250以下

3312
YGW11,YGW15

YGW18,YGW19

30以下

40以下

250以下

350以下

3313

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

30以下 250以下

40以下 350以下

3312

3313

YGW18,YGW19

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

30以下 250以下

鋼　　種

400N級炭素鋼

(SS400を除く。)

490N級炭素鋼

(TMCP鋼*1を除く。)

520N級炭素鋼

SS400

400N級炭素鋼

(SS400を除く。)

板　　厚　(mm)

t＜32 32≦t＜40 40≦t≦50 50＜t≦75 75＜t≦100

予熱なし 予熱なし 予熱なし 予熱なし １００℃

予熱なし 予熱なし 予熱なし
１００

℃

予熱なし 予熱なし 予熱なし *3 *3

－ － 予熱なし 予熱なし

予熱なし 予熱なし １００℃ １００℃
１００

℃

予熱なし １００℃

予熱なし 予熱なし
１００

℃
*3 *3

－ －

*2 *3 *3 *3

*3 *3 *3 *3 *3

注)*1:国土交通大臣認定品かつ降伏点325N級の鋼材「板厚は40mm超え100㎜以下」

　 *2:板厚25㎜以上に適用する。

　 *3:当該部の溶接を運用する場合は、予熱温度設定のための事前検討方法を適切に定める。また、当該部を運用しない

　 　 場合はその旨を明記する。

②予熱は上表予熱温度以上、200℃以下で行うものとする。予熱の範囲は溶接線の両側100㎜を行う

　ものとする。

③板厚と鋼種の組み合わせが異なる時は、予熱温度の高い方を採用する。

④板厚100㎜超の溶接及び大電流溶接などの特殊な溶接では、施工試験等により有害な割れが発生

　しないことを確認し予熱条件を定めるものとする。扱いは「*2」に準ずる。

⑤気温（鋼材表面温度）が鋼種400N級鋼の場合は0℃以上、鋼種490N級鋼以上の高張力鋼の場合は

　5℃以上で適用する。気温-5℃未満では溶接を行わないものとする。気温-5℃以上0℃（又は5℃）

　以下で溶接する場合は別途適切な処置をとる。

⑥湿気が多く開先面に結露の恐れがある場合は40℃まで加熱を行う。

⑦拘束が大きいことが予想される場合は、上表より約40℃高い予熱温度を適用する。

⑧鋼材のJISの炭素当量で0.44を超える場合は予熱温度を別途検討する。

Ｒ

TMCP鋼*1

       厚肉ﾊﾟﾈﾙの鋼種及び板厚

大臣認定品

0.45S14T超高力ボルト□

MBLT-0113

MBLT-0100

JIS B 1186

MBLT-0080

MBLT-0101

MBLT-0064

他

他

他

他

他

JIS規格・認定番号 等

TSC295□

各仕様書による□

各仕様書による□

小梁 SN490BSN400BSS400 SM490A□ □ □

小口塞ぎを設けず密閉とならない鋼管の内部

剛接合梁の梁ー梁接合部小口部分□

□

HDZT 56：厚さ2mm以上の素材  、 HDZT 63 ：厚さ3mm以上の素材

HDZT 70：厚さ5mm以上の素材  、 HDZT 77 ：厚さ6mm以上の素材

※溶融亜鉛めっきは日本溶融亜鉛鍍金協会加盟会社工場にて行うこと。

溶融亜鉛めっきの膜厚さは、 JIS H 0401 にて、検査すること。

BCR295□

１００

℃
１００

℃
１００℃

１００

℃

１００

℃

１００℃１００℃１００℃

１００

℃

１００

℃

ＪＦＥグループ

□ □高炉メーカー 電炉メーカー

円
形
鋼
管

丸一鋼管（株）日鉄建材（株） ＪＦＥグループ
ＳＴＫＮ

□ □（株）大阪特殊鋼管製造所 佐々木製罐工業(株)

鋼材

製造 □ □ □

S-002

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■ ■

　　　　　　　　19φ（H = 150）・　　φ（H =   ）

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■ ■

■

■

■

■

■

■

■

■ ■

■

■

□□

□

■

■

■□

□

□ □

□

□

□

□

□

■□

□

■

■

□ □ □

■

■

■

□ □

構造特記仕様書(2)



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09
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(ｲ)

T
TT

2

12
2

1

T1

2 1

2.5
1

(b) ルート間隔Ｇの［　］内の数値は、炭酸ガスアーク半自動溶接に適用する。

(a) 構造設計仕様による。

(b) 適用範囲は、鋼材を用いる工事に適用し、かつ鋼材の厚さが40㎜以下のものとする。

(c) 社内検査結果の検査報告書には、鉄骨の寸法、精度及びその他の結果を添付する。

(a) 鉄骨製作及び施行に先立って「鉄骨工事施工要領書」を提出し工事管理者の承認を得る

(b) 鋼管部材の分岐継手部の相貫切断は、鋼管自動切断機による

(c) 高張力鋼のひずみ矯正は、冷間矯正とする

(a) 溶接技能者

(b) 溶接機器

(c) 溶接方法(特記無き限り下記による。）

(d) 仮付位置

仮付溶接
裏はつり側にする。

開先面

(e) 裏あて金

(f) 裏はつり

　　突合せ溶接における両面溶接は、原則として裏はつりを行う。裏はつりにおいては、

　　おいて完全溶け込みが得られる場合は、裏はつりを省略してもよい。

(g)不等厚部材の継手

　　　（但しクレーンガーダーの場合は(ﾛ)を採用する事）

(ﾛ)

Ｔ －Ｔ　≦１０ Ｔ －Ｔ　＞１０

(h)すみ肉溶接の端部は、まわし溶接とする。

(i)スカーラップの形状及び大きさは、原則として下記による。

(j) エンドタブ

(d) 突合溶接の溶接棒は日本製を使用すること。

(e) 隅肉溶接の溶接棒の生産国は特定しないが監理者の承認をえること。

(a) 特記なき限り、本標準図はアーク手溶接及び炭酸ガスアーク半自動溶接に適用する。

    健全な溶接部分が現れるまではつり取った後、裏溶接を行なう。ただし自動溶接に

    クスタブ・セラミックスタブを配し溶接を行う。

    発生しないよう十分注意して溶接すること。

r1

r1 3
5

r2 r1

7
0

3
5

r1=35
r1=15

４５°

r1=35

r2=10

(ｲ) 工場溶接

(ﾛ) 現場溶接の下フランジ部分

(ﾊ) ノンスカラップ工法

    ノンスカラップ工法を採用する場合、監理者の承認を受ける。

(k) 突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強

　　”突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル”による

　　発行:(社)鉄骨建設業協会他　出版:㈱鋼構造出版

フラックスタブ・セラミックスタブ

始端・終端部

フラックスタブ・セラミックスタブ

裏あて金

(ｲ) 交流アーク溶接機 300A～500A (ﾆ) 炭酸ガスアーク半自動溶接機

(ﾎ) 溶接電流を測定する電流計

(ﾍ) 溶接棒乾燥器(ﾊ) サブマージアーク溶接機１式

(ﾛ) アークエアーガウジング機(直流)

(ｲ) 社内検査結果の検査報告書には、鉄骨の寸法、精度及びその他の結果を添付する

(ﾛ) 完全溶込み溶接部の仮付溶接は必ず裏はつり側に施工する

(ｲ)組立て溶接は溶接の初,終端,遇角部など用度上,工作上問題となり易い箇所は避ける

良仮付不良良仮付不良

　　材質は母材と同質材料とし厚さは手溶接で6㎜、半自動溶接で9㎜以上とする

　　溶接技能者は施工する溶接に適用するJIS Z3801(手溶接)又はJIS Z3841(半自動溶接)の

　　溶接技術検定試験に合格し引き続き、半年以上溶接に従事している者とする

　　アーク手溶接　　　ガスシールドアーク半自動溶接

  ・突合せ溶接部、および部分溶込み溶接の両端には健全な溶接ができるように、フラッ

  ・フラックスタブ・セラミックスタブを使用する場合、初層の始端・終端部に溶接不良が

  ・AW検定合格者又はエンドタブ溶接技能者が行うこと。

共　通　事　項

(1) 標準図

(2) 材料及び検査

(3) 工作一般

(4) 溶接接合

(c) 本標準図において、※印の部分はＴ／４以上、最大１０mmまでのすみ肉溶接を付加する。
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溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

Ｔ≦６

溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

Ｔ≧６

溶接姿勢

Ｔ≧１６

Ｆ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

Ｔ≧６

溶接姿勢

Ｔ≧１６

Ｆ

Ｔ≧６

Ｆ溶接姿勢Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢

Ｔ≧１６

Ｆ溶接姿勢

Ｔ≧６

Ｆ溶接姿勢

溶接姿勢 Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢 Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢 Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢 Ｆ

Ｔ≧６

溶接姿勢

６≦Ｔ≦１６

Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

６≦Ｔ≦１６

溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

６≦Ｔ≦１６

溶接姿勢 Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ
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1 3
2

D =

(T-R)

(T-R)1

D =

裏

当

金

無

し

裏

当

金

使

用

溶 接 基 準

す

み

肉

溶

接

フ

レ

ア

グ

ル

｜

プ

溶

接

突

き

合

わ

せ

溶

接

1.

Ｔ＞１６

α1

TR
S
S

S
S

S=T/3

R=T/3

T

S

S

S

溶接姿勢

下向 F 立向 V 横向 H 上向 O

記号凡例

Ｔ　：Ｔ形　継手

Ｂ　：突合せ継手

Ｌ　：かど　継手

１　：片面溶接

２　：両面溶接

Ｆ　：すみ肉溶接

ＦＬ：フレア溶接

隅肉溶接のサイズ及び長さ

T

S

16mmを超える板厚のサイズは、上記の式により決定する事。

5 6 7 8 9 10 11 12 13

106 7 8 8 9 10

14 15

11

16

126 6 6 6

4.52.3 3.2

3.5 4.8

隅肉溶接長さ

設計図書(図面及び仕様書)に示す

断続隅肉溶接長さは、右記の有効

長さ(L)とし、隅肉のｻｲｽﾞ(S)の

１０倍以上とする。ただし、有効

長さは、ﾋﾞｰﾄﾞの始点(La)及びｸﾚｰ

ﾀｰ(Lb)を除いた部分の長さとする。

α：自然開先かつ４５°以上
Ｔ：バンドプレートの厚さ

α

T
3

T

12以上7

1～3

機械仕上（100S）

機械仕上（100S）

4

４５°

FB-12x32

３５°
7

19

裏板の加工要領

5

（脚長約５）

梁
せ

い

（
一
般

部
）

AA

（Ｔ＜５０）

PL-16x16

60ﾟ

0

1～4

30ﾟ

仕口部

0 9

Ｔ／２

一般部

T T

2

Ａ－Ａ　断面

CE
S

1.
5D

1.
5D

柱幅:Ｄ

（
仕

口
部
）

CES

t1 t2 a b

5025
28

25

３２～５０

２２～３０

板厚の中心

ダイアフラム

梁フランジ
最大厚の

b

t2

a

t1
t2

（部分溶込溶接と完全溶込溶接の境界）バンドプレート

溶接姿勢 Ｆ．Ｖ 溶接姿勢

ボックス柱（現場溶接）

Ｆ．Ｖ 溶接姿勢 Ｆ．Ｖ

（サブマージアーク溶接） エレクトロスラグ溶接

そ

の

他

3

(通しダイヤフラムの場合）・ＢＯＸ型

・ 型

断面

2
5
以
上

25以上

ガス抜き

スカラップ部分は
回し溶接する

28mm 以上の場合 30mm 以上

柱板厚が

内ダイヤフラム

内ダイヤフラム

通しダイヤフラム

スカラップ部分は
回し溶接する

平面詳細図

断面図

断面図

平面詳細

28mm 未満の場合 25mm 以上

1
0
0
以

上

φ=20

は溶接と添板の内

側板に注意のこと

断面図

内ダイヤフラムにスカラップ

内ダイヤフラムの場合は柱
の角のＲに接しないこと。

は設けないこと。

ガス抜き

φ=20

（スカラップを設ける場合は

　　監理者の承諾を得ること）

柱面から3t以上離すこと。

(t:柱厚)

t＞柱フランジのプレート厚

θ=75°～105°

θ
フランジが柱のＲに
接しないこと

ｔ

内ダイヤフラム

・Ｈ,ＢＨ方式

  及梁成が異なる場合
・柱が途中で折れる場合

大梁が斜めの場合

 2018.07.07  改訂

特記による。

シーリングビード

S-003 鉄骨造 溶接標準図



S-004

フカシ主筋 D13@200

－

－

15

 2025.12.1  改訂

地中梁の主筋、スタッドボルト(スタッドジベル)による、納まりに注意する

　   測定値を提出の上、再検討を求めること。２本以上 L
ベース下の施工を慎重にする

注1) 基礎・地中梁の配筋は、杭芯ずれ距離に関わらず、構造設計者に

地
中

梁
D

1,8501,7101,5801,4401,3101,13099086072059045045d
L≧150mm

コンクリート打設1,6401,5201,4001,2801,1601,00088076064052040040d50以上
100＜e　     監理者の指示による。かつ 撤去後

1,4401,3301,2301,1201,02088077067056046035035d150以上 ▽BPL下端  0＜e＜100　増打ち　d：0L≧横線間隔＋50mm
1,2301,1401,05096087075066057048039030030d か

つ
2D
以
上

のコンクリートを打設すること。 40
D以

上

　　　②継　手　　①定　着　　２）柱、梁の出隅部分鉄筋は、　印をいう。（重ね継手の場合） d2d11,03095088080073063055048040033025025d
周辺固定液を撤去し基礎と同強度（７）溶接金網の定着と重ね継手°、90°折曲げであっても4d以上でよい。　　 　 135 82076070064058050044038032026020020d d：増打ち(mm)d

4 基礎底レベルまで杭内の固結した　　１）片持スラブ上端筋の先端、壁の自由端に用いる余長は、 62057053046044038033029024020015015d e：杭偏心距離(mm) 頂部補強筋
２）ＰＨＣ杭、ＰＲＣ杭又はＳＣ杭の杭頭処理　　　特殊な鉄筋継手を使用する場合は、監理者の承諾を得る。 注1)41038035032029025022019016013010010d 鉄骨柱B

e4 根巻形　　③特殊継手 330310280260240200180160130110808d・副スタラップ・最上階柱４隅 e
3 取付とする。(認定番号　NSRB-0058）

25023021020018015014012010080606d・幅止め筋・スタラップ・煙突の主筋 L1 埋込み長さh：角形鋼管：2.5B以上,H型鋼：2.0B以上補強筋と杭頭との接合は、Ｊ開先付異形棒鋼をNewＪ-ＢＡＲ溶接にて
2101901801601501301101008070505d　キャップタイ・副フープ　（基礎梁を除く） ２） 杭リスト記載の杭頭補強筋とする。d

3 柱型フープ
17016014013012010090807060404d・Ｕ字形スタラップの・フープ・柱及び梁の出隅部分 0.2L1かつ150mm以下 （２）ＳＣ杭
D41D38D35D32D29D25D22D19D16D13D10鉄筋径 e2e1

°90°135°180
(mm)　　　ｂ．あき重ね継手（スラブ筋、壁筋のみ）

補強筋と杭頭端板との接合は、スタッド溶接とする。 ▽BPL下端※ 杭芯ズレが生じた場合は下図に倣い基礎寸法を変更する。鉄筋の余長、重ね継手長さ及び定着長さの換算表設計図に特記の有る場合以外は、下記鉄筋の末端部にフックを設ける。 埋
込

み
長
さ
h

地
中

梁
D

柱型主筋杭リスト記載の杭頭補強筋とする。　　(注)　フック付きの場合も同様とする。
（１）ＰＨＣ杭又はＰＲＣ杭余

長

1） D41 0.5L1程度0.5L1以上D
・杭頭補強筋5d 以上SD39090ﾟ L1L1L18

d
以
上

～

D16 溶接長 L=5dａ=0.3d溶接長 L=10dａ=0.3dd

ａ 2
0
d

2
0
d 杭３.余

長
5d 以上D41 dd 鉄骨柱B2

0
d

ａ1） ａ6d
以
上 埋込形D38

135ﾟ
4d 以上SD345 　　　ｂ.フレアグルーブ溶接(両面)　　　ａ.フレアグルーブ溶接(片面)　　　ａ．重ね継手のずらし方d ～

D19D SD295B 　　②重ね継手
柱型フープ4d以上余長 SD295A 　　④鉄筋の溶接形状 ※：杭頭必要埋込み寸法 フカシ部はかま筋D 3d 以上D16 以下180ﾟ 　　(注)　鉄筋径の差が7mmを超える場合は圧接してはならない。

d φ
柱型主筋(注)ａ＞φの場合は、監理者の指示を受ける。1.1d以上

鉄筋径鉄筋の種類 内径（Ｄ）図曲げ角度 地
中

梁
D

b.杭が２本以上となる場合　　　　　それ以外は、壁・スラブ開口補強に準ずる。d/4以下θ＞８０゜ d/5以下1.4d以上

L2　　　　　を避けて配筋できる場合は補強不要とする。　　①端部（フック形状） コンクリート止メ板d dd dθ

1
.
5
φ

　　　　　配筋間隔以下、または鉄筋を緩やかに曲げることにより開口（４）鉄筋の折曲げ形状および寸法 150 ※ ▽BPL下端※　 基礎フーチングもズラすこと。圧接面圧接面以下mm3 圧接面 基礎下端°45 ▽スラブ天端 補強フープ □-D10@100※ e寸法以上の杭芯ズレが生じた場合は杭芯＝基礎芯となるように a

　　　ｂ．壁、スラブ　　　ｂ．ガス圧接形状 補強フープフカシ主筋3-D16400以上

　２．＊印は粗骨材によって間隔が決定されたものを示す。
鉄骨柱B

杭偏心距離e：(      )mm
の場合を示す。mm　１．上記の表は、粗骨材最大寸法25 露出形カゴ筋D10注1)

（梁の場合もこれに準ずる）　　　ａ．ガス圧接のずらし方（注）

(１) 鉄骨構造 RC柱型（４）杭頭が所定の位置より深く止まった場合　　①ガス圧接継手 　　　　　　　　フープと同径とする108100938477665853504643P
（６）鉄筋の継手 　　　：フープ：　 型とし、設計図による 15d15d6257534844383332323232ａ ****

20
d 補強筋：縦筋：2-D104643403633282521181411D1 ≦
1
5
0

D19 @200D16 @200D16 @200D16 @200D16 @250D16 @250縦　筋 柱５.
　　３．端部にフックを設ける場合はJASS5に準拠すること。 位　置：主筋にあたらない箇所とする鉄筋径 D41D38D35D32D29D25D22D19D16D13D10 1000φ800,900φ600,700φ450,500φ300,350,400φ114.3～406.4φ杭　径2

0
d　　２．D35以上の鉄筋は、杭主筋を除き重ね継手としない。 　　　：アウトレット(mm) 8dはかま筋

　　１．径の異なる鉄筋の重ね継手長さは、細い鉄筋の呼び名（ｄ）による。　　　数値の間隔　P=ａ+D1（D1:最外径）
ａ D1D1

　（注） 　　　ａ．柱　　　３）ａ=1.5d（d:鉄筋の呼び名の数値） イａ.一本杭の場合 縦筋(L形フック) D

　　※２ 梁主筋を柱へ定着する場合、Laの数値は原則柱せいの3/4倍以上とする。　　　２）ａ=1.25 x 粗骨材最大寸法 　承諾を得ること。 8d

　　※１ 柱に取付く梁の引張鉄筋の定着長さは40dと上記表の大きい値とする。 　方法を変更する場合は、監理者の　　③杭基礎　　　得て、下記要領を参考に補強を行う。mm　　　１）ａ=25 イ の拡大図※上記による配筋方法が困難で補強(片持小梁・片持ｽﾗﾌﾞを除く)
　　　部分は可とする）やむを得ず、埋込みとする場合は監理者の承諾を　　　鉄筋相互のあきは下記のうち最大のものとする。 余長6d以上P 加工要領図Dが1500を超える場合(ﾊ)梁・ｽﾗﾌﾞ上端筋の梁内折曲げ定着(ﾛ)梁主筋の柱内折曲げ定着(ｲ)直線定着長さ °フック135
　　　原則として、柱・梁には埋込みは設けないこと。（但し、打ち増し（３）鉄筋の最小間隔とあき (束ね又は2重巻き)

内フープ：□-D13@100 (４) せいの高い梁のあばら筋L (L形フック)とする。　　③アウトレット（スイッチボックス等）の補強L3 コーナー縦筋
外フープ：□-D13@100

余長 連動させるか、梁内で重ね継手

連続端では下端筋の1/2以上は (束ね又は2重巻き) 梁
幅LbLa 内フープ：□-D13@100 柱L2又はL3 （注）　　　　　３）　L≧1.5φ ハ

ン
チ

250以下L2L2
かぶり厚さ 外フープ：□-D13@100 40以上 2-

D1
6

外フープ：□-D13@100外フープ：□-D13@100　　　　　２）　L≧粗骨材最大寸法ｘ1.25 L2L2以上20d20d40d50d21

2
0
d

　　　　　１）　L≧25mm　  　が10mm以上ある場合をいう。 25
d

20d20d40d45d24 27SD390 縦筋(L形フック)
6～835d40d 　　　ｅ．配管相互のあきは、下記のうち最大のものとする。　６．仕上げありとは、モルタルやタイル等の仕上げで、合計仕上げ厚さ 30 33 36 15d20d 25d25d

12-D16L2L2以上 15020d20d40d45d18　５．柱梁主筋のかぶり厚さは、1.5d以上とする。

20d20d35d40d21 　　　ｄ．配管のコンクリートかぶり厚さは、30mm以上とする。　４．上記のかぶり厚さは、溶接金網にも適用する。 150mmSD345 20d 梁幅ハンチ ハンチ35d40d 15d20d24 27 かつ c.連続端b.外端  　　いても、最小かぶり厚さを確保する。
30d35d30 33 36 15d15d

杭頭補強筋 (３) 水平ハンチの場合のあばら筋加工要領　　　ｃ．配管外径（φ）は、スラブ厚さの1/4以下とする。　３．ひびわれ誘発目地部など、かぶり厚さが部分的に減少する箇所にお 10d
40d45d18 15d20d

　　　　スラブ筋の継手可能位置を示す。　２．最小かぶり厚さは、上記の値-10mmとする。
15d15d35d40dSD295B 21

　１．かぶり厚さとは、最外側鉄筋面からの寸法とする。
※2 直線定着はLaかつ0.75D以上とする。15d15d30d35d24 27SD295A

C,DB,AB,CA,D （３）杭頭の基礎への埋込み深さがH=200mm以上の場合（注） ※1 上端筋の定着は、やむを得ない場合上向きとすることができる15d15d30d35d30 33 36 長辺方向短辺方向
Ly　     （50<W/C≦55）の場合など。 床スラブ 15d15d(N/mm ) 小 梁 L bL aL 2L 1 Lx／4 Lx／42 屋根　２）高耐久とは、住宅性能表示制度における劣化対策等級3 L

x
／
4

（鉄筋の最小あき寸法）ａL 下端筋継手範囲※2※1 上端筋継手範囲上端筋継手範囲150 ａ－ａ断面DAD　１）軽量コンクリートの場合は、10mm増しの値とする。 鉄筋の種類 設計基準強度 L 3下 端 筋一般 L2長さ 投影定着長さ L
x CBCコンクリートの ≧L2重ね継手 定　着　の　長　さ基礎・擁壁 D13@2008070 D13@200

15d15d部分 縦筋・横筋L
x／

4

1） DADLx／4Lx／4布基礎の立上り部分 L
2L2 15d15d（５）鉄筋の定着および重ね継手長さ(フックなし) L1埋め込み配管土に接する 6050 Ly／2Lx／2 D16@200 ａａ柱・梁・床スラブ・壁 スラブ筋 L

2

梁幅　　　ａ.耐圧スラブ筋の余長及び継手位置　　２）ＳＤ390の場合は、径によらず折曲げ内径を最小でも5d以上とする。擁壁 6050

※
1

　　　ｂ．雨がかりとなる外壁には配管を打込まない。　　　　採用の場合は監理者の承諾を得る。 L
2仕上なし耐力壁 ※
1

L
26050 （継手範囲)

L2屋　外 20d20d L2D16@200　　②ベタ基礎（FS：耐圧スラブ）　　１）（　）内はＪＩＳ規格値に定めた最小折曲げ内径（D）を示し、仕上あり梁 5040
※2※2 lo/4lo/2lo/4部分

　　　　　30mm以上確保する。柱 5040屋　内
（5d 以上）土に接しない lo DD　　　　(注)　一般の場合はかま筋は基礎厚さが800以上に設ける。　　　　　位置決めは、配管直交鉄筋に結束し、平行する鉄筋とのあきをD41仕上なし 1）非耐力壁 5040 内 端 部外 端 部

7d 以上屋　外 D SD390
　　　ａ．埋め込み配管は極力少なくし、かつダブル配筋の内側に設ける。仕上あり床スラブ 2）4030 （２）基礎と基礎梁の納まり

主筋 SD345 D38 L1以上 (２) 布基礎、べた基礎の場合(定着、継手)（4d 以上）4030屋　内屋根スラブ
1）基礎梁などの SD295B 基

礎
厚
さ

6d 以上～ 　　②壁およびスラブ内の電気配管高耐久●　基本仕様 D192） 4
0
d

d構　造　部　分　の　種　類 壁、スラブ SD295A
設計かぶり厚さ L2 L2柱、梁 （3d 以上） L2(mm) 15d15d　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の打ち増しとする。（２）鉄筋のかぶり厚さ D16 以下 1）90°以下

5d 以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、土側に厚さ（　　）mm 2

0
d

はかま筋 4
0
d

L1壁筋
　　　ｃ．土中部の打ち増し　　　　　　：土に接する部分の柱・梁・壁 8d15dD 4d 以上D19 以上

スラブ筋 SD345 　　　ｂ．床モノリシック工法の打ち増し：（　　）mmとする。 ない場合ある場合 L
2L
2（継手範囲)スパイラル筋 はかま筋のはかま筋のSD295B L2 ※

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　打ち増しとする。 15d 15d ※
1スタラップ lo/2 lo/4lo/4SD295A 3d 以上D16 以下 　　　　　b.偏心する場合　　　　　ａ.一般の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外部側に厚さ（　　）mmのd はかま筋

lo ※2※2フープ 内 端 部外 端 部　　　ａ．外壁の打ち増し　　　　　　　：外壁を形成する柱・梁・壁は、
DD鉄筋径使用箇所 鉄筋の種類 内径（Ｄ）曲げ角度 図

　　①直接基礎　　①コンクリートの打ち増し　　　鉄筋の断面表示は下記の記号による。 　偏心する場合

(１) 独立基礎、杭基礎の場合(定着、継手)（１）基礎スラブ筋の納まり（８）その他　　②中間部（ベンド）（１）鉄筋の表示記号

地中梁４.基礎２.一般共通事項１.

鉄筋コンクリート造配筋標準図その１

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08鉄筋コンクリート造 配筋標準図(1)
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連結筋
　　　※は、大梁の場合Ｌ２と読み換える。 　※小梁の接合部は腹筋を通さなくてもよい。

l o
PP 　　（注） （注）　２）連結筋は6φ@1,500かつ各階２箇所以上とする。　２．P1,P2,P3は設計図によるフープのピッチを示す。 lll o／62･ o／3o／6２）

A20d20d　１）Ｐは１－（３）鉄筋の最小間隔による。　１．仕口部分には、副フープを入れなくてよい。 B設計図表示 水平定着としてよいP A-A矢視１） 斜めあるいは1／2B（注） 3030 ※
（７）きかし筋（二段筋） 1

0
d

L3 *※※ 3030

1
0
d

15d15d
lll o／4o／2o／4 L

2　　　ない場合は、打ち増し補強筋を配筋する。
腹筋

150@
P
1

　　　b.単スパン梁の場合　１）壁が取付く80以下の打ち増しで、壁内筋が柱主筋内定着となら A捨て筋を流して結束
斜めに定着とする 　　二線溶接工法などの採用には、監理者の承諾を得る。（７）腹筋の納まり

ll oo
　（注）　　　ａ.一般の場合:設計図による・ａ＞300 lll lllo／47･ o／12o／6 o／4o／2o／4

:※印はD16・80＜ａ≦300 （注）つり上げ筋：スタラップ同径、２本巻とする。　　②梁への定着5
0以

下

ａ300 20d20d20d20d梁 2
0
d :補強筋不要・ａ≦80

1）

※※ 但し、ＳＲＣの場合は全数通し配筋としてよい。※@300 P以下P以下P以下連続端外端 連続端 8
d@P1Ｙ方向梁 打ち増し部梁上端より50以下とする。 柱 @P@P@Pａ ※※※※ ※印の梁の主筋は半数以上を折曲げて定着させる。 打継ぎ@

P
1

第１フープは 3
0
0

15d15d15d15d
つり上げ筋

　　（注）llllll o／4o／2o／4o／4o／2o／4 L
1

L
12
0
d

6
dD10@200 6
d梁 L2=L2+5d梁下端より50以下とする。 　　　ａ.連続梁の場合 *5

0
以
下

Ｘ方向梁 第１フープは L
2Ｘ方向梁 ※柱 (柱コンクリ－ト面)300ａ 第１スタラップ*

o/4+15dl o/4+15dかつD+（　　）dl 6d

（６）柱打ち増し部補強筋 つり上げ筋L2L2
端部カットオフ長さ（下図※）は、下記とする。@

P
1

　　　場合は下記の配筋も可とする。　　②小　梁 ※※ P以下L25
0
以
下

@P 　　　基礎梁も原則として①一般形状の場合によるが、梁せいの大きいLC
LC

※1 直線定着はLaかつ0.75D以上とする。=Ｌ2 + 5dＬ2 　　③基礎梁の場合l o＊
Ｌ2 〔一般階〕 〔最上階〕lll o／4o／2o／4の鉄筋は同径のフープ2本重ねとする。イ

梁上端より50以下とする。 15d15d

@
P
2

第１フープは 　　　d.片持梁と連続する場合 (柱コンクリ－ト面)Ａ
イ D 第１スタラップ　※　※2本重ねとし@100 以下とする。
イ

※1第１フープe＞D/6 注：1.5D の範囲の柱のフープは、同径のフープ （６）スタラップの割り付け5
0
以
下

D20d20d L2=L2+5d L2* D
D40

0

L2L2D L2※

③柱脚で斜材となる l o l o e e 6
d

6
d

6
dL2=L2+5dL2 e *lll o／4o／2o／4 L
2lll o／4o／2o／4 ａL2L
1 L2@
P
2

6d *D 15d15dD 20d20d ａeD L2L2 e 突合せ溶接**ee L2※ D L2D e5
0
以

下

 ※ ※※※ L2 L215d L2 ＤＢ ＣＡCLCL Dフープをダブル掛けとする。 ※1※1
15d15d CL15d15d上側の柱主筋の絞り位置は柱絞り Ｌ2 〔最下階〕〔一般階〕〔最上階〕端部 端部中央1.5D梁筋の交差部とする。 DD 　　　特記なき限りＢ、Ｃのうち　　　　　とする。

@
P
3

※柱筋の絞り位置は、柱筋と
　　②副スタラップ形状　　①大梁、基礎梁 e＞D／6の場合Ｌ2 PＬ

2

1.5D P
　　② e／ａ＞1／6の場合　　① e／ａ≦1／6の場合第１フープ PＬ

2

＊

P5
0以

下

o/4+15dl o/4+15dかつD+（　　　）dl 　　　　　場合は破線の配筋も可とする。＊ P （５）ハンチ梁P 　　　(注)直行梁の梁筋と干渉しないＬ2イ
端部カットオフ長さ（下図※）は、下記とする。 DDフープをダブル掛けとする。

（注）下端筋は曲げ下げ、水平定着としてもよい。（２）梁筋の余長柱筋と梁筋の交差部とし、 Ｌ
2

e@
P
3

e

柱筋の折曲げ位置は、 ＊
イ L2=L2+5de

*e

l o 50以上 ※②柱幅と斜材幅が異なる①柱幅と斜材（柱又は梁）幅が同一 ll o／2l o／6o／6 L
2L2L2拘束フープ□－Ｄ１３

〔水平くい違いの場合〕〔鉛直くい違いの場合〕 *（５）斜め柱・斜め梁（３）フープの割付け
以下

L2100 以下 CL　　　b.単スパン梁の場合 e≦D／6の場合
100 ll 2・ o／315d2・ o／315d

　　　c.段差のある場合 ll oo 出る場合4d以下の場合CL
　　　もよい。 形式の場合よりフックがからの余長※が〔最上階〕〔一般階〕ll oo 置きスラブスラブ下端スラブ上端 　　逆梁の場合　　　フックを付けなくて 150以上150以上 　　　２．べた基礎など地反力を受ける基礎小梁の定着も同様とする。llll o／2o／4o／4o／2 ll o／4o／6L

2 　　②一般の梁と連続しない場合2）
　　　取れる場合は、先端 6

d

6
d

　　　１．折り曲げ起点は柱中心線をこえた位置とする。
　　　　（下記の場合、タイプA、B、Cとする）突合せ溶接6d

　　　ａ.連続梁の場合　２）直線定着でL2以上 　　（注） ※1 直線定着はLaかつ0.75D以上とする。L2
タイプＢ タイプＤタイプＣタイプＡ 基端先端 　　３．タイプ D、Eを使用できない例CC LL

（小梁）
L2L2　　　特記なき限り　タイプ　　　　　  を使用する。　　　から立上げる。 タイプＥL

2
以
上

1
0
d

　　②副フープ形状　１）柱筋はベース筋 L
2 L21
0
d

1
0
d

以下以下 L2　　 得る。 1001
） l o l2・ o／315d100 l2・ o／315d

l ol o　　 フープの配筋方法など鉄筋工事施工計画に盛込み監理者の承諾を lll o／4o／2o／4
〔最上階〕〔一般階〕L2L25

00 　　４．スパイラルフープを採用する場合は、ピース分割・柱脚部・中子 ※1※1

H
o
／
2

　　①一般の梁と連続する場合 8
d8
d°フックの場合　 6d　　 　 　    135 DD

〔ベタ基礎、布基礎〕〔一般の場合〕 （４）片持梁°フックの場合　12d　　３．※印は  90 タイプＤ
6dH

o 6d
　　　b.基礎梁の定着　　２．タイプＥの仕口部はタイプ　　　　　   　　を使用する。1

5
d

　　１．フックの位置は上下同一の箇所に集中させない。 l o ED
〔垂直断面〕lll o／4o／2o／4 　　　　　とする。（右図参照）　（注）H

o
／
4

4
0
0
以
上

D:柱幅 　　　　諾を得る。　　　　　中間折り曲げ扱いでテール長10d以上
※1 同径・同ピッチ

　　　　が限定されるため、使用する場合は部位別に計画し、監理者の承　　　　　確保できる場合でも柱中心線をこえて　　２）タイプＣは大臣認定品とする。L
2L
2 腹筋と2d 2dD 　　　　打設する場合でも、スラブレベル差、スラブ開口などで適用範囲　　　３．柱幅が大きくて、直線部だけでＬ２が　　　  片面溶接10dとする。（右図参照） タイプＣ L5dL 片持梁

　　　　しがスラブにより防止できる場合に用いてよい。 スラブと同時　　　　　者の承諾を得る。　　１）タイプＢのＬは両面溶接5d、 L1

50
0

〔水平断面〕溶接 　　２．下図タイプ D、E（キャップタイ形式）は、90Dフックの開き出　　　２．下端筋を下向き定着とする場合、監理l o 1
0
d
以
上

フレアグルーブ
e＞Ｄ／６ lll o／4o／2o／4 　　　　ない場合は、交互配置とする。　　　　　とする。 L2 L 　　下端筋Ｌ３

1
5
d

　　１．タイプＡのフック位置は、スラブ側に設ける。スラブが取付か　　　１．折り曲げ起点は柱中心線をこえた位置 先端小梁 Ｌ：上端筋Ｌ２H
o CL

　（注）　　（注）
柱幅が大きい場合 　　　d.先端小梁の外端部片持梁への定着H

o
／
2

タイプＢ
L2=L2+5dDH

o
／
4

*4
0
0
以
上

※1
　同径・同ピッチ）

L3（梁スタラップとl o L
3L
2 の添え巻きの添え巻き ※1 直線定着はLaかつ0.75D以上とする。 　　２）Ｃは大臣認定品とする。 2d2d拘束筋L
2 L2ll Do／4o／4D1.5巻き以上1.5巻き以上D 打ち増し部分を示す。 5d* LL

2 　　　  片面溶接10dとする。（右図参照）cm30   以上cm30   以上

4
0
0以

上

50d以上かつ50d以上かつ
L2L2 　　１）Ｂの溶接長さＬは、両面溶接5d、※ L25

0
0

L2CLD 拘束筋
dd ※ ※d 〔最上階〕 フレアグルーブ溶接d

　　　c.打ち増し部への定着
e≦Ｄ／６ D6d

ll o／4o／4 DタイプＡHo 重ね継手末端部重ね継手末端部

端部中央端部 　　　eは水平くい違いの場合にも準ずる。
BL2タイプＥ（スパイラルフープ）

　　（注）　少ない位置を優先とする。 L2 L3
40d

LH
o／

4

以上B／2　端部、中央で主筋本数が異なる場合は、主筋本数のd L2 B L36d ※1L （注） 溶接eL
2
以
上

L2溶接6d 突合せ溶接フレアグルーブe 6d
突合せ溶接フレアグルーブ 　　　　　　　　　　　基礎小梁は　タイプ CL

〔一般階〕 〔最上階・一般階〕 e Ａ CBタイプＢ タイプＤタイプＣタイプＡ 　　　　　　　　　　　基礎梁は　　タイプ 2）1）2）1） e

フックを付ける。 外端部の場合 連続端部の場合　　　　　　　　　　　小梁は　　　タイプ L2柱頭の４隅には
設計図による。 　　　ａ.梁の定着　　　特記なき限り　タイプ　　　　　  を使用する。 L2　　　特記なき限り　　大梁は　　　タイプ 　　　特記なき限り　　タイプ　　　　　  　を使用する。Ｌ２以上とれない場合は、

　　①柱への定着　　①フープ　　　　　　主筋の継手可能位置を示す。 e＞B／6の場合e≦B／6の場合 　　①スタラップ形状　　　　　　主筋の継手可能位置を示す。
　　　b.段差のある場合（３）定　着（４）フープの形状（２）柱筋の余長・定着および継手位置 （８）スタラップ形状（１）梁筋の継手位置

梁６.

鉄筋コンクリート造配筋標準図その２

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08鉄筋コンクリート造 配筋標準図(2)



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08S-006

2700≦a＜3000 ： 8段

2400≦a＜2700 ： 7段

2100≦a＜2400 ： 6段

1800≦a＜2100 ： 5段

1500≦a＜1800 ： 4段

1200≦a＜1500 ： 3段

1000≦b＜1200 ： 6本

※スリットにて、柱・梁に断面欠損を生じさせないこと。

20以上垂れ壁

腰壁・垂れ壁

水平スリット

部　位 ）mmａ（

20以上かつ壁有効高さの1/100以上鉛直スリット

－

鉄筋コンクリート造配筋標準図その３

 2025.10.20  改訂

(mm)

D41D38D35D32D29D25D22D19

108

62

100

57

93

53

84

48

77

44

66

38

58

3332

53P

ａ

主筋径

幅止筋 D10@1000 とする。

Ｙ方向主筋

Ｘ方向主筋

Ｘ方向主筋

Ｙ方向主筋

下主筋

上主筋

一段筋

二段筋

二段筋

一段筋

]型筋

a,b≦70 :補強筋不要

（１３）主筋の配置

鉄骨柱

※ ]型筋の鉄筋径及びピッチは梁スタラップに準ずる。

ロ 受け筋：]型筋(径・ピッチは梁スタラップに同じ)

イ 補強筋：D13@200以下

ａ
L
2

L
2

スペーサー(例)

2.0ｍ程度毎に入れる。

P P

ａ

P

P

（１２）２段筋のあき及びスペーサー

L
2

200以下
イ

ロロ

イ

（１１）スラブ勾配による梁増打補強

※ スタラップ幅：(梁幅－２Ｘかぶり厚さ－柱主筋径)

２.スターラップの幅の加工は、柱主筋径分狭めた寸法とし、下式による。

(注)

１.梁幅(Ｂ)は、柱外面からとるものとする。

※

梁幅梁幅

※

（断面）（平面）

（１０）柱面と梁面が同一になる場合の納まり

　１）壁が取付く80以下の打ち増しで、壁内筋が梁主筋内定着と

　　　ならない場合は、打ち増し補強筋を配筋する。

800≦b＜1000  ： 6本

600≦b＜800   ： 5本

450≦b＜600   ： 4本

300≦b＜450   ： 3本

900≦a＜1200  ： 2段a＞300　      ： D19

フカシ主筋

1）

600≦a＜900   ： 1段

　　　D**：梁の腹筋と同径

フカシ腹筋(2-D**)

70＜a≦300    ： D16

鉄骨造地中梁の場合

L2

ａ
L
2

L
2

L2定着 L2

b

ａ
L
2

L
2

50

cａ

腹筋

]型筋

a

フカシ主筋

腹筋

a

b

]型筋 L
2 a

腹筋

b

L
2

フカシ主筋

c 下部打ち増し

フカシ主筋

フカシ主筋 b
30d

b 側部打ち増しａ 上部打ち増し

（９）打ち増し補強

L2定着

cbａ
L2

L2 L
2

L2

L2

ａ

印は打ち増し部を示す。

炭酸カルシウム発泡体
炭酸カルシウム発泡体

注：　最下階の補強は外壁のみとする。

（地下階を除く）

Ｌ
2

°45

最下階

最上階扱いとする。

セットバック部分も

5-
D1
3

5-D13

２）多スパンの場合

°45

Ｌ
2

5-D13
最上階

5-
D1
3

最下階

１）１スパンの場合

（６）壁の斜め補強筋

補強筋共通事項

補強筋

P

断　　面

P
P

P
P

　４．P≦125の場合は補強筋不要。

　３．Pは壁筋のピッチを示す。

　２．適用箇所は設計図による。

　　　同径・同ピッチで配筋する。

　１．補強筋は壁の縦筋・横筋とは別に、

（注）

（５）戸境壁等の頂部補強要領

L2

L
2

L
2

L2

横筋は

補強筋

　通し配筋とする。

外部となる階

3000 3000

h
o

D10 @200

D13 @400

D13 @400

D10 @200

D13 @400

※補強筋は溶融亜鉛メッキ又はエポキシ樹脂塗装仕上げとする。

特記による特記による

D13 @400

11F～

11F～15階

5F～10階

1F～4階

水平スリット鉛直スリット

　・補強筋間隔

シーリング
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　　　　（イ）打継目地となる場合　　　　（ア）打継目地と不連続の場合

　　　b.水平スリット

シーリング

補強筋 （防錆処理） 補強筋

シーリング
（防錆処理）

耐火材

耐火材
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ａａ

屋 内

屋 外

屋 内

屋 外

　　　ａ.鉛直スリット

　　①完全スリット型（伏図・軸組図に　印で表示）

　　　細について監理者の承諾を得る。

　　　スリット材は既製品とし、種別、部位ごとに使用製品及び施工詳

　　　構造目地の箇所・種別は設計図書による。

（４）構造目地

　　かぶり厚さ※を確保する。

　（注）

　　１）充填材は躯体と同強度以上の無収縮モルタルとする。

　　　●目地部に充填を施す　　　○打設t/4打ち増しとする

　　②耐震壁に誘発目地を設ける場合

　　２．パラペットおよび外部手摺も含む。
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　　　　20％以上とする。

　　　　場合にも、収縮目地の断面欠損率は、打ち増しを含めた壁厚の

を超えるmm　　１．内目地を設けられない場合および打ち増し厚が20

　（注）

　　　法は、打ち増しを考慮して選定すること。

　　　目地部においてもかぶり厚さを確保する。使用するスペーサの寸

　　　外壁収縮（誘発）目地ピッチは、縦目地3000程度に設ける。

　　①外壁収縮（誘発）目地

（３）誘発目地　　⑤土圧壁筋（ＲＷ）の定着及び継手位置

　　　ａ.梁への定着

　　に留意する。

　　が、約１mごとに耐圧スラブの上端まで下げるなど鉄筋位置確保

　　地下外壁の外側鉄筋※の基礎梁への定着長さは、規定長さでよい

　　（注）

　　　　　　　　壁筋の継手可能位置を示す

　　　b.土圧壁（ＲＷ）の継手位置

（２）壁開口補強

　　①開口補強筋の定着

　（注）

　　１．e≦200の場合は、破線（　　）で示した補強筋は不要とする。

　　２．壁厚が150でダブル配筋の場合は、斜筋不要とする。

　　３．150x150以下の開口部については、縦横筋は開口部

　　　　をさけて割付けた場合、補強筋は不要とする。

　　②ひび割れ防止筋（内壁・外壁共）

目地

b.誘発・構造目地ありの場合ａ.誘発・構造目地なしの場合
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ひび割れ防止筋を示す。
　（注）

　　１．ひび割れ防止筋は開口補強筋とは別に配筋する。

　　２．ひび割れ防止筋は、壁筋と同位置に配筋する。径 Dnは壁筋と

　　　　同じとする。交互配筋の場合は太い径とする。

　　３．ひび割れ防止筋は、壁筋のピッチ125以下の場合不要とする。

　　４．ひび割れ防止筋は、監理者の承諾を得て、既製品等を用いるこ

でダブル配筋の場合は、既mm　　　　とができる。（但し、壁厚150
　　　　製品の使用は不可とする。）
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　　　１）縦筋は乱継ぎにしなくてもよい。（土圧壁は除く）

　（注）

　　１．柱・梁側80以下の打ち増しがある場合で壁内筋が柱・梁主筋内

　　  　定着とならない場合打ち増し補強筋を配筋する。

　　②非耐力壁の隅角部、交差部の定着

　　　ａ.シングル配筋の場合

　　　b.ダブル配筋とシングル配筋の場合

　　　c.ダブル配筋の場合

　　③スラブへの定着

　　④壁端部の定着

　　　ａ.耐力壁（ＥＷ,ＲＷ）の場合
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　　①柱・梁への定着
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位置
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1.5D

小　梁

Ｄ／３以下

大　梁

不　可

l

Ｄ／３以下

梁貫通補強９.

（１）梁貫通孔範囲

　　①貫通孔範囲及び貫通孔径

　　　ａ．大梁の場合

　※印の寸法はD／4かつ200以上とする。

　　①貫通孔補強要領

（２）梁貫通孔補強要領

D＜450
貫通孔径

（人通孔）

＜600

450≦D

400≦φ＜500

500≦φ＜800

250≦φ＜300

φ≦50

150≦φ＜200

300≦φ＜400
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100＜φ＜150
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梁　成
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＜900＜750
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φ≦Ｄ／３　または　φ≦Ｄ／４とする。
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1）

1）

　　１）　       のとき    （シングル）とする。
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φ φ
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※

1.5D

※

　　　ｂ．小梁の場合

lo

　※印の寸法は200以上かつスリーブ補強筋の

1.5D

B C

　　設計かぶり厚さを確保できる寸法

BA

※

※

　　②貫通孔間隔

斜　筋貫通孔径 横　筋 s.t.p s.t.p 備　考孔上,下側

　Ａ，Ｂは下表の補強による。

　　②既製品による補強

　　　Ａ，Ｂを既製品により補強を行う場合は、補強要領および計算書を

　　　監理者に提出し、承諾を得る。

　　　（コーリョー建販：ダイヤレンＮＳ）

　　　（テイエム技研　：MAX ウエブレン）

　　　（栗 本 鐵 工 所：スーパーハリー）

　　　（丸　井　産　業：MAX リンブレン）

左記若しくは同等品を使用する。

φ

（　定着要領　）
D φ
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横 筋 孔下スタラップ

φ

側スタラップ

斜 筋
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D

側スタラップ
孔上スタラップ

φ
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D

C

　　③在来工法による補強

　　　　以上とする。

　　１．側スタラップは、一般部スタラップと同径・同組数ダブル巻き

　（注）

　　②小開口が連続してあく場合

2-Dm

2-Dm

2-Dm

3)

L2

L

孔と孔のへりあき100以上

2

L

2

2

L

　２．Bが700以上の場合は設計図による。

　　　た場合、補強筋は不要とする。

　１．150x150以下の開口部については、スラブ筋は開口部をさけて割付け

（注）

　　　って切られる鉄筋と同じ鉄筋を開口をさけて補強する。

　３）設備の小開口が連続してあく場合は縦、横、斜補強筋とは別に開口によ

　２）Dmは切断するスラブ筋の最大径とする。

　１）本数は上下筋総数とする。
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C:片持スラブの入隅部補強

A:出隅部補強

B:片持スラブの出隅部補強

　　①補強要領

　　②スラブ補強筋共通事項

C:片持スラブの入隅部

c
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b

c

c ≧ ｍａｘ（ａ，ｂ）
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ａ c

b
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出隅受け部
柱・梁にL1定着する。

c
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B:片持スラブの出隅部
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5
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P P
P P

P

補強筋

A:出隅部断面

補強の定着方法

L2
直線定着でも可

（注）

　１．Pはスラブ上端筋のピッチを示す。

　２．P≦125の場合は補強筋不要。

　３．補強筋はスラブ上端筋と同径とする。

上端

下端

1
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80

（注）

　１．誘発目地ピッチは、3,000程度とする。

　２．片持スラブの出寸法の変わる場合は、その位置に設ける。

　３．コンクリート手すりのある場合には、ある部分とない部分の境に設ける。

（７）片持スラブ誘発目地仕様

（６）スラブの出隅入隅部補強（各階共通）
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増築予定10.
増築時の鉄筋継手工事を考慮して配置する

(２)地中梁(１) 柱、梁

2x(n-D16)

S.T.P.

凡　　例

斜　　　筋

孔上下

□-D13x2巻

配　　筋

横　　　筋

S.T.P.

4x(n-D22)

□-D13@100

側 φ

□-D13x2巻

n-D16

□-D13x2巻

n-D22

n-D16

n-D22n-D22

n-D22

　配筋の表示

（３）梁貫通補強の既製品

  提出し、承諾を得る。

（注）使用製品の選定については、補強要領および計算書を監理者に

・スターレン

・ニューパワーレン

・MAXリンブレンK型

・ハイウェブレン

・スパーレン

・ウェブレン

・スーパーハリー

・MAXウェブレン

　　ｂ．鉄筋コンクリート用棒鋼を加工した既製品

　　ａ．高強度棒鋼を加工した既製品

　・マイティーハリーⅢ

　・ダイヤレン

　・リバーレン

　・ダイヤレンＳ

既製品は、大臣認定品及び日本建築センター評価品の下記とする。

将来増築予定のコンクリート増打ち部分は、
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８. スラブ

（１）スラブ筋の余長及び継手位置

　　　　スラブ筋の継手可能位置を示す。
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（２）定　　着

（３）スラブ段差部の納まり

　　① e≦ 50の場合

　　　特記なき限りタイプAとする。

　　　タイプBを適用する場合、監理者の承諾を得る。

　　　なお、折曲げ加工は工場にて行なう。（後曲げ不可）
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　　② 50<e≦300の場合

　　　ａ.上下筋片方は直線定着できる場合

　　　b.上下筋とも折曲げ定着となる場合

　設計図による。

　　③ e＞300の場合

　　２）斜め定着としてよい。

　　１）補強筋はD13かつスラブ筋位置を保持できる主筋径とする。

（段差端部の補強筋定着要領）

イーイ断面

（４）土間コンクリート

間仕切壁との交差部

D13

D
D

50300

D13@200

（５）スラブの開口補強

　　①開口と開口のへりあきが200程度以上の場合
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斜め筋位置

　　２．スラブ筋のかぶり厚の確保はスペーサー（@800以下）による。

　　１．折り曲げ起点は梁中心線を超えた位置とする。

　（注）

打ち増し部分を示す。
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　スラブ筋以上とする。
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直線定着でもよい
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　　①周辺固定スラブ

コンクリート工事における指示事項11.

　コンクリート工事施工計画書の作成においては、設計および施工条件の

　考慮とともに下記項目に留意する。（詳細についてはJASS5による。）

（１）運搬および打込み・締固め

　　できるだけ品質の変化が少ない運搬方法とし、打込み・締固めは均質

　　かつ密実に充填され所要の強度耐久性を有し、有害な打込み欠陥部の

　　ない構造体コンクリートが得られるよう行う。

　　ａ．練混ぜから打込み終了までの時間は、外気温25℃未満で120分

　　　　以下、25℃以上で90分以下とする。

　　ｂ．運搬および打込みにおいて、水を加えてはならない。

　　ｃ．先送りモルタルはコンクリートと同等以上の強度とし、先行水と

　　　　共に品質低下した部分は廃棄する。

　　ｄ．自由落下高さはコンクリートが分離しない範囲とする。

　　ｅ．打込み強度は良好な締固めができる範囲とし、打込み中の打継ぎ

　　　　時間はコールドジョイントが生じないよう、先に打込まれたコン

　　　　クリートの再振動可能時間以内とする。

　　　　（外気温25℃未満で150分、25℃以上で120分）

　　ｆ．棒型振動機は打込み各層ごとに用い、下層に先端が入るよう鉛直

　　　　トが浮くまで加振する。

　　　　に挿入し、挿入間隔は60cm以下とし、コンクリート上面にペース

　　ｇ．打込み後は天端ならしを行い、沈み・粗骨材の分離・ブリーディ

　　　　ング・プラスチックひび割れ・沈みひび割れなどの欠陥は凝結終

　　　　了前にタンピングなどにより処理する。

2

　　　　を行う。

　　ｄ．硬化初期に有害な振動や外力を受けないように、周辺作業の管理

　　　　保温養生など有効な養生を行う。

　　　　がある場合は、打込時のコンクリート温度を低く抑えると共に、

　　ｃ．水和熱によりコンクリート内外温度差が25℃以上になるおそれ

　　ｂ．打込み後、5日間以上コンクリートの温度を2℃以上に保つ。

　　　　所要強度発現まで散水・噴霧などにより湿潤に保つ。

　　　　/ｍｍ とする。これより前にせき板を取り外す場合は、その日数2

　　　　および標準で5日または10N/ｍｍ 以上、長期で7日または15Ｎ

　　ａ．湿潤養生期間は普通ポルトランドセメントでは計画供用期間短期

（２）養生

（３）打継ぎ

　　ａ．打継ぎ位置は、梁・スラブではスパン中央付近、柱・壁ではスラ

　　　　ブ・梁の上端または下端とする。

　　　　リート打込み前に散水などにより湿潤にしておく。ただし、打継

　　　　ぎ面の水は、コンクリートの打込み前に高圧空気などによって取

　　　　り除く。

　　配置する。バーサポートおよびスペーサーの種類は、コンクリート製

　　・鋼製とし、側面に限りプラスチック製を使用してもよい。

　　バーサポートおよびスペーサーの材質および配置に関しては、JASS

　　5表11.4を標準とし、計画する。

（４）かぶり厚さの確保

　　設計かぶり厚さを確保するため、バーサポートやスペーサーを適所に

　　ｂ．打継ぎ面はレイタンスや脆弱なコンクリートを取り除き、コンク
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 2025.10.20  改訂

鉄筋コンクリート造配筋標準図その４

D≧1,000 D13

・ひび割れ防止対策

クラック対策として鉄筋コンクリート床、鉄筋トラス付捨て型枠床範囲の

鉄骨大梁上と主柱廻りには下記の補強筋を配すること。

400mm以上

400mm以上

補強筋

補強筋

10
0m
m

大梁上の補強 柱廻りの補強

40
d

柱 柱

※ 合成スラブ範囲のひび割れ防止補強は各標準図に準ずること。

大梁上：D13@200

中　柱：2-D13×4

側　柱：3-D13×2

注1)

注1) 鉄筋トラス付き捨て型枠床範囲の梁上ひび割れ補強筋ピッチは、デッキ

     の敷設方向によって主筋・配力筋それぞれのピッチとそろえること。

S-007 鉄筋コンクリート造 配筋標準図(4)



（イ） □ ２５０以下、φ２６７．４以下、H２５０以下の場合

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.08

○無収縮モルタルパッド用又は普通モルタル

ベースプレート

裏当金

裏当金

※開先形状は参考

（柱端部に開先を設ける）

Ｂ

本工法の設計・施工は、鋼構造設計規準、鉄骨工事技術指針、建築工事標準仕様書 ＪＡＳＳ ６ 鉄骨工事、建築工事標準仕様書・　

注意

JIS Z 3312 又は JIS Z 3313に従い選定する

JIS Z 3211（旧JIS Z 3212）に従い選定する（低水素系）

３０≦ｔｍ≦７０ｍｍ

寸　法

ベースプレート

https://www.senqcia.co.jp/ＵＲＬ

開先はＭＣ-ＴＬ-１Ｂ、ＧＣ-ＴＬ-１Ｂによる

札幌 　ＴＥＬ　０１１-７０８－１１７７

東北 　ＴＥＬ　０２２-２１３-５５９５

本社 　ＴＥＬ　０３-４２１４-１９３２ 関西 　ＴＥＬ　０６-６３９５-２１３３

中部　 ＴＥＬ　０５２－５８２－３３５６

関東 　ＴＥＬ　０２７-３２２-９４１１

北陸　 ＴＥＬ　０７６-２３３-５２６０ 九州　 ＴＥＬ　０９２-４５２-０３４１

中四国 ＴＥＬ　０８２-２４０-１６３０ ！
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センクシア株式会社

柱下端
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柱
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柱下端

ベースプレート

柱

Ｈ

3
5

7

2

。

ハイベースNEO工法設計施工標準

（１） ベースプレート・アンカーボルト・ナット・座金・定着板

（大臣認定取得材）

エコタイプ、高強度柱適用タイプのベースプレート上ナットはエコナットを使用する。

降伏比 ７０％以下

メートル並目

アンカーボルト

設　　　　計

ねじの種類

規　格

SN490B
備　考

ベースプレート
エコタイプ

１． 材質

-

BCJ評定

大臣認定 １． 溶　接　材　料

※　柱とベースプレートの溶接は完全溶込み溶接

２．ベースプレートの鉄骨柱への取付け

ベースプレート周辺のモルタル幅（ｅｍ）

中心塗り部分モルタルの厚さ（ｔｍ）

被覆アーク溶接

ガスシールドアーク溶接

基礎柱形

ＳＭ４９０Ａ

-

ＪＩＳ　Ｇ３１０６

座　金

メートル並目

強度区分5

（六角ナット）

ナット

ＪＩＳ　Ｂ１１８１ＨＡＢ

ＳＳ４００

圧延鋼材）

ＪＩＳ　Ｇ３１０１

定着板

（一般構造用

-

工場加工

各　部　名　称

ｅｍ≧３０ｍｍ

柱モルタル

Ａ

ｅｍ

ｔｍ

同解説 ＪＡＳＳ ５ 鉄筋コンクリート工事、およびハイベースNEO工法設計ハンドブックに準拠する。

３．ベースプレート下面モルタルの標準寸法

（ハイベースNEO工法は、Ｓ造及びＣＦＴ造に適用）

８．鉄骨建方

（ロ） □ ３００以上□７００以下、φ３００以上φ７１１．２以下、

（ハ） □ ７５０～□１２００、φ７５０～φ１０１６の場合

７．中心塗り部分モルタル施工

ベースプレート

１．アンカーボルトの設置、無収縮モルタルの充填、これらの施工は、センクシアが定めた認定業者が行うこと。（日本建築センターの評定で義務付けられています。）
２．アンカーボルト及びナットは加熱、溶接、加工は絶対に行わないでください。

溶接部の検査を行う場合は、超音波探傷検査による。

（２） 溶接部に割れの入った場合には、割れの入った両端から
（１） 有害な欠陥のある溶接部は削除して再溶接する。

探傷は柱フランジ側から行う。

５０ｍｍ以上、はつり取り再溶接する。下部定着長さLt

上
部

定
着

長
さ

L
t

アンカ－ボルト

基礎柱形主筋

定着板

４．基礎柱形主筋の定着長さ（最小値）

６． 検　　　　査

方　法

中心塗部分モルタル及び後詰めモルタルの養生

a

a

Ｄ

基礎、基礎ばりコンクリ－トの強度以上となるよう養生期間を確保すること。

１５０ｍｍ ≦ ａ ≦３００ｍｍ　かつ柱寸法 Ｄ以下

注入方法はヘッド圧工法による。

ハイベース工法無収縮モルタルＮＸ-２０００、又はクイック３

３００ｍｍ ≦ ａ ≦５００ｍｍ　

中心塗部分モルタル

後詰めモルタル

６．基礎コンクリート打設

５．鉄筋配筋・型枠の立込み

自立できる形式とし、

捨てコンクリートに固定する。

アンカーボルトの設置は

４．アンカーボルト据付（#）

鋼材の種類、板厚により必要に応じて適切な予熱を行う。

５．溶 接 施 工 一 般

対辺ごとに溶接

予　熱

１

柱フランジ

ｅｍ

４

２

ｅｍ

３

設置精度の

アンカーボルト

アンカーボルト

角形鋼管

4
0
m
m

３．組 立 溶 接

40mm

基準高さよりの誤差eh

－３ｍｍ≦eh≦10mm

Ａ
±

ｅ

ｅ≦３ｍｍ

Ａ±e

アンカーボルト

平　面 レ ベ ル

定着板

アンカーボルト

たてアングル

ピンアンカー

アンボンドスリーブ

上部形板

現 場 施 工

備　考

（自動ロボット溶

不良溶接部の

　　 　補正

余　盛
裏当金

ベースプレート

柱

A

B

溶接余盛はベースプレート側A点から

うに施工する。

2

イ
プ

タ
コ

BCJ評定-ST0059（エコタイプ、高強度柱適用タイプ）

-

（一般構造用

定着板

ＪＩＳ　Ｇ３１０１

圧延鋼材）

ＳＳ４００

※３

※２

ＨＡＢ

※３

ＪＩＳ　Ｂ１１８１

ナット

（六角ナット）

強度区分8 (一重ナット時）

強度区分5 (二重ナット時）

メートル並目

座　金

ＪＩＳ　Ｇ３１０６

-

ＳＭ４９０Ａ

※１

-

ベースプレート

備　考 ＳＮ４９０Ｂ同等

規　格

アンカーボルト

メートル並目

降伏比 ７０％以下

（大臣認定取得材）

エコタイプ（ＥＢ型式、ＥＭ型式、ＥＨ型式）,高強度柱適用タイプ（KB型式）

Ｇタイプ（ＧＢ型式、ＧＭ型式、ＧＨ型式）
※２ ※２

TMCP鋼

-

TMCP325B,C

※２ ※２ ※２

メートル並目

エコナット
※２

大臣認定取得材

-

※４

○日本建築学会「ＪＡＳＳ ５ 鉄筋コンクリート工事」に適合する普通コンクリート

（２）ベースプレート下面のモルタル

○設計基準強度は、Ｆｃ＝１８～３６Ｎ／ ｍｍ

ＪＩＳ　Ｇ ３１１２「鉄筋コンクリート用棒鋼」に定められる、熱間圧延異形棒鋼

ハイベース工法無収縮モルタルＮＸ-２０００、又はクイック３およびこれと

　（NX-２０００及びクイック３は使用不可。）

鉄　　　　筋

コンクリート

部分モルタル

中 心 塗

（３）基礎・基礎ばり

後　詰　め

モ ル タ ル

２

２． アンカーボルトのセット寸法

アンカーボルト

４本タイプ ８本タイプ

アンカーボルト

アンカーボルト

１２本タイプ

ベースプレート

上端

アンカーボルト
８本タイプ４本タイプ

アンカーボルト
１２本タイプ
アンカーボルト

標準寸法 ｔｍ=50ｍｍ 許容範囲

許容範囲 eｍ≧２５ｍｍ

４．本 溶 接 の 手 順

高さに準拠する（Ｇタイプ）。

余盛高さは、柱接合突出部形状に対応

４．建て入れ直し用のワイヤをアンカーボルトにとらないでください。

施工完了後、ハイベースＮＥＯ工法のチェックシートに工事記録を記載する。

１．捨てコンクリート打設

柱脚部の捨てコンクリートの厚さは９０ｍｍ以上とし、表面は平滑に仕上げる。

２．墨出し

３．アンカーボルト搬入（#）

（架台の形状は異なる場合あり）

アンカーボルトは隙間がないよう確実に

９～１０．モルタル注入枠設置（#）

アンカーボルト締付確認（#）

していることを確認。

１１．モルタル注入枠取り外し

エ

アンカーボルト設置例

施工時は、ねじ山が最低３山

・Gタイプのアンカ－ボルトは二重ナットを標準としていますが、一重ナットでも適用可能です。
・一重ナットとする場合は、コンクリ－トに埋め込む等のゆるみ止め処置が必要です。
　（一重ナットとする場合は、センクシアにご相談ください。）
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・コンクリートによる被覆を行わない場合は、二重ナット等のゆるみ止め処置が必要です。

・エコタイプ、高強度柱適用タイプのアンカ－ボルトはシングルナットとしておりますので、

はベースプレート台座厚さを示し、ハイベースＮＥＯ型式によって変わります。
ａ寸法は設置誤差を考慮した設計時の最小寸法です。
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幅
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二

エコナット

高 対
角

３ 表中のエコタイプ上段はEB、EM型式のアンカーボルト4本タイプ、※

　ゆるみ止め処置としてコンクリートスラブで被覆してください。

110 400
600 800

580
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925720
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-

M56

61

-

M48M36

50

70

M42

57

5345

44

M24

38

38-

M30

Ｇタイプ孔径

エコタイプ

87

M64

-

79

M72

-

ねじの呼び

ベースプレートのアンカーボルト孔径

ベースプレートの形状・寸法は、ハイベースＮＥＯ工法設計ハンドブックを参照ください。

ベースプレート形状

ベースプレート形状

開先形状

開先形状

！ 注意

柱はベースプレートのフラット面に

アンカーボルト孔周辺に凹加工して

無収縮モルタルと接する面となります。

設置

目標値

エコナットの形状

Ho

Bo

Co φD1

座金の形状ナットの形状

H

C

B

tw

φd1

○強度はこれに接するコンクリートの強度以上

ＮＸ-２０００、クイック３は使用不可。

(#)：センクシアの担当範囲

（形板芯にて検査）

３．設置後のアンカーボルトのねじ部は打ちきずやコンクリートが付着しないようにねじ部の保護養生をしてください。

５．本資料以外の施工方法で行った場合、ハイベースNEOの性能が発揮できなくなります。

※３ Ｍ７２は細目ねじ　※４ 建築基準法第37条第二号に基づく国土交通大臣認定を取得した材料を使用　※５ 電炉材を使用する場合があります

コンクリートスラブ天端

　その場合、せん断耐力が変わる可能性がありますのでセンクシアにご相談ください。
・アンカーボルト上部には必ずエコナットを使用してください。通常のナットでは所定の性能が発揮できません。

板厚40mm以下の場合

板厚40mm超の場合

105
95 400

480 645
550

施工時は、ねじ山が最低３山ナットの外に出るように余長を確保してください。

はベースプレート台座厚さを

※※１

２ｔ

ａ寸法は設置誤差を考慮した設計

※２

上段はGB型式及びGM型式の場合、

※３

M24 324 105 10 29645 3619 42 256 44480

150
130

165
155

190
175

210
185

230
200

955
925

1110
1080

1270
1235

1470
1420

1660
1610

(1)ウェブの両面すみ肉溶接

(2)開先部の溶接

１パスごとに

全周溶接を行

(曲げ負担の場合は、
完全溶込み溶接とする)

H形柱の

溶接

エンドタブの取付とＨ形柱ウェブの

すみ肉溶接 ハイベース
ウェブ突出部

柱ウェブ

エンドタブ

スカラップ
（H形柱の場合）

組立溶接

40mm

組立溶接

円形鋼管 H形

40mm

組立溶接

円形鋼管 H形

を行う。

接の場合はこれ

によらない）

う。

取り付けてください。

いる面はベースプレート裏面であり、

H形柱用（EH型式）

角形鋼管柱用（EB型式） 円形鋼管柱用（EM型式）

H形柱用（GH型式）

円形鋼管柱用（GM型式）角形鋼管柱用（GB型式）

柱側B点へ向かってなめらかになるよ

し突き合わせ継手またはＴ継手余盛り

2

EB,GB,EM,GM,EH,KB型式 GH型式

　　アンカーボルト締付

締め付けを行う。

８．鉄骨建方

後詰めモルタル充填（#）

９．モルタル注入枠設置（#）

後詰めモルタル充填（#）

１０．アンカーボルト締付（#）

予備締め

ナット回転法による本締め

（30°回転、許容差：　　）+10°
-0

マーキング

ベースプレートと座金とナットが密着

スカラップ
（H形柱の場合）

注意！ 柱の溶接時にベースプレートとの組合せによってはベースプレートが溶接熱歪によって曲がることがあります。

ねじの
4本タイプ用 8本タイプ用 12本タイプ用

M24

厚さ 外径 内径

(mm)

長さ 幅

定着板（4本タイプ用）

定着板（8本タイプ用）
32 180 68 12 330 130 68

-16 70 27

16 90 33

19 100 39

22 120 45

25 140 52

28 160 60

9

12

16

33

39

45

52

60

76

68

45

52

60

180

215

240

270

305

65

75

85

95

110

225

260

295

340

375

85

95

110

130

145

M30

M36

M42

M48

M56

M64

M72

厚さ 厚さ内径 内径長さ 幅

td ad bd dd tt at bt dtts Ds ds

- - - - - - -

----

----

- - - 16 380 145 76

9

9

9

9

9

9

9

ｅｍ

定着板（エコタイプ、高強度柱適用タイプ、Gタイプ共通）

スリーブ

アンカー

示し、ハイベースＮＥＯ型式に
よって変わります。

下段はGH型式の場合の寸法です。

ナットの外に出るように余長を

時の最小寸法です。

確保してください。

呼び

(mm)

定着板（12本タイプ用）

t
s

D
s

d
s

t
d

b
d

ad

d
d

bt

dt

b
t

t
t

at

a
t

（大臣認定取得材）
ＨＣＷ４９０B

へりあき量は、ベースプレート外形寸法の０．１倍以上確保しなければならない。柱　　　　形

１００ｍｍ ≦ ａ ≦２００ｍｍ　かつ柱寸法 Ｄ以下

　　　 および H２５０以上の場合

※ベースプレートと柱のF値が異なる場合は、JASS6や各材質毎に定められた指針に従い溶接材料を選定する。　

基礎柱形上面の目荒らし・水洗いを行ってください。

同等以上の無収縮性モルタル 

およびこれと同等以上の無収縮性モルタル

※

※

※ センクシアが供給するものに限る

※ センクシアが供給するものに限る

TMCP385B,C

高強度角形鋼管柱用（KB型式）

４本タイプ
アンカーボルト アンカーボルト

８本タイプ

アンカーボルト
８本タイプ １２本タイプ

アンカーボルト

エコタイプ下段はEB、EM型式のアンカーボルト8本、12本タイプ及びEHタイプの場合の寸法です。

JIS G3136 

高強度柱適用タイプ

又はTMCP鋼
※４

M42

エコタイプ

高強度柱適用タイプ

柱
適

度
強
高

イ
プ

タ
用

・

1110840165 789 437534 65481842 4.5 6538 75M42

高強度柱適用タイプ

※3

※５

BCJ評定-ST0058（Gタイプ）

MSTL-0566 (Gタイプ用ベースプレート)

2025/10

ねじの種類

MBLT-0042～0044,0046,0228～0230 (アンカー用ボルトセット)

※１ 国土交通大臣認定（ＭＳＴＬ-0566） ※２ 国土交通大臣認定（ＭＢＬＴ-0042～0044,0046,0228～0230）

S-008 ハイベースNEO工法設計施工標準
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標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.08

MBLT-0042～0044,0046,0228～0230(アンカーボルト)
2025/10

BCJ評定-ST0058（Gタイプ）

MSTL-0566,0404,0180(Gタイプ用ベースプレート)

(
L
t
)

上
部
定
着
長
さ

下部定着長さ(Lt)

基礎天端

ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ下端

ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ天端

5
0 h
c

h

L
1

L

11001100

980

760

820

650

500

580

460

600

650

980

760

820

650

500

580

460

600

650

980

760

740

660

510

470

390

600

660

510

770

680

520

480

390

670

520

790

600

540

500

400

680

530

450

610

560

470

580

480

710

540

460

240

570

410

330

270

430

330

280

190

330

290

190

190

200

980

760

740

660

510

470

390

600

660

510

770

680

520

480

390

670

520

790

600

540

500

400

680

530

450

610

560

470

580

480

710

540

460

240

570

410

330

270

430

330

280

190

330

290

190

190

200

D16@7548-D291150D16@10028-D291150D16@7548-D291150D16@10032-D291150806 －1600以上20712808344673678-M64 6595440740900-64

1100D16@7548-D291150D16@10028-D2911001100D16@7548-D291150D16@10032-D291100659 －1600以上2101280810464346681053906908508-M64-64

8-M42

4-D16@100

4-D16@100

D16@150

D13@100

D13@100

D16@150

D16@150

4-D16@100

D13@100

56-D29

40-D29

28-D29

32-D25

24-D25

28-D25

20-D25

44-D25

32-D25

1500

1100

1050

1000

1000

1050

1000

1050

1000

4-D16@100

4-D16@100

D16@150

D13@100

D13@100

D16@150

D16@150

4-D16@100

D13@100

24-D29

20-D29

20-D29

20-D25

16-D25

16-D25

12-D25

20-D25

20-D25

1100

1050

1050

1000

1000

1050

1000

1000

1000

4-D16@100

4-D16@100

D16@150

D13@100

D13@100

D16@150

D16@150

4-D16@100

D13@100

56-D29

40-D29

28-D29

32-D25

24-D25

28-D25

20-D25

44-D25

32-D25

1500

1100

1050

1000

1000

1050

1000

1050

1000

4-D16@100

4-D16@100

D16@150

D13@100

D13@100

D16@150

D16@150

4-D16@100

D13@100

32-D29

24-D29

20-D29

24-D25

16-D25

16-D25

12-D25

28-D25

24-D25

1100

1050

1050

1000

1000

1050

1000

1000

1000 D13@10032-D251000D13@10020-D251000D13@10032-D25100024-D251000

475

317

923

817

580

498

419

408

339

190

180

－

－

－

－

－

－

－

1100以上

1100以上

1450以上

1300以上

1300以上

1100以上

900以上

1350以上

1200以上

150

138

192

162

152

131

109

192

163

840

840

1120

960

960

840

720

1120

960

492

375

824

594

467

340

270

495

386

198

133

458

306

217

133

90

187

129

294

242

366

288

250

207

180

308

257

12-M42

12-M56

12-M48

4-M56

4-M48

8-M48

8-M42

8-M36

60

48

69

55

45

36

29

69

56

－

100

85

75

70

65

100

90

－

450

－

558

－

400

350

370

－

650

470

680

660

450

460

470

－

680

690

720

700

700

680

670

680

660

790

800

860

830

830

790

760

820

790

-56

-42

-36

-48

-48

-48

-56

GB550-8

GB550-4

GB550-12

EB550-8-42

EB550-12-42
9～28

9～40
□550

センクシア株式会社 ＵＲＬ https://www.senqcia.co.jp/

・ハイベースNEO工法

鉄筋の定着長さ

Lt（mm）

Lt寸法は定着板上面より下表の定着長さを上下とも確保してください。

"L1寸法+最低40mm以上のかぶり"となる寸法を確保してください。

   Gタイプでコンクリートスラブに埋め込む場合、スラブ厚(hc寸法)は

b

b

杭がある場合は表中のh寸法に+100mm以上確保して下さい。

エコタイプはシングルナット仕様（コンクリートスラブに埋込）

Gタイプはダブルナット仕様(露出が標準)

L,L1,h,hc,b寸法、柱形主筋の定着長さ(Lt)

注)表中のh寸法は杭がない場合です。

GB500－8－42

EB350－8－36

D16@100

4-D16@100

4-D16@100

D13@100

D13@100

D13@100

D13@100

4-D16@100

D13@100
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D13@100

D13@100

D13@150
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D13@150

D13@150
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40-D29

28-D29
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16-D25
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32-D25
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28-D29
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12-D19
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8-D19
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8-D16
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1050

1000

1000

950

950

950

910

950

950

950

930

890

870

890

860

890

870

880

840

820

840

810
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820

800

790

770

740

790
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790

770

750

710

720
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660
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640

610

610

600

580

570
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D13@15016-D16500D13@1508-D16500D13@15016-D16500D13@1508-D16500

　　　あばら筋断面積がこれよりも小さくなる場合は<側・隅柱用>の鉄筋量として下さい。

　　　ハイベースNEO工法設計ハンドブックに従い、日本建築学会等の規準・指針に準拠した設計を行って下さい。

注 ５)部品の質量はアンカーボルト部品と形板を合わせた質量です。

注 １)   、 ゾーン分けについてはハイベースNEO工法設計ハンドブックの各型式の耐力線図を参照下さい。
注 ２)上記表内の<中柱用>とは、4方向から基礎梁が取り付いた状態を示します。この条件を満たさない状態については、<側・隅柱用>を御採用下さい。
注 ３)表中の鉄筋量は基礎立上がりのない場合（基礎梁天端と基礎柱形天端が一致する場合）の設計例です。立上がりがある場合、独立基礎の場合は、

注 ４)<中柱用>の鉄筋量は、基礎梁内のあばら筋を□450以下はD10@250、□500以上はD13@250として算定しています。 

鉄筋はD13,D16はSD295,D19,D22,D25はSD345,D29はSD390をご採用ください。 表中に無いサイズについても対応可能です。センクシアに問い合わせ下さい。

771

695

489

421

354

290

244

413

348

296

236

199

321

282

234

194

163

216

188

150

156

105

89.5

199

169

175

396

238

210

127

111

133

93.1

84.0

69.4

82.9

70.1

51.1

59.7

51.3

32.2

41.4

35.4

21.9

17.9

14.0

128

X10 kN・m/rad

回転バネ

3

定数
柱形  b柱形  b柱形  b

(mm)
帯筋主筋量

(mm)
帯筋主筋量

(mm)
帯筋主筋量

(mm)(mm)

(mm)

ゾーンゾーン
鉄筋の定着長さ

Lt（mm）

ゾーン

基礎柱形の設計例(Fc24) 　<　側・隅柱用　>

帯筋hc(mm)

ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾗﾌﾞ天端
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基礎柱形の設計例(Fc24) 　<　中柱用（4方向から基礎梁が取り付く場合のみを示す。)>　
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1100以上

900以上

1200以上
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600以上
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159
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117
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145

1120
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840
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409
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255
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312
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138
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122
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33
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15
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136
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102
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54
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40
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－

－

508

458

356

320

－

300

350
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－
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－
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－
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－
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－
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－

－

－

－
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510
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460
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270

270
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440
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540
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740
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4-M48
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8-M48
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8-M42
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4-M24
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GB500-12
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-36

-30
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-30

-24

-30

-36

-36

-30

-24

EB500-8

EB450-8

EB400-8

EB350-8

EB300-8

EB300-4

EB250-4

EB200-4

EB500-12-42

EB350-4-30

EB250-8-30

EB175-4-24

EB150-4-24

6～22

6～16

6～12

4.5～12

4.5～12

9～28

9～25

9～25

9～22

9～25

9～32

9～36

9～40

□300

□250

□200

□175

□150

□500

□400

□350

□450

H

エコタイプ

A
1C

t2

E

2t

F

C1

A

Gタイプ Gタイプ

E

F

t2H

C2

A

1C

ベースプレート形状

本工法の設計・施工は、鋼構造設計規準、鉄骨工事技術指針、建築工事標準仕様書ＪＡＳＳ６鉄骨工事、建築工事標準仕様書

同解説ＪＡＳＳ５鉄筋コンクリート工事、およびハイベースNEO工法設計ハンドブックに準拠する。

アンカーボルト８本タイプ

エコタイプ

2t

C1

A

2C

アンカーボルト４本タイプ アンカーボルト１２本タイプ

エコタイプGタイプ

E

F

t2H t2

C
1

2

C

A

3CC3

Gタイプ　：

エコタイプ：

A

C
2

1

C

アンカーボルト径

柱外形寸法

アンカーボルト本数

型式表示例

角形鋼管柱用

〈角形鋼管柱用 □150～□550〉

札幌　ＴＥＬ　０１１-７０８-１１７７

東北　ＴＥＬ　０２２-２１３-５５９５

本社　ＴＥＬ　０３-４２１４-１９３２ 関西　ＴＥＬ　０６-６３９５-２１３３

中部　ＴＥＬ　０５２-５８２-３３５６

関東　ＴＥＬ　０２７-３２２-９４１１

北陸　ＴＥＬ　０７６-２３３-５２６０ 九州　ＴＥＬ　０９２-４５２-０３４１

中四国ＴＥＬ　０８２-２４０-１６３０

（ハイベースNEO工法Gタイプは、Ｓ造及びCFT造に適用）

（ハイベースNEO工法エコタイプは、Ｓ造及びCFT造に適用） BCJ評定

大臣認定

BCJ評定-ST0059（エコタイプ）

（角形鋼管柱用□150～□550）

ハイベースNEO工法　各種寸法及び基礎柱形設計例 (Fc24の場合)

D13@15016-D16500D13@1508-D16500D13@15016-D16500D13@1508-D16500

1C1 4

ハイベースNEO工法　各種寸法及び基礎柱型設計例



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08
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杭種(杭径)

杭径

全長　3.0 m4P1

杭記号 本数
長期許容軸力

[kN/本]

328.2

鋼管杭　φ190.7　t=8.2　(STK490)　Dw=605.4

杭頭補強

N-ECSパイル工法(国土交通大臣認定工法　TACP-0691・GBRC 性能証明第19-24号　改3)

    構造設計者に測定値を提出の上再検討を求めること。

注) 杭の芯ズレ、高止まり、低どまりが生じた場合は、
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※

基礎コンクリートと同程度とする。

鋼管杭中詰めコンクリート　1:50

※　中詰めコンクリートの高さはメーカーの
パイルキャップ仕様による。
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杭頭補強筋取付要領図　1:50
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敷地配置図、地盤柱状図、杭伏図、杭リスト
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標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08
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※　梁上には基礎スラブ天端までフカシを設けること。

土間伏図 1:200

※　雷保護設備の環状接地極（銅線2.0x19）、垂直接地極を埋設できるように掘削を行うこと。
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図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯 2026.05令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事
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特記なき限り、P1=60, P2=60, e=40とする。

　鉄骨小梁リスト　

符号

B24

B20

符号

継手

A

A

接合タイプ

H-248x124x5x8

H-200x100x5.5x8

eP2P1
接　合　部使　用　材　料タイプ

GHTB 3-M16, GPL-6

P1e
e

(G.PLと同厚)

小梁

G.PL

Rib.PL

P1

Aタイプ

10ee

特記無き限り鋼種は SS400 とする。

特記なき限り鋼種は SN400B とする。大梁リスト

J30

符号
継手
符号

使 用 材 料

端　　部

G30

中　　央 端　　部

H-300x150x6.5x9

主柱リスト

階
符号

C1

柱脚 ハイベース　NEO EB250-4-24

1 階

□-250x250x9　(λ max=46.8)

4 階

3 階

2 階

特記なき限り BCR295 とする。

□-250x250x9　(λ max=44.0)

□-250x250x9　(λ max=36.2)

L-75x7x6

30

PL-9

300

避雷針支持管取付下地　1:10

30

300

17

25

12

40 230

1. 　　はグレーチング方向を示す。

4.　　　は、機械基礎を示す。

3.　　　は、コンクリート立上り壁を示す。

5.鉄骨部はオール溶融メッキとする。

2.継手位置は、柱芯より　500 の位置とする。

梁伏図は、特記なき限り下記とする。

12
0

3
0

JOINTリスト　1:30

主　　材

符　　号

断　　面

H-300x150x6.5x9

J30

15
0

290

フランジ

ウェブ

30
0

90
3
0

2PL-9x150x290

4PL-9x60x290

20
0

40 40
4040

10
60 60

特記なき限り鋼種は SN400Bとする。
高力ボルトはF8T とする。

SPL

SPL

GHTB

GHTB

290

4
0

40

16-M20

2PL-6x200x290

8-M20

φ19

大梁

符　　号

φ19

ピッチ (@)

200

備　　考 スタッド径

S18:h=150小梁

特記なき限り下記による。

1.使用スタッドは JIS B 1198 （頭付スタッド）に規定するものとする　

2.スタッドの取付範囲は、鉄骨梁で床スラブが取付く梁とする

3.

スラブ範囲梁上頭付スタッド要領図

を貫通しないこと

大梁上は原則としてデッキプレートを切断し、スタッドがデッキプレート

h

1列

B＜250

S18:h=150200

フィラープレートSPL

※フィラープレート
FPL，WPL面で段差が１㎜をこえる場合は，

１㎜をこえる場合

フィラープレートを入れる事

に振分けとする
注記１）ボルト本数の偶数・奇数によらず，ウェブ芯から上下均等

引込み用ピース
L-75x75x6 L=200

3C1 3C1

避雷針支持管取付下地

S-012

GHTB 2-M20, GPL-6

鉄骨梁伏図、鉄骨部材リスト

B20

G30

G3
0

G30

G3
0 G3

0

B20

G304C1 4C1

G3
0

50
0G30

1,750 1,750

50
0

B
24



5.　　　  は立上がりコンクリートを示す。

2
,3

40

標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2令和7年度 遭埼行者礁照射灯設計業務 遭埼行者礁照射灯 2026.05
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特記なき限り下記とする。

FG1 FG1 FG1 FG1

Y1 Y2 Y1 Y2

▽Ｒ階梁天

▽4FL

△4階梁天

▽3FL
△3階梁天

▽2FL
△2階梁天

▽1FL

▽GL

▽Ｒ階梁天

▽4FL

△4階梁天

▽3FL
△3階梁天

▽2FL
△2階梁天

▽1FL

▽GL

▽Ｒ階梁天

▽4FL

△4階梁天

▽3FL
△3階梁天

▽2FL
△2階梁天

▽1FL

▽GL

▽Ｒ階梁天

▽4FL

△4階梁天

▽3FL
△3階梁天

▽2FL
△2階梁天

▽1FL

避雷針支持管 避雷針支持管 避雷針支持管 避雷針支持管
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4C1 4C1
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4.根巻天端には水勾配を設けること。

1. 　　　 は梁上コンクリートふかしを示す。

3.　　　  は根巻コンクリートを示す。

F1 F1 F1 F1 F1 F1F1F1

▽地中梁天端 ▽地中梁天端 ▽地中梁天端 ▽地中梁天端

1
0,
2
70

▽GL

根巻コンクリート

20
0

20
0

20
0

2.継手位置は、柱芯より　500 の位置とする。

800500500500500500500500

引込み用ピース
L-75x75x6 L=200L-75x75x6 L=200

引込み用ピース

S-013 軸組図



標識名図番 図面名称工事名 縮尺 作図年月 備考

図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2遭埼行者礁照射灯遭埼行者礁照射灯災害復旧工事令和8年度 2026.08
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2。 工事現場の 工事現場には、下記表示板を設置する。  （記入例） 次に示す事項を除き、すべて独立行政法人建築研究所監修の「建築設備耐震設計・施工指針

表示板 上段の地色は白色 ２０１４年版」による。　　　　　　工　　　事　　　名
。建築物概要

      文字は青色   工 期   自  年  月  日～至  年  月  日 1）機器の設計用標準水平震度及び耐震クラスは図示による。図示がなければ次による。

〔１〕 工 事 名 称 発注者　　第九管区海上保安本部
60cm〔２〕 工 事 場 所 　石川県　珠洲市　三崎町　地内  設　計　（建築・設備委託業者名を記入）　　下段の地色は青色 ～75cm

 監　理　（建築・設備委託業者名を記入）　　〔３〕 建 物 用 途 行者礁照射灯塔 （区域、地域、地区：　　　　　　　　）       文字は白色
   施　工 建  築　（施工業者名を記入）　消防法：〔４〕 防 火 対 象 物 　消防法   令別表第一（　　　）項　　 （・ 無窓階：　　　・ 普通階：　　　　）全階-

電  気　（施工業者名を記入）

機　械　（施工業者名を記入）
2 2〔５〕 面 積 敷地：         　 　　　　建築：         　 　　　 　　ｍ ｍ- -

この工事は、週休２日に取り組んでいます
2延床：         　 　　ｍ- 90cm

〔６〕 階 数 ・ 構 造 地上    階、地下　　階、塔屋　　階、　　  造　 （・ 耐火 ・ 準耐火 ・ その他  　 ）4 ０ ０ Ｓ

設計及び監理の欄は、実施設計及び工事監理が委託発注された場合。

  　．別契約の関連工事 工事名は、各工事とも共通な名称とし、各文字は角ゴシック体とする。

    ・建築工事　　　　・電気設備工事　　　・給排水衛生設備工事　　　・空気調和設備工事　　　・構内交換設備工事

　　・昇降機設備工事  ・自家発電設備工事  ・厨房機器設備工事        ・屋外付帯工事　　　　　・植栽工事 3．材料及び試験 工事に使用する機器・材料・製品の試験成績書を工事監督員に提出し確認を受ける｡

　　・　　　　　　　  ・　　　　　　　　  ・　　　　　 行い、工事監督員に報告する。

  　．工 事 内 容 4．工事写真等 1) 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「営繕工事写真撮影要領（令和３年改定）」による。

2) 請負契約約款第１４条第３項に定める工事写真は次のとおり。　の記録

・電力設備として、電力を電力会社柱より架空にて引き込み、遭埼行者礁射灯の電源とする。   ・ 地中埋設配管部      ・ 機器の基礎及びアンカーボルト埋設部      ・ 塗装工程

・雷保護設備として避雷針、引下げ導線、接地を設置する。   ・ 接地極埋設部        ・ 天井、トレンチ内の隠ぺい箇所            ・ 躯体内隠ぺい部

3) 区分による規格、枚数、部数は次による。 11。あと施工 1) 埋込み配管等の探査の範囲及び方法は、図示による。
大きさ(mm) 撮　影　枚　数 備　　　　考区　分 部数

アンカー 2) 施工後確認試験（引張試験）を　　・ 行う（6箇所以上）　　・ 行わない
着工前 100×148程度 １部監督員の指示による 工事期間中は現場事務所に整理保管し、

  ．工 事 仕 様 監督員の指示による 85×115程度工事中 １部 工事完成時に提出する。

100×148程度完成時 １部 Ａ４用紙に整理したもの監督員の指示による  1．一 般 仕 様 12。施工注意点 （関連工事と協力調整する。）

1) 図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事標準 4) 完成写真の撮影は、次による。　　　・ 建築写真撮影業者　　　※ 建築写真撮影業者以外  1　工事の着工に先立ち、現況調査を関係機関の協力を得て入念に行い報告する。

 仕様書（電気設備工事編）令和7年版」（以下、「標準仕様書」という。）及び「公共建築設備工事標準図（電 5) 写真はＡ４版用紙に順序よく貼付又は印刷し、説明事項を記入して提出する。 　1）地下埋設物、その他隠蔽物を確認し、事故を未然に防ぐ。

 気設備工事編）令和7年版」（以下、「標準図」という。）及び「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事 6) 中間検査又は監督員の指示により、手直しを命じられた工事は、手直し前、中、後が判断で 　2）既設制御装置類の設定・データを維持・漏洩防止する。

 編）令和7年版」（以下「改修標準仕様書」という。）による。  　きる写真を撮影し、報告書に添付し提出する。  2  安全対策、機能確保に留意する。

2) 機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの標準仕様書・改修標 　　　・造営物（架台、金物）の突起部によるケガ防止

分電盤、制御盤、端子盤等の二次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、管径等は機能を 準仕様書を適用する。 　　 （角落とし、保護キャップ）

管路等 を優先し、図面と多少相違しても差し支えない。ただし、相違する場合は監督員の承諾を受  3  器具の取付け高さは、監督員・施設使用者と協議し決定する。

ける。また、機械室の露出配線は、金属管にて施工し、全長にわたって接地線を設ける。  4  計器類、操作部は管理し易い位置、支障のない位置に設置する。

国土交通省仕様　3）機器及び材料 特に指定は無いがすべて一級品とする｡ 機器類仕様は      ・一般仕様      　5  機器、器具の強度は監督員、施設使用者と協議し決定する。

6。塗装 次の金属露出配管（亜鉛めっき面/ステンレスを含む）は、塗装を行う。  6  高圧地中線には標識シートを併設する｡地中線路にはケーブル

　　埋設標（アルミ箔付、２倍折）を設ける。・ 屋外　　　　・ 屋内（・ 居室　　・ 機械室　・ 　　　　　） ・ 塗装無し

　4）特許権等 設計図書に特許権等の対象である旨の明示がない場合も含め､工事に関連して第三者の特許権等に  7  接地極埋設位置近くには埋設標を設ける｡

請負契約約款に定める監督員の検査を受けて使用する工事材料は次のとおり。属するものを使用することについて､請負者は一切の責任を負う。その手続き・諸費用は請負者の 7．材料検査 　・感電防止（防護ネット、フェンス、アース、ＥＬＢ、盤施錠）

負担で行う。   ・ 受変電機器     ・ 自家発電装置     ・ 照明器具類    ・ 配電盤類       ・ 避雷針  8  下記の配線には行き先表示を行う。

  ・ 通信機器     　・ 構内交換機器  　 ・ 接地材料　　　・　　　　　　　　・　　　　 ａ、配電盤/分電盤/制御盤の２次側配線

ｂ、8。土  工  事 プルボックス・マンホール

　5）官公庁手続等 着手後すみやかにこの工事に関する官公庁・その他と協議・条件確認を行う。  1  埋め戻し及び盛り土の種類  9  配線の接続、結線は確実に行い社内検査にて確認する。

この工事に関する官公庁､その他への手続及びこれに必要な費用はこの工事に含む。 ・山    砂・・・配管の周囲100mm以上  10  電力契約・計量器仕様は、施設管理者、電力供給会社と協議する。

・根切り土の中の良質土・・・機器による締め固め
　。施工の試験

 2  残土処分
　　下記の項目について施工の試験を行い成績書を提出する。

工事の着手に先立ち、工事の総合的な計画をまとめた総合施工計画書を作成し、監督員の承諾を　6）施工計画書 ・構外搬出適切処理
試  験  内  容 要･否 合否判定基準 試  験  内  容 要･否 合否判定基準

を受ける。 ・構内指示の場所に敷ならし
〔１〕 絶縁抵抗測定 要 〔８〕 漏電火災継電器試験 否電気設備技術基準 消防法

又、施工及び施工の試験に先立ち、工種ごとの施工計画書を作成し、監督員の承諾を受ける。
〔２〕 接地抵抗測定 要 〔９〕 火災報知設備試験 否電気設備技術基準 消防法

9。発生材の処理  1  特記により引渡しを要するものは指定された場所に整理の上監督員に引渡す｡
〔３〕 自家発電機負荷試験 否 〔１０〕 テレビ電界強度測定 否電気設備技術基準 有線テレビジョン放送法

 　　　・引渡し場所：
〔４〕 畜電池試験 否 〔１１〕 ＬＡＮケーブル試験 否電気設備技術基準 ＦＬＵＫ

　7）製作図/施工図 工事の着手に先立ち､各設備の機器・器具情報を図面に記入し､各請負者間で調整したもの（総合  2  引渡しを要しないものはすべて場外に搬出し関係法令に従い適切に処分する｡
〔５〕 照度測定 否 〔１２〕 機器動作性能試験 要JIS規格/建築基準法 施工計画書

図）を工事監督員に提出し､確認を受ける。製作又は施工に必要な図面を作成し工事監督員の確認
〔６〕 リレー試験 否 〔１３〕 警報表示試験 否電気設備技術基準 施工計画書

を受ける。
〔７〕 耐圧試験 否 〔１４〕 総合動作試験 要電気設備技術基準 施工計画書

E-001 工事仕様書（電気設備）

工事名 図番 標識名 図面名称 縮尺 作図年月 備考

遭埼行者礁照射灯 図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2

工 事 仕 様 書 ( 電 気 設 備 )

10． 耐震施工

耐震安全性の分類（重要機器、一般機器共通）

一般の施設設置場所 特定の施設

・ 耐震クラスＳ ・ 耐震クラスＡ

上層階、屋上及び塔屋 ２．０ １．５ ＜２．０＞

中間階 １．５ １．０ ＜１．５＞

一階及び地下階 １．０ （１．５） １．０

　注1 設置場所の区分は、機器等を支持する床部分により適用し、天井面（上階床）より支持

する機器等は直上階を適用する。

注2 上層階は、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、10～12階建の場

合は上層３階、13階建以上の場合は上層４階とする。

注3 （ ）内の値は水槽類（受水槽、高置水槽、消火関係水槽、オイルタンク等）、＜ ＞内

の値は防振支持の機器（防振材・防振装置を介して設置される機器）に適用する。

2）地域係数は１．０とする。

3）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の１／２とし水平地震力と同時に働くものとする。

4）１ｋＮ以下の軽微な機器（標準仕様書の適用を受けるものは除く）においても耐震を考慮し

   据付け又は取付けを行うものとするが、前記指針の方法によらなくてもよい。

5．電線本数･ 

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

遭埼行者礁照射灯災害復旧工事

本工事は、遭埼行者礁射灯の灯塔建替えを目的とし、現状灯塔と同等の機能を有する鉄骨造灯塔の整備を行う。

2026.09



E-002 電気設備　各階配線平面図

工事名 図番 標識名 図面名称 縮尺 作図年月 備考

遭埼行者礁照射灯 図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2

番号 配線 配管

2 ＰＦ２８

９ Ｇ２２（ＳＵＳ）

11 ＥＭ－ＣＥ８　－２Ｃ （Ｇ３６（ＳＵＳ））

12 ＥＭ－ＩＥ８　×３ （Ｇ２８（ＳＵＳ））

13 ＥＭ－ＩＥ８　×３ （Ｇ２８（ＳＵＳ）） 防食テープ巻き

2 14 ＥＭ－ＩＥ８　×１

2

９

９

14

９

14

2,
00

0
以

上

14

配線配管

＜床打込配管＞

＜床打込配管＞

制御盤収容盤
※配管支持金具類は全てステンレス製とする。

＜露出配管＞12

＜露出配管＞11

配管支持材 ｒ ｒ ＜露出配管＞＜露出配管＞11
（建築工事）

避雷用電源装置収容盤

12

＜露出配管＞

＜露出配管＞12
11

＜露出配管＞
＜露出配管＞11

11
【2F 平面図　S=1/30】 【4F 平面図　S=1/30】

＜露出配管＞

＜露出配管＞
Ｅｓ

防水プルボックス（ＳＵＳ製）

（３００×１５０×１５０）

＜地中埋設配管＞

＜露出配管＞

Ｅｎ

＜露出配管＞12
引込盤 ＜露出配管＞12

＜露出配管＞11
配管支持材 ＜露出配管＞11
（建築工事）＜露出配管＞11

＜地中埋設配管＞

防水プルボックス（ＳＵＳ製）

（３００×３００×２００）

配管支持材（建築工事）

＜露出配管＞12＜地中埋設配管＞

＜露出配管＞11 避雷針引込アングル ＜露出配管＞Ｅｐ 11
（建築工事）

＜露出配管＞11

電力引込【1F 平面図　S=1/30】 【3F 平面図　S=1/30】 【屋根伏図　S=1/30】
（１φ２Ｗ１０５Ｖ）

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事
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建築工事

E-003 電気設備　機器仕様、配線容量図　・　分電盤、制御盤　姿図

工事名 図番 標識名 図面名称 縮尺 作図年月 備考

遭埼行者礁照射灯 図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2

1
8
0

2
,5
20

2
,
7
00

18
0

3,500

Y1 Y2

U u

V v

Ep Es

En

SURGE SHELTER

▽ 水上

▽ 4F
▽ 4F梁天

(2
02

1)

(2
00

6
)

避雷用電源装置収容盤 制御盤収容盤

電力引込

（１φ２Ｗ１０５Ｖ）

370

240 65

95

避雷用電源装置収容盤 制御盤収容盤

・ステンレス製、屋外用 ・ステンレス製、屋外用

・ＩＰ５５ ・ＩＰ４４

・メーカー標準塗装 ・メーカー標準塗装

20
00

・キー付ハンドル ・キー付ハンドル

19
00

・日東工業製 ・日東工業製

SOFZ-60-821又は同等品 SOE35-14198又は同等品

・盤と配管の接続は、 315

4040 600 800 1400 350　防水処置を施す。

　（付属品はＳＵＳ製とする）

番号 品　　名 規　　格 数量 適用 備　　考

プラボックス　日東工業製
ａ' 1 調達

P14-23CA又は同等品

安全開閉器
サーキットブレーカ（MCCB）

ａ 1 調達
AC100V 2P 30A

音羽電機工業製　AC100V 2P 2KVA
ｂ 避雷用電源装置 1 調達

SSN12-1-1又は同等品

プラボックス　日東工業製
ｃ 1 調達

P18-54CA又は同等品

免雷SPDセット　 JISクラスⅡ　音羽電
ｄ 1 調達

機工業製　LT-2T-FA-SET又は同等品

分電盤
サーキットブレーカ（MCCB）

ｅ 2 調達
AC100V 2P 30A

サーキットブレーカ（MCCB）
ｆ 1 調達

AC100V 2P 15A

ｇ 灯器本体 1 官給品 別途工事

ｈ LED照射用灯器 制御盤 1 官給品 別途工事

ｉ 受光部 1 官給品 別途工事

ｊ 受光部取付金具 SUS304 PL2 1 製作

防水型LED蛍光灯　パナソニック製
ｋ 盤内LED灯 2 調達

NNW2111ENZLE9又は同等品

点滅スイッチ　防水　両切　15A

ｌ 2 調達
樹脂製露出スイッチボックス共

ｍ 防水プルボックス １５０×１５０×１００　平ブタ 1 調達

防水型ステンレス　日東工業製
ｎ 引込盤 1 調達

SOMS-12B又は同等品

ｏ 電力量計 1 電力会社取付

サーキットブレーカ（MCCB）
ｐ 1 調達

AC100V 2P 30A

75×75×6ｔ
ｑ 引込アングル 1 製作 建築工事

SOMS-12B又は同等品

ｒ ステンレス管 Ｇ７０ ２ 調達

番号 配管 備考

1 ＥＭ－ＣＥ８　－２Ｃ （ＰＦ３６）
14 14 14

2 ＰＦ２８

3 ＥＭ－ＣＥ２　－２Ｃ　、Ｅ１．６ （ＰＦ２２）

4 ＥＭ－ＩＥ５．５　×１ （ＰＦ１６）

5 ＥＭ－ＩＥ５．５　×１ （ＰＦ１６）

6 ＥＭ－ＩＥ５．５　×１ （ＰＦ１６）

7 ＥＭ－ＩＥ５．５　×１ （ＰＦ１６）

8 ＥＭ－ＩＥ８　×１ （ＰＦ１６）

９ Ｇ２２（ＳＵＳ）

ＰＦ２２10

11 ＥＭ－ＣＥ８　－２Ｃ （Ｇ３６（ＳＵＳ））

12 ＥＭ－ＩＥ８　×３ （Ｇ２８（ＳＵＳ））

13 ＥＭ－ＩＥ８　×３ （Ｇ２８（ＳＵＳ）） 防食テープ巻き

14 ＥＭ－ＩＥ８　×１

機器仕様、配線容量図

資材明細表

配線配管

分電盤、制御盤　姿図

X1X1

ｋ ｋ

3
ｃ ｈ

ａ'

ｄ ｅ ｆ
3

ａ

ｌ

1

1 1

3 2
2 4

8 5

36

7 ｍｒ

ｌ

10８

ｂ

ｑ ８
27

ｒ
ｉ

2
ｎ

ｏ 9
ｊ11 11

12
ｐ

ｇ

2

2

13

Ｅｐ ＥｓＥｎ

（１０Ω以下） （１０Ω以下） （１０Ω以下）

配線

令和8年度 遭埼行者礁照射灯災害復旧工事 2026.09

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

別途工事

建築工事

建築工事
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工事名 図番 標識名 図面名称 縮尺 作図年月 備考

令和7年度 遭埼行者礁照射灯設計業務 遭埼行者礁照射灯 図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2E-004 電気設備　雷保護　立面図

雷保護設備凡例

名　　　　　　　　　　　　称番号 記号

突針　　ＯＴ型
１

支持管　ステンレス管（ＳＵＳ３０４）　
２

４８．６φ（３ｔ）　　３．３ｍ

３ 支持管取付金物　　鉄骨用　（プレートは材料支給の上、溶接は建築工事とする。）

５ 鉄骨用接続端子　　（プレートは材料支給の上、溶接は建築工事とする。）

６ 端子ボックス　　露出用　　２端子　　（ステンレス製）

７ 端子ボックス　　露出用　　２端子　　ＰＣ付　　（ステンレス製）

銅線　　２．０　×　１３

８ 保護管　　Ｇ２８（ＳＵＳ）防食テープ巻き

保護管取付金物　　外壁用

９ 銅線接続クランプ

１０ 環状接地極　　銅線　　２．０　×　１９

１１ 垂直接地極　　単独用ア－ス棒　　１４φ　×　１５００　×　１本

１２ 測定用ア－ス棒　　１４φ　×　１５００

２１３ 測定用リード線　　ＥＭ－ＩＥ　５．５ｍｍ

１４ 測定用アース棒　　１４φ　×　３００

１５ アルミ線　　２．０　×　１９

※　ＪＩＳ　Ｚ　９２９０：２０１９の規定に基づく。

※　環状接地極によって囲われる面積の等価半径が５ｍ以下となる為、

垂直接地極を追加施設する。

ＬＰＳのクラスに応じた受雷部の配置

保護方法
ＬＰＳ

回転球体半径 保護角度
クラス

Ｒ（ｍ） α（゜）

受雷部の高さによって保護角度が異なる

４５Ⅲ

ＪＩＳＺ　図２又は表２Ａの保護角度を参照する

引下げ導線の平均間隔

ＬＰＳのクラス 平均間隔（ｍ）

１５Ⅲ
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３
５０９

上部屋根ライン

１５５７
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Ｐ ５１３ １４１０
Ｅ

１２
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１，７５０ １，７５０３，５００ ４，２００

X1 X2 X1 X2X1 X2

１２０ ８０
支持管 ＳＵＳ３０４

１２０ Ｍ１０　ワッシャ付 ステンレスプレート銅プレ－トφ４８．６（ｔ３）
ｔ１．２　ＨＬ仕上（黄銅ニッケルめっき） ５０ｘ２５ｘｔ３９０

鉄プレ－ト
５０ＲＦ梁天 １００ｘ５０ｘｔ６ 接続端子

６
５

３
０

０

Ｍ１０六角ナット、ワッシャ付
溶接支持管取付金物 （黄銅ニッケルめっき）

ＡＢＳ台座（鉄溶融亜鉛めっき）
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５５
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８
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０

ステンレスボックス　ｔ１Ｍ６（黄銅ニッケルめっき） φ２５

３
０
０

黄銅　クロムめっき ＨＬ仕上
Ｚ端子Ｍ１０ 取付ボルト

銅線　２．０×１３

７
０

アルミ線 ２．０Ｘ１９
支持管 ＳＵＳ３０４

落下防止底板 ｔ４．５
φ４８．６（ｔ３）

Ｍ４（ステンレス）
ゴムパッキング

１２０ ８０

60ステンレスプレート

ｔ１．２　ＨＬ仕上
10 40 10

接続端子
１５００

Ｍ１０六角ナット、ワッシャ付 2030

（黄銅ニッケルめっき） １００
ＡＢＳ台座

φ
14

Ｍ８×４０ステンレスボックス　ｔ１３
５

０

（黄銅ニッケルめっき）
ＨＬ仕上

4標示板

２リード線　２２ｍｍ ×３００

14

圧着端子

（Ｒ５．５－６）

Ｍ４（ステンレス）
ゴムパッキング

工事名 図番 標識名 図面名称 縮尺 作図年月 備考

令和7年度 遭埼行者礁照射灯設計業務 遭埼行者礁照射灯 図示 第九管区海上保安本部　交通部整備課 原紙：A2E-005 電気設備　雷保護　平面図　・　機器詳細図

【４階　平面図　】 【屋根伏図　】【１階　平面図　】 【3階　平面図　】

プレートは材料支給の上、溶接は建築工事とする。

プレートは材料支給の上、溶接は建築工事とする。 鉄骨接続クランプに変更も可とする。

鉄骨用接続端子１ ２ ３ ５ ６端子ボックス突針　ＯＴ型 支持管取付図　

７ ９ １１ １２端子ボックス 銅線接続クランプ 単独用アース棒
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